
 

 

 

第 ７ 回 

 

 

 

肝属合併協議会会議資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 日 時   平成16年7月8日 (木)   午後１時30分から 

 

 場 所   高山やぶさめ館1階  大ホール 

 

 

 

肝属合併協議会 



 

肝属合併協議会 会次第 
日時：平成16年7月8日(木)  午後1時30分~                

場所：高山やぶさめ館１階  大ホール                

 

１ 開 会 

 

 

２ 会長あいさつ 

 

 

３ 議 事 

 

（１）報告事項 

報告第 15 号  新まち名称第１･２次選定の結果について 

 

（２）協議事項 

協議第 22 号【協定項目３】 新「まち」の名称について（その２） 

協議第 24 号【協定項目６】 議会の議員の定数及び任期の取扱いについて 

協議第 25 号【協定項目７】 農業委員会の委員の定数及び任期の取扱いについ 
 て 

協議第 38 号【協定項目 30】 交通関係事業について 

協議第 39 号【協定項目 31】 窓口業務について 

協議第 40 号【協定項目 35】 社会福祉協議会・病院及び老人ホームの取扱いに 
 ついて 

協議第 41 号【協定項目 36】 ごみ収集運搬業務事業について 

協議第 42 号【協定項目 37】 環境対策事業について 

協議第 43 号【協定項目 39】 消防団の取扱いについて 

協議第 44 号【協定項目 40】 商工・観光関係事業について 

協議第 45 号【協定項目 41】 障害者福祉事業について 

協議第 46 号【協定項目 44】 勤労者・消費者関連事業について 

協議第 47 号【協定項目 45】 建設関係事業について 

協議第 48 号【協定項目 46】 学校教育事業について 

協議第 49 号【協定項目 49】 納税関係事業について 

協議第 50 号【協定項目 50】 その他事業について（その１：地籍調査事業） 

 

（３）提案事項 

提案第 31 号【協定項目 34】 保育事業について 

提案第 32 号【協定項目 38】 農林水産業関係事業について 

提案第 33 号【協定項目 42】 高齢者福祉事業について 
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提案第 34 号【協定項目 43】 児童福祉事業について 

提案第 35 号【協定項目 47】 文化振興事業について 

提案第 36 号【協定項目 48】 社会教育事業について 

提案第 37 号【協定項目 50】 その他事業について（その２：指定金融機関）  
提案第 38 号【協定項目 50】 その他事業について（その３：総合計画）  
提案第 39 号【協定項目 11】 新まち建設計画について（その２） 

 

 

４ その他 

    第８回協議会会議の開催日程について 

 

 

５ 閉 会 
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【 報 告 事 項 】 
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【報告第 15 号】 

 

 

新まち名称第１･２次選定の結果について 

 

 

 

 新まち名称第１･２次選定の結果について，別紙のとおり報告する。 

 

 

 

 

 

  平成１６年７月８日提出 

 

 

肝 属 合 併 協 議 会           

会長  倉岡 哲哉 
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新まち名称第１･２次選定の結果について 

 

 

順位 名   称 票数 理                 由 
  
 

 

 

１ 

 

 

 

 

肝 属 町 

 

 

 

 

11 

     

①両町ともになじみががある 

②両町とも肝属郡内である 

③歴史上の地域名称で親しみがある 

④応募結果を尊重した 

⑤歴史的にも，今までのなじみからもいいのではないか

⑥古代からの地名であり，その中心が高山・内之浦地域

 であった 

⑦なじみ深いから 

⑧肝属郡の要として，肝属郡を代表する町として，名を

 残したいから 

  
 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国 見 町 
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①国見山脈を境に両町をつなぐ国見トンネルから 

②歴史的また地理的に国見連山が両町の合併を力強く結

 びつける夢と希望のある名称と思う。また馴染みやす

 く読みやすい 

③応募結果を尊重した 

④応募数が一番多かった町名ですが，一つだけ気がかり

 があります。どうしても長崎県の国見町の方が，全国

 的な知名度で上ではないか。これを上回るには相当の

 努力が必要ではないか 

⑤１番多かったからではないですが，両町共通のイメー

 ジが強いような気がし，また親しめる名称と思います

⑥両町の境にあり，トンネルの名称のもあやかり 

⑦両町にイメージが合う 

⑧高山・内之浦の真ん中に位置する国見山，学校の校歌

 や両町をむすぶトンネルの名称にもなるなど，両町の

 町民にも親しまれていると思うから 

⑨両町に深い関わりのある国見山，両町をつなぐトンネ

 ル。２つの町が１つにまとまる感じ 
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順位 名   称 票数 理                 由 
  
 

 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

肝 付 町 

  
 

 

 

 

５ 

①南九州の雄として，大隅・都城・日南まで，その勢力

 を及ぼした肝付氏は，この国見山脈の山懐に本城を構

 えた。新町も，この地にだけ留まるのではなく，大き

 くその名と特色をアピールして欲しいの願いを込めて

 のものです 

②中世期大隅半島全域を治下していた「肝付氏」の名を

 とった。また，肝属郡の「雄」であること 

③この地域を治めた豪族の姓であり，当時がもっとも輝

 いていた。夢よ，もう一度!! 
④昔からなじみ深く書きやすいから 

⑤なじみが良いのでは 

⑥現在の合併協議会も「肝付」である 

  
３ 

 

高 浦 町 

（たかうら） 

  
５ 

①高山町と内之浦町の１字をとり，歴史に残る名称とし

 て，ふさわしいから 

②応募結果を尊重した 

③高山町と内之浦町が合併した証しを残したいから 

  
５ 

 

きもつき町 

  
２ 

① ３位「肝付町」－①と同様の理由ですが，誰でも気 
軽に立ち寄れる様にひらがなで表してみました 

②歴史的にも，今までのなじみからもいいのではないか

 また，ひらがなの表記が使いやすいのでは 

  
５ 

 

甫 与 志 町 
  
２ 

①三岳三山の「雄」である 

②「甫」は田畑。田畑に志を与える。つまり水を与える

 山の名であり，この地にふさわしい。大隅山地の最高

 峰でもある 

５ 三 岳 町  ２  ①国見・黒尊・甫与志は両町のシンボル 
５ く に み 町  ２  ① ２位－⑨と同様の理由でかつ，親しみやすいひらが 

なの方がよいと思う。 

８ 銀  河  町  １  ①宇宙の町・銀河の町としてイメージがよい 
８ 高 之 浦 町 

（こうのうら） 

 １   
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【 協 議 事 項 】 
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協議第 22 号【協定項目３】 

 

 

新「まち」の名称について（その２） 

 

 

 

 新「まち」の名称について，次のとおり提案（協議）する。 

 

 

 

  新町の名称は，「肝属郡肝付町」とする。 

 

 

 

 

 

  平成１６年７月８日提出 

 

 

肝 属 合 併 協 議 会           

会長  倉岡 哲哉 
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協議第 24 号【協定項目６】 

 

 

議会の議員の定数及び任期の取扱いについて 

 

 

 

 議会の議員の定数及び任期の取扱いについて，次のとおり提案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  平成１６年４月２２日提出 

 

 

肝 属 合 併 協 議 会           

会長  倉岡 哲哉 

 

 

 

 

 

 

 ※参考：第６回協議会での両町議会からの報告 

 

 （１）２町の議会議員は，市町村の合併の特例に関する法律第７条第１項第１号の規定

を適用し，合併後２年間，引き続き新町の議会議員として在任する。 

 （２）新町発足後，最初に行われる選挙の際の議員の定数は 22 人とする。 
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協議第 25 号【協定項目７】 

 

 

農業委員会の委員の定数及び任期の取扱いについて 

 

 

 

 農業委員会の委員の定数及び任期の取扱いについて，次のとおり提案する。 

 

 

 

  新町に１つの農業委員会を置き、２町の農業委員会の選挙による委員であった者は、

市町村の合併の特例に関する法律第８条第１項第１号の規定を適用し、平成 17 年６月 
30 日まで引き続き新しい町の農業委員会の選挙による委員として在任する。 

  農業委員会の選挙による委員の定数は 14 人とする。 

  また、旧町の区域ごとに、農業委員会等に関する法律第 10 条の２第２項に規定する

選挙区を設ける。 

 

 

 

 

 

  平成１６年４月２２日提出 

  平成１６年７月８日再提出 

 

 

肝 属 合 併 協 議 会           

会長  倉岡 哲哉 
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協定項目 関係部会 産業経済

調整方針

調整内容

内之浦町 新　町

○定　数　１４人
　①選挙委員　　　１０人
　②選任委員　　　　４人
　　内議会推薦　　　２人
　　内農協推薦　　　１人
　　内共済推薦　　　１人

○定　数　１８人以内
　①選挙委員　　　　１０人
　②選任委員　　　　　８人以内
　　　内議会推薦　　　５人以内
　　　内農協推薦　　　２人
　　　内共済推薦　　　１人

○任　期　３年
　現委員の任期
　　平成１７年７月１９日

○任　期　３年
　（特例措置後）

行政面積　　   　17,936ha
農地面積　　　　   　486ha
基準農業者数       616戸
選挙人登録者数  1,438人
農地部会等　　  　無

行政面積　　　   30,811ha
農地面積　　　     2,716ha
基準農業者数     2,652戸
選挙人登録者数  4,972人
農地部会等　　  　無

選挙区数　　　　２

選挙人数で按分した
場合の選挙区定数
内之浦町　  ３人
高山町　　　 ７人

　　新まちに１つの農業委員会を置き、2町の農業委員会の選挙による委員であった者は、市町
村の合併の特例に関する法律第８条第１項第１号の規定を適用し、平成１７年７月１９日まで引
き続き新しい町の農業委員会の選挙による委員として在任する。
　農業委員会の選挙による委員の定数は１０人とする。
　また、旧町の区域ごとに、農業委員会等に関する法律第１０条の２第２項に規定する選挙区
を設ける。

行政面積　　   　12,875ha
農地面積　　　     2,230ha
基準農業者数     2,036戸
選挙人登録者数  3,534人
農地部会等　　  　無

現　況

農業委員会

○任　期　３年
　現委員の任期
　　平成１７年７月１９日

７．農業委員会の委員の定数及び任期の取り扱い

高山町

○定　数　１９人
　①選挙委員　　　１２人
　②選任委員　　　　７人
　　内議会推薦　　　５人
　　内農協推薦　　　１人
　　内共済推薦　　　１人

10 - ２
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農業委員会の定数・任期等に関する制度の内容 

新設合併の場合 

(ア)「合併後 1 農業委員会を設置」（原則） 

合併関係市町村の農業委員会は全て廃止され（したがって、当該農業委員会の選挙委員、選

任委員ともに身分を失い）、新設の新町につき 1 個の農業委員会となる。（選挙委員については、

市町村の廃置分合の日から 50 日以内に設置による一般選挙を行う。また、選任委員については

合併の日に選任する。） 

・「農業委員会等に関する法律」第 11 条、「公職選挙法」第 33 条第 3 項 

・「農業委員会等に関する法律」第 12 条 

 

内之浦町農業委員
新 町 農 業 委 員 会  
選挙・選任委員：新たに選出  
任期：3 年  

合 
併 高山町農業委員会  

 

 

 

 

 

 

 (イ)「合併後 1 農業委員会を設置」（在任特例） 

 市町村合併の際、合併関係市町村の農業委員会の選挙委員であって当該合併市町村の農業

委員会の委員の被選挙権を有することとなるものは、合併関係市町村の協議により、10 人以上 80

人以内の範囲で定められた数の者に限り、市町村の合併後 1 年以内でその協議で定められた期

間は、引き続き合併後の新町の選挙委員として在任することができる。（合併後の新町の農業委

員会の委員の被選挙権を有することとなる者が上記の定数（10人以上 80人以下で定める数）を超

える場合は、これら関係委員全員の互選により、合併後の新町の選挙委員として在任する者を選

出する。） 

また、協議により定められた所定期間経過後は、原則に戻り、一般選挙を行うこととなります。な

お、この特例措置は、合併関係市町村の協議（協議は合併関係市町村の各議会の議決を経なけ

ればなりません。また、その協議が成立したときは、合併関係市町村は、直ちにその内容を告示し

なければなりません。）により講ずることができます。また、当該特例は、選挙委員に関する規定で

あり、選任委員については、合併の日に選任する必要があります。 

 

内之浦町農業委員
新町農業委員会  

選挙委員：各町の委員は存続  
（10～80 人）  

選任委員：合併の日に選任  
任期：1 年以内  

合 

併 

高山町農業委員会  
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(ウ)「合併後 2 以上の農業委員会を設置」（原則） 

 合併後の新町が、農業委員会等に関する法律施行令第 1 条の 3 に規定する要件を満たした場

合（市町村区域面積が 24,000ha を超える、または、農地面積が 7,000ha を超える）は、新町に 2 以

上の農業委員会を設置することができる。（この場合、その市町村の廃置分合の日から 50 日以内

に、その各農業委員会ごとに設置による選挙委員の一般選挙を行わなければなりません。選任委

員については、各委員会ごとに、合併の日に速やかに選任します。） 

・ 「農業委員会等に関する法律」第 3 条第 2 項、施行令第 1 条の 3 

                       

                                                 

 

 

 

 

    

内之浦町農業委員

選挙・選任委員：新たに選出  
任期：３年  

選挙・選任委員：新たに選出  
任期：３年  
新町Ｂ農業委員

新町Ａ農業委員

合 

併 高山町農業委員会  

(エ)「合併後 2 以上の農業委員会を設置」（在任特例） 

「合併後 2 以上の農業委員会を設置」する場合においても、各農業委員会毎に選挙委員の任期

等に関する在任特例があります。 

 ・「市町村の合併の特例に関する法律」第 8 条第 3 項 

なお、この場合の選任委員については、(イ)と同様に合併日に選任することとなります。 

 
新町Ａ農業委員

会

選挙委員：各町の委員は存続  
（１０～８０人）  

選任委員：合併の日に選任  
任期：１年以内  

新町Ｂ農業委員

 

内之浦町農業委員
合 

併
高山町農業委員会  

 

 

 

 

 

 (オ)「合併後従前の区域どおりに複数の農業委員会を設置」（特例） 

 合併後の新町が、（ウ）で述べた要件を満たした場合（市町村区域面積が24,000ha を超える、ま

たは、農地面積が 7,000ha を超える）であって、新町に置かれる 2 以上の農業委員会の区域が、従

前の町に設置された農業委員会の区域をその区域とすることとなる場合は、それらの農業委員会

は、新町の農業委員会となってそのまま存続することとができます。（農業委員会の選挙委員、選

任委員の身分もそのまま存続します。） 

・ 「農業委員会等に関する法律」第 3 条第 2 項、第 34 条第 1 項 

 

 

 

 

 

 

高山町農業委員会  

内之浦町農業委員

新まち高山農業委員会  

新まち内之浦農業委員

選挙・選任委員：各町の委員は存続  
任期：各町の在任期間  

合 

併 



県内先進事例

協議会名 内 容

日　置

1　農業委員会については、合併時に統合するものとし、新市の農業委員会の選挙による委員
の定数については、農業委員会等に関する　法律第 7条第1項及び同法施行令第2 条の 2 の
規定により、30 人とする。
2　農業委員会の選挙については、農業委員会等に関する法律第 10条の 2 第 2 項及び同法施
行令第 5 条の規定を適用し、現在の町を範囲とする選挙区を設けて実施する。
3　上記1及び2 にかかわらず、農業委員会の選挙による委員については、市町村の合併の特
例に関する法律第 8 条第1項第1号の規定を適用し、平成17 年 7 月 19　日まで引き続き新市
の農業委員会の選挙による委員として在任する。
4　新市において農業の動向等を勘案しつつ、農業委員協力員又は補助員等の設置について検
討するものとする。

川薩地区

１．農業委員会委員の定数及び任期の取扱いについては、次のとおりとする。
　（１）新市に川内市・樋脇町・入来町・東郷町・祁答院町の１市４町の区域、里村・上甑村・下甑
村・鹿島村の４村を区域とする２つ　の農業委員会を置く。
　（２） 新市の農業委員会の選挙による委員の定数については、１市４町の区域は３８人、４村の
区域は１０人とする。ただし、合併時に農業委員会の選挙による委員であった者は、市町村の合
併の特例に関する法律第８条第３項の規定を適用し、平成１７年４月３０日まで引き続き新市の
農業委員会の選挙による委員として在任する。
　（３）選挙区設置等については、新市に移行後、速やかに協議する。
２．農業委員会の運営等については、次のとおりとする。
　（１）農業委員会の運営については、合併時までに、具体的な調整を行うこととする。
　（２）諸証明手数料については、合併時までに、新たに制度等を制定する。

薩摩東部地区

農業委員会については、合併時に統合するものとし、農業委員会の選挙による委員は、市町村
の合併の特例に関する法律第８条第１項第１号の規定を適用し、平成１７年７月３１日まで、引き
続き新町の農業委員会の選挙による委員として在任する。
また、選挙による委員の定数は、３０人とする。
なお、選挙区を設置することとし、選挙区ごとの委員の定数については、新町において定める。

大隅中央

① 新市に１つの農業委員会を置く。
② 鹿屋市、垂水市、吾平町、輝北町、串良町の農業委員会の選挙による委員は、市町村の
合併の特例に関する法律第８条第１項第１号の規定を適用し、平成１７年７月１９日ま
で、引き続き新市の農業委員会の選挙による委員として在任する。
③ 農業委員会等に関する法律第７条第１項の規定による新市の農業委員会の選挙による委
員の定数は、４０人とする。
④ 新市においては、旧市町の区域ごとに、農業委員会等に関する法律第１０条の２第２項
の規定による選挙区を設けることとし、区域ごとの定数は、次のとおりとする。
旧鹿屋市区域 １３人 旧垂水市区域 ７人
旧吾平町区域 ５人 旧輝北町区域 ５人
旧串良町区域 １０人
⑤ 在任期間における農業委員会委員の報酬の額は、旧市町の報酬額を引き継ぐものとする。
会長及び副会長（会長代理）の報酬の額は鹿屋市の例による。

南隅地域

農業委員会の委員の定数及び任期の取扱いについては、次のとおりとする。
1　農業委員会については、合併時に統合するものとし、4町の農業委員会の選挙による委員で
あった者は、市町村の合併の特例に関する法律第8 条第1 項第1 号の規定を適用し、平成1 7
年7 月1 9 日まで引き続き、新町の農業委員会の選挙による委員として在任する。
2　新町の農業委員会の選挙による委員の定数は2 0 人とし、現町を区域とする4 つの選挙区を
設置する。
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協議第 38 号【協定項目 30】  
 

 

交通関係事業について 

 

 

 

 交通関係事業について，次のとおり提案する。 

 

 

 

  内之浦ふれあいバス，墓参バス及び高山温泉ドーム送迎バスの取扱いについては，

現行のとおり新町に引継ぐ。ただし，合併後新町において新町の全域に配慮した新たな

交通体系を検討するものとする。 

 

 

 

 

 

  平成１６年６月２３日提出 

 

 

肝 属 合 併 協 議 会           

会長  倉岡 哲哉 
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協定項目 関係事業

調整方針

コミュニティーバ
ス運行事業

  生活支援バス（内之浦
ふれあいバス），墓参バ
ス運行委託事業及び高山
温泉ドーム無料送迎バス
の取扱いについては，当
分の間現行のとおりと
し，岸良地区住民及び温
泉ドーム利用者の利便性
を確保するため，新町に
引継ぐものとする。ただ
し，合併後新町において
新町の全域に配慮した新
たな交通体系を検討す
る。

生活支援バス（ふれあいバ
ス）及び墓参バス運行委託事
業

【事業概要】
　第3種生活路線廃止に伴
い，内之浦町の自主運行によ
るバス事業者への委託事業

【経緯及び実績等】
・バス事業者との最初の運行
委託契約締結は，平成12年５
月１日
・生活支援バスは２往復／日
・墓参バスは１往復／週
・平成15年度
    利用者数
     　　 大 人3,768人
　　　    子ども  80人
　　（うち墓参バス293人）
    利用料金518,378円
・平成16年度
    委託料　5,754,000円
    料金 10㎞未満 100円
　　  　 10㎞以上 200円
【今後の対策】
　路線（経路）が住民のニー
ズにあったものかを再点検
し，より有効なバス運行とし
たい。

「高山温泉ドーム」無料送迎
バス

【事業概要】
高齢者等の福祉サービスとし
て「高山温泉ドーム」までの
無料送迎バスを毎週火・水曜
日に７コース運行している。

○毎週火曜日のコース
・有明・波野方面（12ヶ所）
・東迫・中心街方面
　　　　　　　（9ヶ所）
・津曲・下住・八幡馬場方面
　　　　　　　（７ヶ所）
・後田方面（8ヶ所）

○毎週水曜日のコース
・宮富・論地方面（10ヶ所）
・前田方面（7ヶ所）
・川上方面（8ヶ所）

　　　（　）内は停留所数

具 体 的 調 整 内 容
内 之 浦 町 高 山 町

現況

肝属合併協議会の調整内容

協議項目

30.交通関係事業

　 内之浦ふれあいバス，墓参バス及び高山温泉ドーム送迎バスの取扱いについては，現行
のとおり新町に引継ぐ。ただし，合併後新町において新町の全域に配慮した新たな交通体系
を検討するものとする。
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県内先進事例

協 議 会 名 内 容

日 置

交通安全関係事業については、市民生活の安全確保の観点から引き続き推進するものと
する。
(1)　交通安全計画については、合併時に新たに交通安全対策会議を設置し、策定する。
(2)　交通安全運動については、当分の間は現行どおりとし、新市において新たな計画により
推進する。
(3)　交通安全施設については、新市において設置基準を定める。

川 薩 地 区

1、一市四町で実施している巡回バス・乗合タクシー運行事業については、新市に移行後も
当分の間現行のとおりとし、随時調整する。
2、川内市で実施している均一運賃バス運行事業については、新市に移行後、新たな制度
等を検討する。
3、甑島で実施している自動車運送事業については、新市に引き継ぐものとし、運営方法等
については、鹿島村送迎事業を含め、下甑村自動車運送事業及び上甑島バス企業団との
協議を行い、合併時に、新たな制度等を制定する。

南 隅 地 域

１　生活交通路線の補助制度は、現行のとおり新町に引き継ぐ。
２　交通安全指導は、新町において調整し、統一する。
３　チャイルドシート貸付事業は、現行のとおり新町に引き継ぐ。
４　交通災害共済は、現行のとおりとする。なお、新１年生の共済への加入補助は、新　町
において調整する。
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協議第 39 号【協定項目 31】  
 

 

窓口業務について 

 

 

 

 窓口業務について，次のとおり提案する。 

 

 

 

  窓口業務については、支所及び出張所を含め、住民サービスの低下を招かないよう

調整に努める。 

 

 

 

 

 

  平成１６年６月２３日提出 

 

 

肝 属 合 併 協 議 会           

会長  倉岡 哲哉 
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協定項目 関係項目

調整方針

現行のとおり

同左

開庁日の取
扱い

　

２．受付事務

      全業務

　（条例で定める休日を除く日）

　　　午前８時３０分から

　　　午後５時１５分まで　

１．受付時間

肝属合併協議会の調整内容

内之浦町 高山町
協議項目

現　　　　　　　　　　　　　況
具体的調整内容

３１　窓口業務

窓口業務については、支所及び出張所を含め、住民サービスの低下を招かないよう調
整に努める。

現行のとおり（岸
良支所は除く。）

休日及び夜
間の取扱い

      午前８時３０分まで　

　

１．受付時間

（１）開庁日の夜間

（２）条例で定める休日

      終日

      午後５時１５分から 同左

      各戸籍届出書受付等

２．受付事務
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県 内 の 先 進 事 例

協 議 会 名 内 容

日 置

１　窓口業務の取扱いについては、住民サービスの低下を招かぬよう、原則と
して現行どおりとする。
２　昼食時間の窓口対応は、職員体制を整え業務を行う。
３　住民票、印鑑証明等電話予約サービスについても対応する。

川 薩 地 区
窓口業務の取扱いについては、新市の組織体制と調整を図り、住民サービスの
低下を招かないことを原則として、調整に努めるものとする。

薩摩東部地区

１．窓口業務については、住民サービスの低下を招かないように努めるものと
する。
２．総合窓口については、本庁・総合支所においても実施する方向で合併時ま
でに調整する。

姶 良 中 央

１、窓口業務については、住民サービスの低下を招かないよう現行のとおりと
すること
２、印鑑登録証（住民力－ド含む）については、様式を合併時までに定め、合
併後随時、切り替えることとする。なお、切り替えの手数料については無料と
すること
３、自動交付機については、すでに設置されている国分市、牧園町について
は、新市に引き継ぎ、他町においては、合併後、速やかに設置の方向で検討す
ること

南 隅 地 域
窓口事務の取扱いについては、住民サービスの低下を招かないよう、 合併時
までに調整する。
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協議第 40 号【協定項目 35】  
 

 

社会福祉協議会・病院及び老人ホームの取扱いについて 

 

 

 

 社会福祉協議会・病院及び老人ホームの取扱いについて，次のとおり提案する。 

 

 

 

 １．社会福祉協議会については，肝属社会福祉協議会合併協議会と協議し，合併時に

統合できるよう調整に努める。 

   また，新町は社会福祉協議会と連携し，住民が安心して生活できるよう，地域福

祉の充実に努める。 

 ２．内之浦町立病院については，現行のとおり新町に引き継ぐ。 

 ３．養護老人ホーム国見園については，現行のとおり新町に引き継ぐ。 

 

 

 

 

 

  平成１６年６月２３日提出 

 

 

肝 属 合 併 協 議 会           

会長  倉岡 哲哉 
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肝属合併協議会の調整内容 
協定項目 35．社会福祉協議会の取扱い 関係項目  

調整方針 

 
社会福祉協議会については，肝属社会福祉協議会合併協議会と協議し，合併時

に統合できるよう調整に努める｡ 
また，新町は社会福祉協議会と連携し，住民が安心して生活できるよう，地域

福祉の充実に努める｡ 
 

 
 現       況 

協議項目 内之浦町 高山町 
具体的調整内容 

名称 社会福祉法人 
内之浦町社会福祉協議会 

社会福祉法人 
高山町社会福祉協議会 

設立年月日 
設立登記年月日 

昭和 60年 3月 23日 
昭和 60年 6月 11日 

昭和 55年  9月 29日 
昭和 55年 10月 31日 

事務所の状況 
所在地 
構造 
面積 
所有者 
管理者 
賃貸契約 

 
内之浦町南方 2640－3 
鉄筋コンクリート２階 
178.78㎡ 
内之浦町 
内之浦町 
無償貸与 

 
高山町前田 3690 
鉄筋コンクリート 1階 
533.0㎡ 
高山町 
高山町 
無償貸与 

役員等の定数 
  理 事 

評議員 
  監 事 

  37人 
11人 
24人 
 2人 

57人 
15人 
40人 
 2人 

職員の状況 
 常勤職員 
常勤の契約職員 
非常勤の契約職員 

   26人 
7人 

11人 
 8人 

 27人 
20人 
 2人 
 5人 

基本財産 1，000千円 1，000千円 

基金積立金 80，167，000円 61，578，714円 

決算の状況 
（平成 15年度） 

収入  141，316千円 
支出  121，359千円 
収支差額 19，957千円 

収入  125，064千円 
支出  102，469千円 
収支差額 22，595千円 

会費の状況 
 一般会員 
 特別会員 
 
 賛助会費 
 
 その他会費 

 
1世帯（個人）200円 
1団体   3，000円 

（福祉団体） 
1団体    2，000円 

（事業所） 
個人町内外 2，000円 

 
1世帯（個人） 500円 
 
 
1団体（事業所）  

1口 500円     

 
社会福祉協議会は，社会

福祉法に基づき，合併時に

統合する｡なお，社会福祉協

議会の統合に当たっては，

社会福祉協議会合併協議会

との協議を経て，合併まで

に調整するものとする｡ 
また，新町は社会福祉協

議会と連携し，住民が安心

して生活できるよう，地域

福祉の充実に努める｡ 

 
 
 
 
 



 
現       況 

項  目 内之浦町 高山町 
具体的調整内容 

主な事業・活動 

①心配ごと相談事業 
②生活福祉資金貸付 
③ボランティアセンター 
④身障ホームヘルプ 
⑤生活支援ホームヘルプ 
⑥福祉機器貸与 
⑦サロン事業 
⑧小口資金貸付 
⑨広報誌発行 
⑩災害救援事業 
⑪共同募金 
⑫外出支援サービス 
⑬日本赤十字事業 
⑭介護保険事業 
⑮社会調査事業 
⑯福祉世帯表整備事業 
⑰地域型在宅介護支援 
    センター 
⑱福祉等表彰事業 
⑲給食サービス 
⑳視聴覚機器貸与 
21社会福祉大会開催 
 
 

①心配ごと相談事業 
②生活福祉資金貸付 
③ボランティアセンター 
④身障ホームヘルプ 
⑤生活支援ホームヘルプ 
⑥福祉機器貸与 
⑦サロン事業 
⑧小口資金貸付 
⑨広報誌発行 
⑩災害救援事業 
⑪共同募金 
⑫外出支援サービス 
⑬日本赤十字事業 
⑭介護保険事業 
⑮在宅福祉アドバイザー事業 
⑯寝具洗濯乾燥消毒サービス 
⑰生きがい対応型デイサービス 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
＊ 肝属東部社会福祉協議会合併協議会  高山町前田 3,697番地（高山町町民集会所内）  
 
 

現       況 
構成員数 内之浦町 高山町 

３ 名 

 
 
専任 １名 

 
事務局長  （兼任） 
専任 １名 
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社会福祉協議会に関する法令 

 
○社会福祉法（昭和２６年３月２９日 法律第４５号） 

（市町村社会福祉協議会及び地区社会福祉協議会） 

第１０９条 市町村社会福祉協議会は，１又は同一都道府県内の２以上の市町村の区域内に

おいて次に掲げる事業を行うことにより地域福祉の推進を図ることを目的とする団体であ

つて，その区域内における社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する

活動を行う者が参加し，かつ，指定都市にあつてはその区域内における地区社会福祉協議

会の過半数及び社会福祉事業又は更生保護事業を経営する者の過半数が，指定都市以外の

市及び町村にあつてはその区域内における社会福祉事業又は更生保護事業を経営する者の

過半数が参加するものとする。 

１ 社会福祉を目的とする事業の企画及び実施 

２ 社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助 

３ 社会福祉を目的とする事業に関する調査，普及，宣伝，連絡，調整及び助成 

４ 前３号に掲げる事業のほか，社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために必 

要な事業 

 

○合併特例法 

第１６条第８項 合併関係市町村の区域内の公共的団体は，市町村の合併に際しては，合併 

市町村の一体性の速やかな確立に資するため，その統合整備を図るように努めなければな 

らない｡  

 

 

 

 

先 進 事 例 

 

吉松町・栗野町 

１．社会福祉協議会については、それぞれの事情を尊重しながら合併時に統合できる

よう、調整に努める。 

２．新町は社会福祉協議会と協力し、住民が安心して暮らせるよう地域福祉の充実に

努める。 
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肝属合併協議会の調整内容 
協定項目 35．病院の取扱い 関係項目  

調整方針 
 
内之浦町立病院については，現行のとおり新町に引き継ぐ｡ 
 

 
現       況 

項  目 内之浦町 高山町 
具体的調整内容 

設置 
国民健康保険の被保険者及び町民の健康保持

に必要な医療を提供するため，病院事業を設置

する｡ 
設置なし 

名称・設置場所 内之浦町立病院 
内之浦町北方 1953番地 

 

設置年月 昭和 35年 11月  

設置者 内之浦町長  

面積 敷地面積 7，685㎡  延床面積 2，371.3㎡  

構造 鉄筋コンクリート２階  

診療科目 内科・外科  

病床数 一般病床 40床  

診療日・診療時間 

月曜日から金曜日まで（祝日及び年末年始は

除く）の午前 8時 30分から午後 5時まで。 
ただし，急患その他やむを得ない事情がある

と認めたときは，この限りでない｡ 

 

診療内容 

（1）健康相談及び健康診断 
（2）療養の指導及び相談 
（3）診察 
（4）薬剤又は治療材料の授与及び支給 
（5）処置，手術及びその他の治療 
（6）病院への収容 
（7）給食，看護及び移送 

 

職員数 
（定数３２人） 

医師３人・理学療法士１人・検査技師１人 
管理栄養士１人・放射線技師１人・薬剤師１人 
看護師８人・准看護師１６人・看護助手６人 
事務５人・調理師５人・その他２人 
（職員数２９人，臨時職員２１人，合計５０人） 

 

基金積立金 25，000千円（減債積立金）  

収支決算の状況 別紙（平成 14年度）  

一般会計繰入金 78，029千円（平成 16年度・別添明細）  

運営審議会 ・定数 ７人 ・任期 ２年 （年２回開催）  

 
病院の取扱い

については，現行

のとおり新町に

引き継ぐ｡ 

 



款 項 目 節 備考

入院収益

外来収益

その他医業収益

預金利息

他会計補助金

患者外給食収益

その他医業収益

款 項 目 節 備考

給　　料

手　　当

賃　　金

報　　酬

法定福利費

薬　品　費

診療材料費

給食材料費

医療消耗備品費

福利厚生費

報　償　費　

旅費交通費

職員被服費

消耗品費

消耗備品費

光熱水費

燃　料　費

食　料　費

印刷製本費

修　繕　費

保　険　料

賃　借　料

通信運搬費

委　託　料

諸　会　費

交　際　費

雑　　費

794,695
349,830
197,918

9,608,027
1,024,841
18,250,727

75,152
609,420
3,657,699
789,792

6,892,611

1,098,615

217,499

11,026,715
0

591,803
2,749,315

材　料　費

71,139,510

26,395,343
5,782,436

3,470,040

37,863,116

経　  　費

60,658,276

352,192

93,262,307

460,033,225

649,920

給　与　費

291,818,614

40,591,439

そ   の  他
医業外収益 1,121,600

477,805,691

患　者　外
給食収益

病院事業
費用

480,738,031

そ   の   他
医 業 収 益

31,200

13,103,320

54,345,256

医業費用

受 取 利 息
配   当   金

103,588,412

外 来 収 益

金額
（単位：円）

164,237,386

53,507
他　会　計
補　助　金

収　益　費　用　明　細　書（平成14年度）
収　益　の　部

病院事業
収益

477,805,691

医業収益

422,809,664

54,996,027

53,171,000

入 院 収 益

費　用　の　部

金額
（単位：円）

収　　　益　　　合　　　計

医業外収益

245,468,958
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款 項 目 節 備考

図　書　費

  旅　   　費　

研究雑費

企業債利息

その他雑損失

給食材料費

0

12,678,526

18,796,224

203,247

185,673

費　　　用　　　合　　　計

医業外費用
患者外

給食材料費

20,704,806

支払利息
及び企業債
取扱諸費

20,076,842
20,076,842

雑損失

一時借入金
利   　 息

病院事業
費       用

480,738,031

332,520

0

4,000,000
0

627,964

0

0

627,964

費　用　の　部

金額
36,416,825

医業費用

減価償却費

31,863,670
建　 　　　物
減価償却費

器 械 備 品
減価償却費

99,113

99,113

4,454,042
121,522

0

資産減耗費

構   築   物
減価償却費

補償補填
及び

賠　償　金

車       　輛
減価償却費

補償補填及び
賠  償  金

た   な   卸
資産減耗費

固 定 資 産
除   却   費

研究研修費
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（単位：円）

（１） 245,468,958

（２） 164,237,386

（３） 13,103,320 422,809,664

（１） 291,818,614

（２） 71,139,510

（３） 60,658,276

（４） 31,863,670

（５） 99,113

（６） 4,454,042

（７）

460,033,225 37,223,561

（１） 53,507

（２） 53,171,000

（３） 649,920

（４） 1,121,600 54,996,027

（１）

（２） 627,964

（３） 0 20,704,806 34,291,221

2,932,340

（１） 0 0

（１）

0 0

0

2,932,340

92,814,926 92,814,926

89,882,586

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

　　損　　　益　　　計　　　算　　　書　　
（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで）

１．医療収益

２．医療費用

６．特別損益

過年度損益修正損
特別利益

当年度純損益

0

20,076,842

３．医業外収益

４．医業外費用

５．特別利益

雑損失

過年度損益修正益

支払利息及び企業債取
扱諸費

患者外給食収益

その他医業外収益

患者外給食材料費

研究研修費

受取利息配当金

他会計補助金

材料費

経費

減価償却費

資産減耗費

補償補填及び賠償金医
業損失

入院収益

外来収益

その他医業収益

給与費
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１．固定資産
（１）

イ 土地 69,301,703 69,301,703
ロ 建物 571,599,082

170,313,092 401,285,990
ハ 器械備品 211,622,712

152,306,980 59,315,732
ニ 構築物 4,799,596

4,055,882 743,714
ホ 車輌 2,229,150

1,802,988 426,162
531,073,301

（２）
イ 電話加入権 50,000

50,000
（３）

イ 有価証券 0
0

531,123,301

２．流動資産
（１） 189,268,892
（２） 136,457,987
（３） 7,083,253

332,810,132

863,933,433

３．流動負債
（１） 13,910,104
（２） 0

13,910,104

４．資本金
（１）

イ 固有資本金 29,962,963
ロ 繰入資本金 213,087,000

（２）
イ 企業債 367,176,881

610,226,844

５．剰余金
（１）

イ 国県補助金 124,913,899
124,913,899

（２）
イ 減債積立金 25,000,000
ロ 当年度未処分利益剰余金 89,882,586

114,882,586
239,796,485
850,023,329

863,933,433

資　　　　　本　　　　　合　　　　　　計
剰 余 金 合 計

負　　債　　資　　本　　金　　合　　計

利益剰余金
資本剰余金合計

利益剰余金合計

資 本 金 合 計

　　　貸　　　借　　　対　　　照　　　表　　　
（平成１５年３月３１日現在）

資本剰余金

資　　　　　産　　　　　合　　　　　　計

流 動 資 産 合 計

　　　　資　　　　本　　　　の　　　　部　　　　

自己資本金

借入資本金

　　　　負　　　　債　　　　の　　　　部　　　　

未払金
一時借入金

未収金
貯蔵品
流 動 資 産 合 計

　　　　資　　　　産　　　　の　　　　部　　　　

投資

投資合計
固 定 資 産 合 計

現金預金

減価償却累計額
有形固定資産合計

無形固定資産

無形固定資産合計

有形固定資産

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額
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剰余金の推移

平成元年度 平成2年度 平成3年度 平成4年度 平成5年度 平成6年度 平成7年度 平成8年度 平成9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度

実質収支 10,064,556 827,963 △ 45,295,328 △ 42,998,737 △ 97,489,205 18,574,769 51,025,573 39,729,848 51,058,906 59,387,657 △ 537,409 40,445,094 64,654,661 △ 2,932,340
年度末剰余金△ 21,568,866 △ 20,740,903 △ 66,036,231 △ 109,034,968 △ 206,524,173 △ 187,949,404 △ 136,923,831 △ 97,193,983 △ 46,135,077 13,252,580 12,015,171 52,460,265 92,814,926 89,882,586

年度別1日当り平均患者数

平成元年度 平成2年度 平成3年度 平成4年度 平成5年度 平成6年度 平成7年度 平成8年度 平成9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度

入院平均患者数 30.9 37.5 38.1 34.7 25.9 30.9 32.4 32.2 33.4 38.9 37.1 36.0 38.3 34.1 36.1
外来平均患者数 86.5 86.0 87.8 85.7 77.6 83.7 103.1 122.2 131.6 160.9 172.1 171.5 173.4 163.0 151.4

年度別患者一人1日当り収入

平成元年度 平成2年度 平成3年度 平成4年度 平成5年度 平成6年度 平成7年度 平成8年度 平成9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度

入院一人当収入 14,115 13,753 13,325 14,039 13,717 12,766 17,772 17,708 18,267 19,149 18,461 19,212 19,441 19,742
外来一人当収入 6,901 6,867 6,772 6,989 7,430 7,691 9,085 8,432 6,663 4,644 4,773 4,783 4,869 4,113

剰余金の推移

-220
-210
-200
-190
-180
-170
-160
-150
-140
-130
-120
-110
-100
-90
-80
-70
-60
-50
-40
-30
-20
-10
0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100 百

万

実質収支 10,064,556 827,963 △ 45,295,328 △ 42,998,737 △ 97,489,205 18,574,769 51,025,573 39,729,848 51,058,906 59,387,657 △ 537,409 40,445,094 64,654,661 △ 2,932,340

年度末剰余金 △ 21,568,866 △ 20,740,903 △ 66,036,231 △ 109,034,968 △ 206,524,173 △ 187,949,404 △ 136,923,831 △ 97,193,983 △ 46,135,077 13,252,580 12,015,171 52,460,265 92,814,926 89,882,586

平成元年度 平成2年度 平成3年度 平成4年度 平成5年度 平成6年度 平成7年度 平成8年度 平成9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度

年度別１日当り平均患者数

2025
3035
4045
5055
6065
7075
8085
9095
100105
110115
120125
130135
140145
150155
160165
170175
180 人

入院平均患者数 30.9 37.5 38.1 34.7 25.9 30.9 32.4 32.2 33.4 38.9 37.1 36.0 38.3 34.1 36.1

外来平均患者数 86.5 86.0 87.8 85.7 77.6 83.7 103.1 122.2 131.6 160.9 172.1 171.5 173.4 163.0 151.4 

平成元年度 平成2年度 平成3年度 平成4年度 平成5年度 平成6年度 平成7年度 平成8年度 平成9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度
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（４０床）

１０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度

４月 1,129 1,156 1,148 1,168 1,166 1,128 3,078 3,693 3,302 3,525 3,723 3,195

５月 1,102 1,163 1,114 1,246 1,179 1,055 2,968 3,186 3,503 3,562 3,742 3,135

６月 1,179 1,126 969 1,149 974 1,007 3,223 3,628 3,721 3,648 3,477 3,098

７月 1,214 1,184 1,099 1,244 1,009 1,105 3,366 3,803 3,418 3,704 3,684 3,409

８月 1,213 1,219 1,134 1,243 1,031 1,078 3,234 3,592 3,717 3,766 3,439 3,066

９月 1,162 1,111 883 1,131 962 1,062 3,260 3,534 3,546 3,343 3,322 3,186

１０月 1,215 1,048 1,044 978 900 1,103 3,366 3,562 3,814 3,813 3,518 3,435

１１月 1,151 1,004 1,078 1,136 922 1,091 3,201 3,483 3,616 3,572 2,965 2,748

１２月 1,206 1,122 1,192 1,158 1,009 1,191 3,013 3,276 3,435 3,415 2,945 2,978

１月 1,301 1,206 1,244 1,250 1,216 1,150 3,575 3,270 3,040 3,237 3,136 2,778

２月 1,117 1,147 1,051 1,142 1,009 1,116 3,329 3,398 3,234 3,407 2,960 2,921

３月 1,231 1,090 1,185 1,143 1,057 1,127 3,829 3,572 3,665 3,497 3,036 3,285

合計 14,220 13,576 13,141 13,988 12,434 13,213 39,442 41,997 42,011 42,489 39,947 37,234

前年比 116.6% 95.5% 96.8% 106.4% 88.9% 106.3% 122.3% 106.5% 100.0% 101.1% 94.0% 93.2%

１０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度

入院 38.9 37.1 36.0 38.3 34.1 36.1

病床利
用率

97.2% 92.7% 90.0% 95.8% 85.2% 90.3%

外来 160.9 172.1 171.5 173.4 163.0 151.4

１０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度

入院 19,149 18,461 19,212 19,441 19,742 18,638

外来 4,644 4,773 4,783 4,869 4,111 3,754

平成１６年３月３１日現在

（単位：円／人、日）

（単位：人／日）

（単位：人）

外来患者数（延）

患者数調べ

（４）年度別患者１人１日当たり収入

（１）病床数
（２）患者数

（３）年度別１日あたり平均患者数

入院患者数(延）
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（単位：千円）

前年度実績 当　年　度

　

（１） 企業債償還利子に要する経費 12,423 11,502

（２） へき地医療の確保に要する経費

（３） 結核病院の運営に要する経費

（４） 精神病院の運営に要する経費

（５） リハビリテーション医療に要する経費 8,698 8,814

（６） 周産期医療に要する経費

（７） 小児医療に要する経費

（８） 公立病院附属看護師養成所の運営に要する経費

（９） 救急医療の確保に要する経費 33,528 33,970

（１０） 公立病院附属診療所の運営に要する経費

（１１） 高度医療に要する経費

（１２） 保健衛生行政事務に要する経費

（１３） 経営基盤強化対策に要する経費

ア　不採算地区病院の運営に要する経費

イ　医師及び看護師等の研究研修に要する経費 2,580 2,580

ウ　病院事業の経営研修に要する経費

エ　保健・医療・福祉の共同研修に要する経費

オ　経営健全化対策に要する経費

カ　病院事業会計に係る追加費用の負担に要する経費

キ　広域的な連携等の推進に要する経費

（１４） 財政再建企業等

ア　財政再建及び準用再建のための繰入れに要する経費

ウ　地方公営企業職員に係る児童手当に要する経費

（１５） 災害復旧に要する経費

（１６） その他（具体的に）

・

・

・

小　　　　計 57,229 56,866

２．資本的収支へ繰入れるもの

(1) 建設改良に要する経費

(2) 企業債償還元金に要する経費 20,800 19,452

(3) 災害復旧に要する経費

(4) その他（具体的に）

・

・

小　　　　計 20,800 19,452

78,029 76,318

(注）１ 　複数の病院を有する事業にあっては、病院ごとに作成すること。１００床未満の病院にあっては、千円単位で記入すること。
2 　地方公営企業法及び地方公営企業繰出金通知に基づき、一般会計等から繰り入れるものにつては、それぞれの項目欄に、
これらに基づかないものについては、「その他」の欄に積算根拠を明確にして記入すること。

地方公営企業繰出金通知等に基づく繰入状況

１．収益的収支へ繰入れるもの

合　　　　計　　　（１＋２）

年　　　　度

　　　項　　　　目

イ　地方公営企業職員に係る基礎年金拠出金に係る公的負担に要する経費

- 31 -



- 32 - 

病院の取扱いに関する関係法令 

【医療法】 

第１条 この法律は，病院，診療所及び助産所の開設及び管理に関し必要な事項並び

にこれらの施設の整備を推進するために必要な事項を定めること等により，医療を

提供する体制の確保を図り，もつて国民の健康の保持に寄与することを目的とする。 

第１条の２ 医療は，生命の尊重と個人の尊厳の保持を旨とし，医師，歯科医師，薬

剤師，看護師その他の医療の担い手と医療を受ける者との信頼関係に基づき，及び

医療を受ける者の心身の状況に応じて行われるとともに，その内容は，単に治療の

みならず，疾病の予防のための措置及びリハビリテーションを含む良質かつ適切な

ものでなければならない。 

２ 医療は，国民自らの健康の保持のための努力を基礎として，病院，診療所，介護

老人保健施設その他の医療を提供する施設（以下「医療提供施設」という。），医

療を受ける者の居宅等において，医療提供施設の機能に応じ効率的に提供されなけ

ればならない。 

第１条の３ 国及び地方公共団体は，前条に規定する理念に基づき，国民に対し良質

かつ適切な医療を効率的に提供する体制が確保されるよう努めなければならい。 

第１条の４ 医師，歯科医師，薬剤師，看護師その他の医療の担い手は，第１条の２

に規定する理念に基づき，医療を受ける者に対し，良質かつ適切な医療を行うよう

努めなければならない。 

２ 医師，歯科医師，薬剤師，看護師その他の医療の担い手は，医療を提供するに当

たり，適切な説明を行い，医療を受ける者の理解を得るよう努めなければならない。 

３ 医療提供施設において診療に従事する医師及び歯科医師は，医療提供施設相互間

の機能の分担及び業務の連係に資するため，必要に応じ，医療を受ける者を他の医

療提供施設に紹介し，その診療に必要な限度において医療を受ける者の診療又は調

剤に関する情報を他の医療提供施設において診療又は調剤に従事する医師若しく

は歯科医師又は薬剤師に提供し，及びその他必要な措置を講ずるよう努めなければ

ならない。 

第３０条の５ 国及び地方公共団体は，医療計画の達成を推進するため，病院又は診

療所の不足している地域における病院又は診療所の整備その他必要な措置を講ず

るように努めるものとする。 

２ 国は，前項に定めるもののほか，都道府県の区域を超えた広域的な見地から必要

とされる医療を提供する体制の整備に努めるものとする。 
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【国民健康保険法】 

第８２条 保険者は，健康教育，健康相談，健康診査その他の被保険者の健康の保持

増進のために必要な事業を行うように努めなければならない。 

２ 保険者は，被保険者の療養のために必要な用具の貸付けその他の被保険者の療養

環境の向上のために必要な事業，保険給付のために必要な事業，被保険者の療養又

は出産のための費用に係る資金の貸付けその他の必要な事業を行うことができる。 

３ 組合は，前２項の事業に支障がない場合に限り，被保険者でない者に当該事業を

利用させることができる。 

 

【地方公営企業法】 

第２条 この法律は，地方公共団体の経営する企業のうち次に掲げる事業（これらに

附帯する事業を含む。以下「地方公営企業」という。）に適用する。 

(1) 水道事業（簡易水道事業を除く。） 

(2) 工業用水道事業 

(3) 軌道事業 

(4) 自動車運送事業 

(5) 鉄道事業 

(6) 電気事業 

(7) ガス事業 

２ 前項に定める場合を除くほか，次条から第六条まで，第１７条から第３５条まで，

第４０条から第４１条まで並びに附則第２項及び第３項の規定（以下「財務規定等」

という。）は，地方公共団体の経営する企業のうち病院事業に適用する。 

３ 前２項に定める場合のほか，地方公共団体は，政令で定める基準に従い，条例（地

方自治法 （昭和２２年法律第６７号）第２８４条第１項の一部事務組合（以 

下「一部事務組合」という。）又は広域連合（以下「広域連合」という。）にあつ

ては，規約）で定めるところにより，その経営する企業に，この法律の規定の全部

又は一部を適用することができる。 

（経営の基本原則） 

第３条 地方公営企業は，常に企業の経済性を発揮するとともに，その本来の目的で

ある公共の福祉を増進するように運営されなければならない。 

（地方公営企業の設置） 

第４条 地方公共団体は，地方公営企業の設置及びその経営の基本に関する事項は，

条例で定めなければならない。 

（地方公営企業に関する法令等の制定及び施行） 

第５条 地方公営企業に関する法令並びに条例，規則及びその他の規程は，すべて第

３条に規定する基本原則に合致するものでなければならない。 

（国の配慮） 

第５条の２ 国の行政機関の長は,地方公営企業の業務に関する処分その他の事務の
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執行にあたつては,すみやかに適切な措置を講ずる等地方公営企業の健全な運営が

図られるように配慮するものとする。 

（地方自治法 等の特例） 

第６条 この法律は，地方公営企業の経営に関して，地方自治法 並びに地方財政法

（昭和２３年法律第１０９号）及び地方公務員法 （昭和２５年法律第２６１号）

に対する特例を定めるものとする。 

（経費の負担の原則） 

第１７条の２ 次に掲げる地方公営企業の経費で政令で定めるものは，地方公共団体

の一般会計又は他の特別会計において，出資，長期の貸付け，負担金の支出その他

の方法により負担するものとする。 

(1) その性質上当該地方公営企業の経営に伴う収入をもつて充てることが適当でな

い経費 

(2) 当該地方公営企業の性質上能率的な経営を行なつてもなおその経営に伴う収入

のみをもつて充てることが客観的に困難であると認められる経費 

２ 地方公営企業の特別会計においては，その経費は，前項の規定により地方公共団

体の一般会計又は他の特別会計において負担するものを除き，当該地方公営企業の

経営に伴う収入をもつて充てなければならない。 

 

 

 

 

先進事例  

  

協議会名 内          容 

日   置 
日吉町立病院については、新市へ移行後も当分の間、現行とおりとし、

随時調整する。 

薩摩東部地区 

薩摩町立診療所については、新町に引き継ぐものとする。  

また、薩摩町立診療所運営基金については、すべて新町に引き継ぐも

のとする。 

南隅地域 

３町の町立診療所については、新町に引き継ぐ。 

なお、各診療所の診療科目及び診療業務の内容については、合併時ま

でに調整する。 
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肝属合併協議会の調整内容 
協定項目 35．老人ホームの取扱い 関係項目  

調整方針 
 
養護老人ホーム（国見園）については，現行のとおり新町に引き継ぐ｡ 
 

 
現       況 

項  目 高山町 内之浦町 
具体的調整内容 

設置 
老人福祉法（昭和 38年法律第 133号）第 15条 
第 3項の規定に基づき，養護老人ホームを設置
する｡ 

設置なし 

名称・設置場所 高山町立養護老人ホーム 国見園 
高山町新富 4585番地 2 

 

経営主体 高山町  

設置年月日 昭和 39年 4月１日  

面積 敷地面積 9188.25㎡ 
延床面積 2069.85㎡（ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 399.11㎡） 

 

構造 鉄筋コンクリート造 ２階建 
（平成４年６月改築） 

 

定員 50人  

設備・備品 

１人部屋 6室 ・ 2人部屋 22室 
ショートステイ 4室 8床 
デイサービスセンター（社会福祉協議会） 
ゲートボール場 2面 ・ 公用車 2台 

 

職員数 
（定数 13人） 

（常勤）園長 1人・指導員 1人・栄養士 1人 
看護師 1人・寮母 6人 
（非常勤）寮母 1人・調理員 6人 
介助員 5人・嘱託医 1人     計 23人 

 

収支決算の状況 別紙  

老人ホームの

取扱いについて

は，現行のとおり

新町に引き継ぐ｡ 
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１ 歳入歳出決算の状況（平成 14年度） 
【歳入】                                単位：円 

科 目 決算額 備    考 

事務費 124,004,298 町外分 86,740,606 
町内分 37,263,692 

事業費 43,261,713 町外分  30,130,898 
町内分  13,130,815 

国県補助金 29,347,000 国 19,565,000 ・県 9,782,000 
利用者負担金 149,820 ショートステイ 
一般財源 6,117,170  
合 計 202,880,001  

 
【歳出】                               単位：円 

総 務 費 事 業 費 
科 目 決算額 科 目 決算額 
報 酬 600,000 報償費 70,000 
給 料 58,633,200 旅 費 157,680 
職員手当等 28,556,656 需用費 24,890,498 
共済費 16,386,868 役務費 32,410 
賃 金 8,960,135 委託料 7,325,036 
旅 費 130,110 使用料及び賃借料 276,200 
需用費 2,009,474 備品購入費 351,750 
役務費 390,346 扶助費 1,778,001 
委託料 2,701,377   

使用料及び賃借料 97,860   
工事請負費 49,350,000   
原材料費 39,400   

負担金及び交付金 143,000   
小 計 167,998,426 小 計 34,881,575 

歳出合計 202,880,001 
 
２ 入所者の状況 
（1）入所者数の推移                 平成１６年５月１０日現在 
年度 Ｈ12年度 Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度 うち男 うち女 
高山町 23 20 21 22 27 8 19 
町 外 27 30 29 28 21 7 14 
計 50 50 50 50 48 15 33 

 
（2）年齢階層状況 

区分 60～ 
64歳 

65～ 
69歳 

70～ 
74歳 

75～ 
79歳 

80～ 
84歳 

85～ 
89歳 

90～ 
94歳 

95歳 
以上 計 

男 1 1 2 7 0 3 1 0 15 
女 1 0 1 6 8 11 4 2 33 
計 2 1 3 13 8 14 5 2 48 
割合 4.2 2.1 6.2 27.1 16.6 29.2 10.4 4.2 100％ 
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老人ホームの取扱いに関する関係法令 

【老人福祉法】 

（目的） 

第１条 この法律は，老人の福祉に関する原理を明らかにするとともに，老人に対し，

その心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な措置を講じ，もって老人の福

祉を図ることを目的とする。 

（基本的理念） 

第２条  老人は，多年にわたり社会の進展に寄与してきた者として，かつ，豊富な

知識と経験を有する者として敬愛されるとともに，生きがいを持てる健全で安らかな

生活を保障されるものとする｡ 

（老人ホームへの入所等） 

第1１条 市町村は，必要に応じて，次の措置を採らなければならない｡ 

 １ ６５歳以上の者であって，身体上若しくは精神上又は環境上の理由及び経済的

理由（政令で定めるものに限る｡）により居宅において養護を受けることが困難

なものを当該市町村の設置する養護老人ホームに入所させ，又は当該市町村以外

の者の設置する養護老人ホームに入所を委託すること｡ 

 ２ 6５歳以上の者であって，身体上又は精神上著しい障害があるために常時の介

護を必要とし，かつ，居宅においてこれを受けることが困難なものが，やむを得

ない事由により介護保険法に規定する介護老人福祉施設に入所することが著し

く困難であると認めるときは，その者を当該市町村の設置する特別養護老人ホー

ムに入所させ，又は当該市町村以外の者の設置する特別養護老人ホームに入所を

委託すること｡ 

 ３ 6５歳以上の者であって，養護者がないか，又は養護者があってもこれに養護

させることが不適当であると認められるものの養護を養護受託者（老人を自己の

下に預って養護することを希望する者であって，市町村が適当と認めるものをい

う。以下同じ。）のうち政令で定めるものに委託すること｡ 

 



 

協議第 41 号【協定項目 36】  
 

 

ごみ収集運搬業務事業について 

 

 

 

 ごみ収集運搬業務事業について，次のとおり提案する。 

 

 

 

 ごみ収集関係事業の取扱いについては、これまでの取り組みを踏まえ、ごみ減量化に対

する意識の低下にならないよう、次のとおり調整する。 

 １．ごみ資源化、家庭ごみの収集全般については、当分の間、現行のとおりとし、新

町に移行後３年以内を目処に統一する。 

 ２．一般廃棄物最終処分場管理については、現行のとおり新町に引き継ぐ。 

 ３．廃棄物処理計画については、新町において新たに策定する。 

 

 

 

 

 

  平成１６年６月２３日提出 

 

 

肝 属 合 併 協 議 会           

会長  倉岡 哲哉 
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協定項目 関係項目

調整方針

具体的調整内容

肝属合併協議会の調整内容

【収集回数】
　びん類：月１回
　紙　類：月１回
　プラスチック類：月１回
　缶　類：週１回

【収集回数】
  びん類   ：月１回
  紙  類    ：月２回
  プラスチック類：月２回
  缶　類：月２回

　３６．ごみ収集運搬業務事業

【ステーション】
　資源ごみステーション　　６０箇所

高山町

【概要】
　容器包装リサイクル法に基づき、容器
包装のリサイクル化を図り、ごみの減量
化を図っていくものである。

同左

   ごみ収集関係事業の取扱いについては、これまでの取り組みを踏まえ、ごみ減量化に対する意
識の低下にならないよう、次のとおり調整する。
１．ごみ資源化、家庭ごみの収集全般については、当分の間、現行のとおりとし、新町に移行後
  ３年以内を目処に統一する。
２．一般廃棄物最終処分場管理については、現行のとおり新町に引き継ぐ。
３．廃棄物処理計画については、新町において新たに策定する。

【収集体制】
　びん類：委託
　紙　類：委託
　プラスチック類：委託
　缶　類：委託

【収集体制】
　びん類：直営
　紙　類：委託
　プラスチック類：委託
　缶　類：直営

その他は「ごみの収集運搬」に準ずる。 その他は「ごみの収集運搬」に準ずる。

【分別品目】
１　ガラスびん４種
　（無色透明、茶色、その他の色、生きびん）

２　紙類５種
　（段ボール、新聞･チラシ、雑古紙、紙箱・
　　包装紙、飲料用紙パック）

３　プラスチック類３種
　（ペットボトル、白色発泡トレー、その他プ
　　ラスチック）

４　缶類２種
　（アルミ、スチール缶)(不燃物で収集）

両町とも同様の方法で分
別しており、現行どおりと
する。

内之浦町

【ステーション】
　資源ごみステーション　　１０８箇所

【ステーションでの出し方】
　びん類　　　　 　　コンテナ
　紙類　　　　　  　　コンテナはない
　プラスチック類　　ネットコンテナ
　缶類　　　　　　　　指定袋

１．
（１）ごみ
      資源化

協議項目
現　　　況

同左

同左
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高山町の例による。

高山町の例による。

２．
一般廃棄物最
終処分場管理

現行のとおり、新町に引
継ぐ。

【概要】
　内之浦町岸良船木に一般廃棄物最終
処分場を設置している。

一般家庭から排出される瓦、コンクリート
破片、ブロック、陶磁器類のみを受け入
れている。

【概要】
　高山町後田に一般廃棄物最終処分場
を設置している。
　
一般家庭から排出される瓦、コンクリート
殻、ブロック等を埋め立て処分している。

（２）ごみの
      収集運搬

協議項目
現　　　況

【収集体制】
　可燃ごみ：直営（一部委託）
　不燃ごみ：直営（一部委託）

【ステーション】
可燃ごみ２３２箇所、不燃ごみ２２０箇所

（状況：Ｈ１６．４．１現在）

【ステーション】
可燃ごみ・不燃ごみ１５５箇所

内之浦町

【収集回数】
　可燃ごみ　　　　週1～2回
　不燃ごみ　　　　週１回

【収集人員】
　各車両2～３名

【収集人員】
　各車両３名

【指定ごみ袋】
　可燃袋　　１３５　円／１袋（１０枚入）
　不燃袋　　１５５　円／１袋（１０枚入）
　資源袋　　１３５　円／１袋（１０枚入）

同左

【収集体制】
　可燃ごみ：委託
　不燃ごみ：委託

【対象人員】
　5、488世帯　14、701人

（状況：Ｈ１６．４．１現在）

高山町
具体的調整内容

現行どおりとし、肝属地
区一般廃棄物処理組合
の新焼却炉稼動までに調
整する。

【生ごみ処理補助】

　　　実施していない

【生ごみ処理補助】

　コンポスト
　補助率　１／２
　補助限度額　　３、０００円

【使用料・手数料】

　　実施していない

【使用料・手数料】

　事業所の一般廃棄物の肝属東部清掃セン
ターへの持ち込みのみ有料
　軽自動車　　　　１００円
　２トン車まで　　　２６０円
　２トン以上　　　　５２０円

【収集車】
　可燃ごみ：町所有パッカ－車
　不燃ごみ：町所有パッカー車

【収集車】
　可燃ごみ：町所有パッカー車
　不燃ごみ：町所有ダンプ

【収集回数】
　可燃ごみ　週2回
　不燃ごみ　月2回

【対象人員】
　　2、181世帯　4、806人
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３．
廃棄物処理
計画

現在の廃棄物処理計画
を廃止し、合併後に住民
サービスに配慮しながら
新たな計画を策定する｡

高山町
具体的調整内容協議項目

現　　　況

内之浦町

【概要】
　
廃棄物の処理及び清掃に関する法律第
6条１項に基づき、市町村は区域内の一
般廃棄物の処理に関する基本的な事項
について定める基本計画と基本計画の
実施のために必要な実施計画を策定し、
告示しなければならない。

【計画】
1　広域による一部事務組合で策定して
いる一般廃棄物（ごみ）処理基本計画
2　内之浦町一般廃棄物処理計画
3　容器包装廃棄物に係わる分別収集計
画
4　内之浦町生活排水処理基本計画

【概要】
　
　
　　　　　　　　　　　　同左

【計画】
1　高山町一般廃棄物（ごみ）処理基本
計画
2　高山町一般廃棄物処理実施計画
3　容器包装廃棄物に係わる分別収集計
画
4　高山町生活排水処理基本計画
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資料１ 

 

容器包装リサイクル 

● 容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成７．６．１６法律１１２） 

 （目的） 

第１条  この法律は，容器包装廃棄物の分別収集及びこれにより得られた分別基準 

適合物の再商品化を促進するための措置を講ずること等により，一般廃棄物の原 

料及び再生資源の十分な利用等を通じて，廃棄物の適正な処理及び資源の有効な 

確保を図り，もって生活環境の保全及び国民経済の健全な発展に寄与することを 

目的とする。 

（市町村分別収集計画） 

第８条 市町村は，容器包装廃棄物の分別収集をしようとするときは，環境省令で 

定めるところにより，３年ごとに，５年を１期とする当該市町村の区域内の容器 

包装廃棄物の分別収集に関する計画を定めなければならない。 

 

 

 

● 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５．１２．２５法律１３７） 

  （目的） 

  第１条 この法律は廃棄物の排出を抑制し，及び廃棄物の適正な分別，保管，収集， 

運搬，再生，処分等の処理をし，並びに生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図る 

ことを目的とする。 

（一般廃棄物処理計画） 

第６条 市町村は，当該市町村の区域内の一般廃棄物の処理に関する計画を定めな 

ければならない。 

 

 

● 廃棄物処理計画（例：内之浦町） 

  
一般廃棄物（ごみ）広域処理計画基本構想 

 第５章 ごみ処理計画 

第１節 ごみ処理計画の基本方針 

肝属地区の関係市町において，容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する 

法律（以下「容器包装リサイクル法」という）第８条に基づいて，一般廃棄物（ごみ）の 

大半を占める容器包装廃棄物を分別収集し，ごみの最終処分量の削減を図る目的で，住民 

・事業者・行政それぞれ役割を明確にし，具体的な推進方策を明らかにするとともに，関 

係者が一体となって取り組むべき方針を示した「分別収集計画」を策定し，容器包装廃棄 

物の分別収集を段階的に実施もしくは実施予定である。 

今後は，「容器包装リサイクル法」の完全施行や，「家電リサイクル法」の施行に伴い 

分別項目の見直しが必要になってきている。 

本章では，上記のことを踏まえ，肝属におけるごみ処理の基本方針を以下の用に定める。

  ごみの衛生処理を促進するとともに，減量及び減容化を図ることを基本課題とし，その 

ために中間処理施設として減容効果が大きく期待できる可燃ごみについては，焼却処理 

とし，併せて住民，事業者，行政との協力，交流の中に資源ごみの回収を含めたごみの減 

量化を実現していくとともに，可燃ごみ，不燃ごみ，粗大ごみ及び資源ごみの分別排出の 

徹底や，コンポスト容器の普及に努めるものとする。 

  また，これらを実現し，ごみ処理行政を円滑に運営するために収集・運搬の合理化，中 

間処理施設の検討，最終処分場の確保，運営上での環境保全，地域との調和を図っていく。

 

以下省略 
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平成１６年度内之浦町一般廃棄物処理実施計画 

                     
                    平成１６年４月 
                    内之浦町住民課 

１、策定の意義及び目的 
 近年、経済活動の拡大により､住民生活の営みが豊かになる一方で､環境に必要以上の負

荷を与えた結果､地球温暖化など地球規模で環境問題が深刻化している。 
また、廃棄物に関しては､排出量の増大や質の多様化をもたらし、更にごみの焼却に伴う

ダイオキシン類の発生、最終処分場の確保難、不法投棄の増大など様々な問題が指摘され

ている。 
これらの問題を解決するためには､従来の大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会のあり

方やライフスタイルを見直し､環境への負荷ができる限り低減される循環型社会の実現を

図る必要がある。 
肝属地区一般廃棄物処理組合で平成１３年３月に作成された一般廃棄物処理基本計画に

基づき、本町における廃棄物を適正に処理し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図る

ために、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則第１条の３により、平成１６年度一

般廃棄物処理実施計画を策定する。 
 

2、基本的な考え方 
 循環型社会の形成を構築するため、年々増加する廃棄物に対する住民意識の高揚を図り、

廃棄物の排出を抑制し、廃棄物となったものについては､不適正処理防止、その他環境への

負荷の低減に配慮しつつ再利用､資源化による再生利用など循環的利用を行い､実行ある廃

棄物・リサイクル対策を計画的に推進することとし、以下に掲げる基本的な考え方に基づ

き、国、県、事業者及び住民の協力のもと、施策を計画的に推進する。 
 尚､１５～１６年度､鹿児島県緊急地域雇用創出特別基金事業として「不法投棄廃棄物対

策事業」を実施し､「ごみマップ」の作成を行い､その撤去を進め環境美化に努める。 
 
〇排出抑制、減量化、資源リサイクルの推進 
 容器包装廃棄物や特定家庭用機器廃棄物などリサイクル法対象物の再商品化を促進する

とともに、町民自ら大量消費・大量廃棄型のライフスタイルを見直し、環境に対する負荷

の低減を図るよう住民に対する普及啓発に努める。 
リサイクルについては､容器包装リサイクル法対象品目のスチール缶、アルミ缶、段ボー

ル、無色ガラス、茶色ガラス、その他ガラス、ペットボトル、その他プラスチック、白色

トレー、飲料用紙パック、紙箱･包装紙等の分別収集に加え、新聞・チラシ、雑古紙の分別

収集を実施している。 
２市９町で造る肝属地区一般廃棄物処理組合で現在、焼却施設建設計画を検討中であるが、

最終処分場の確保の困難等を考慮し､ごみの排出抑制ため、生ごみについては各町堆肥化な

ど資源化等による処理方法とすることを基本計画としている。 
現在、内之浦町では家畜ふん尿の処理と堆肥の有効利用を図るため、堆肥化処理施設の 
建設を進めている。 
これに合せ、資源の有効利用の観点からも家庭から排出される生ごみを堆肥センターで堆

肥化処理できるように努め、資源循環型社会を推進する。（生ごみは堆肥センター稼動に

合せ堆肥化を目指す） 
 
〇廃棄物の適正処理及び施設整備の推進  
 廃棄物の適正処理体制を確保するため､「肝属東部清掃組合」及び「肝属地区一般廃棄物

処理組合」の基本方針に基づき高度な焼却施設の整備を推進する。 
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〇普及啓発及び一般廃棄物処理施設に関する情報公開の推進 
 一般廃棄物処理施設の信頼性・安全性に対する地域住民の理解が得られるよう普及啓発

に努める。 
3、計画の期間  平成１６年４月１日 から 平成１７年３月３１日までとする。 
 

以下省略 
 
 
 

内之浦町分別収集計画 
                        平成１５年４月１日 

１ 計画策定の意義 
 
 快適でうるおいのある生活環境の創造のためには、大量生産、大量消費、大量廃棄に支

えられた社会経済・ライフスタイルを見直し、循環型の廃棄物処理を形成していく必要が

ある。そのためには、社会の構成する全ての主体がそれぞれの立場でその役割を認識し、

履行していくことが重要である。 
 廃棄物処理施設の確保は非常に困難で厳しい状況にある。 
本計画はこのような状況のなか、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する

法律（以下「容器包装リサイクル法」という）第 8 条に基づいて一般廃棄物の大宗を占め
る容器包装廃棄物を分別収集し、最終処分量の削減を図る目的で、町民・事業者・行政そ

れぞれの役割を明確にし、具体的な推進方策を明らかにするとともに、関係者が一体とな

って取り組むべき方針を示したものである。 
 本計画の推進により、循環型の廃棄物処理が具体化されるとともに、最終処分場を始め

とする廃棄物処理施設の延命化が図られるものである。 
 

２ 基本的方向 
 本計画を実施するに当たっての基本的方向を以下に示す。 
（１） 関係者が一体となった快適なまちづくり 
（２） ごみの排出抑制とリサイクルを基本とした循環型社会の構築 
（３） 廃棄物の適正処理を推進し、地域環境を保全 
（４） 町民・事業者・行政が一体となった排出抑制・資源化の促進 
（５） 容器包装廃棄物以外の資源化を促進 
 
３ 計画期間 
 本計画の計画期間は平成 1５年 4月を始期とする５か年間とし、3年ごとに改定する。 
 
４ 対象品目 
 本計画は容器包装廃棄物のうち、アルミ製容器、スチール製容器、無色ガラス、茶ガラ

ス、その他のガラス、飲料用紙製容器、段ボール、その他の紙製容器包装、ＰＥＴボトル、

その他のプラスチック製容器包装及びその他の資源物（新聞紙、雑古紙）を対象とする。 
 

                 以下省略 
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先進事例

協 議 会 名 内 容

日置

1　一般廃棄物処理計画については、新市において策定する。
2　一般廃棄物収集運搬業務委託については、新市の契約規則に則り決定する。
3　特定家庭用機器廃棄物収集運搬業務については、基本的には家電販売店の対応とす
る。
4　吹上町ごみステーション設置事業については、廃止する。
5　最終処分場については、新市に現状のまま引き継ぐ。なお、最終処分場からの浸出水の
水質検査については、継続して実施する。
6　　ごみの処理施設の整備については、現状のまま新市に引き継ぎ、利用方針については
検討する。
7　資源ごみの収集方法については、平成18年3月までにコンテナ収集に統一する。
8　　ごみの排出・分別の種類・運搬体制については、新市において統一する。
9　　ごみの分別指導員を新市においても設置する。
10　一般家庭用ごみ袋の販売については、新市においては、小売店等に販売委託を行う。
11　一般廃棄物の収集袋については、大と小の 2種類とし、大は25円、小は15円とする。

指宿地区４市町

○ごみ処理事業関係の取扱い
①ごみの収集体系
可燃ごみ、不燃ごみ、粗大ごみ及び資源ごみの収集については、当分の間は現行のとおりと
し、新市において策定する一般廃棄物処理基本計画に基づき調整する。生ごみの収集につ
いては、合併時に調整する。
②ごみの分別
ごみの分別については、当分の間は現行のとおりとし、新市において策定する一般廃棄物処
理基本計画及び市町村分別収集計画に基づき調整する。ただし、生ごみについては、合併
時に調整する。
③ごみの収集方法については、当分の間は現行のとおりとし、新市において調整する。
④指定ごみ袋については、当分の間は現行のとおりとし、新市において速やかに統一できる
よう調整に努めるものとする。なお、残存する旧市町のごみ袋についても、統一後も使用する
ことができるものとする。
⑤一般廃棄物処理業許可については、指宿市の制度を適用する。
⑥生ごみ処理機等購入補助については、指宿市の制度を適用する。

川薩地区

ごみ処理関係
（１）一般廃棄物処理計画は、合併時に新たに制度等を制定する。
（２）県外廃棄物搬出事業は、合併時に新たに制度等を制定する。
（３）川内市クリーンセンター内最終処分場、最終処分場(計画、設計、実施)及びごみ処理施
設の整備については、現行のまま新市に引き継ぐ。
（４）地元との連絡調整は、新市に移行後も当分の間現行のとおりとし、随時調整する。
（５）川内市クリーンセンター地域振興補助金は、新市に移行後も当分の間現行のとおりとし、
随時調整する。
（６）一般家庭用ごみ袋販売委託は、新市に移行後速やかに調整する。
（７）廃棄物処理手数料、ごみの収集方法等、ごみの資源化及び特定家庭用機器廃棄物収
集運搬手数料は、関係一部事務組合等の調整方針に基づき、調整するものとする。
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協議第 42 号【協定項目 37】  
 

 

環境対策事業について 

 

 

 

 環境対策事業について，次のとおり提案する。 

 

 

 

 環境対策事業の取扱いについては、これまでの取り組みを踏まえ、新町においても事業

の充実を図り、次のとおり調整する。 

 １．環境美化事業（クリーン作戦）については引き続き実施する。 

 ２．環境に関する苦情処理，その他諸制度は新町に引き継ぐ。 

 ３．合併処理浄化槽設置整備補助事業は高山町の例により統一する。 

 ４．公営墓地については現行どおりとし、新町に引き継ぐ。  

 

 

 

 

 

  平成１６年６月２３日提出 

 

 

肝 属 合 併 協 議 会           

会長  倉岡 哲哉 
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協定項目 関係項目

調整方針

１．
環境美化事業

２．苦情処理
【苦情処理件数】
　平成１５年度　10件
【主な苦情内容】
　不法投棄、悪臭等、現状を調査
し、発生源が判明すれば原因者に
改善、中止するよう指導。改善状況
の確認。

【苦情処理件数】
　平成１５年度　２２件
【主な苦情内容】
　不法投棄、悪臭、煤煙等、現状調
査し、発生源が判明すれば原因者
に改善、中止するよう指導。改善状
況を確認。

現行のとおりとする。

３７．環境対策事業

具体的調整内容

肝属合併協議会の調整内容

   現行のとおり、引続
き実施するが、担当部
署（内之浦町住民課：
衛生自治連絡協議
会、高山町建設課）に
ついては、合併までに
調整する。

内之浦町 高山町

　 環境対策事業の取扱いについては、これまでの取り組みを踏まえ、新町においても事業の充
実を図り、次のとおり調整する。
１．環境美化事業（クリーン作戦）については引き続き実施する。
２．環境に関する苦情処理、その他諸制度は新町に引き継ぐ。
３．合併処理浄化槽設置整備補助事業は高山町の例により統一する。
４．公営墓地については現行どおりとし、新町に引き継ぐ。

協議項目
現　　　況

【目的】
 　快適で明るく住みよい内之浦をつ
くるため､町民総ぐるみで国道沿い
の空き缶等収拾クリーン作戦を実
施する。

【事業概要】
①町民総参加クリーン作戦
（住民課環境衛生担当）
　
   毎年１回内之浦町衛生自治連絡
協議会が主催で、各振興会長（衛
生普及員）を中心に、各種団体の協
力も得ながら全町民への参加を呼
びかけ国道沿いの空き缶等のごみ
拾いを実施している。

【目的】
 　ごみの不法投棄に関して、全町
的に環境保全及び青少年の健全育
成の一環として実施する。

【事業概要】
①高山川クリーン作戦
（建設課担当）

   毎年1回高山町青少年の育成を
推進する会が主催で、全住民の参
加を呼びかけ、高山川流域堤防の
ごみ拾いを実施している。

②肝属川河口海岸清掃活動
　肝属川水系水質汚濁防止連絡協
議会主催。
　国土交通省・鹿児島県・肝属川流
域の各市町村が「海岸清掃隊」隊
員募集を広く県民に呼びかける。
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３．
合併処理浄化
槽設置整備補
助事業

４．公営墓地
   現行のとおり新町へ
引継ぐ。
   管理条例は内之浦
町の例による｡

１　墓地の使用許可、
    返還、維持管理
２　名称　　城山公園墓地
３　所在地
　　   内之浦町南方1315番地の2
４　許可年月日
     　昭和44年5月27日
５　面積  　18、445㎡
６　全体の区画数 　530基
　　現在の使用区画数  393基
７　使用料  　4、500円
　　年間管理料  　無料

【事業の目的】
　生活排水による公共用水域の水
質汚濁を防止し、生活環境の保全
及び公衆衛生の向上に寄与するこ
とを目的とする。
【設置基数】
（Ｈ８年度～Ｈ１５年度　７０６　基）
【補助金額】
　５人槽　　        　４３２千円
　６～７人槽　　  　４８５千円
　８～１０人槽　　　５８７千円
　　単独浄化槽撤去費１００千円

【事業の目的】
　生活排水による公共用水域の水
質汚濁を防止し、公共水域の水質
保全を目的とする。

【設置基数】
（Ｈ６年度～Ｈ１５年度　３２３　基）
【補助金額】
　５人槽　　 　    ３５４千円
　６～７人槽　　　４１１千円
　８～１０人槽　　５１９千円
　　単独浄化槽撤去費１００千円

具体的調整内容

   合併処理浄化槽
は、国庫補助制度を
念頭に、現行のとおり
新町に引継ぐ。ただ
し、補助金交付要綱
等については、高山町
の例による。

内之浦町 高山町
協議項目

現　　　況
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資料１ 

 

● 高山町小型合併処理浄化槽設置整備事業補助金交付要綱 
平成 8 年 4 月 1 日

要綱第 2 号

(趣旨) 

第 1 条 この要綱は、生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、高山

町が交付する小型合併処理浄化槽設置整備事業の補助金の補助対象、補助金額そ

の他必要な事項を定めることを目的とする。 

(用語の定義) 

第 2 条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

(1) 浄化槽 

浄化槽法(昭和 58 年法律第 43 号)第 2 条第 1 号に規定する浄化槽をいう。 

(2) 小型合併処理浄化槽 

し尿と雑排水を併せて処理する 10 人槽以下の浄化槽であって、生物化学的酸

素要求量(以下「BOD」という。)除去率 90％以上及び放流水のBOD20mg／ l(日間

平均値)以下の機能を有するもので、浄化槽法第 13 条の規定により建設大臣の

型式認定を受け、かつ、合併処理浄化槽設置整備事業における国庫補助指針（平

成４年１０月３０日付け衛浄第３４号厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課

浄化槽対策室長通知）に適合するものをいう。 

(3)  単独処理浄化槽  

  し尿を処理する浄化槽であって、ＢＯＤ除去率６５％以上及び放流水のＢＯ

Ｄ９０ｍｇ／l（日間平均値）以下の機能を有するもので、浄化槽法第１項の構

造基準によるものをいう。 

(4) 専用住宅 

主に居住の用に供する建物又は延べ床面積の 2 分の 1 以上を居住の用に供す

る建物をいう。 

(補助金の交付対象者) 

第 3 条 町長は、町内全域において専用住宅に国庫補助指針に適合する小型合併処

理浄化槽を設置する者に対して、予算の範囲内で補助金を交付する。 

2 前項の規定にかかわらず、次の各号の一に該当する者に対しては、補助金を交

付しない。 

(1) 浄化槽法第 5 条第 1 項に基づく設置の届出書の審査又は建築基準法(昭和 25

年法律第 201 号 )第 6 条第 1 項に基づく承認を受けずに、小型合併処理浄化槽を

設置する者 

(2) 専用住宅を借りている者で賃貸人の承諾が得られない者 

(3) 国、県及び町の施設並びにこれらに準ずる施設で小型合併処理浄化槽を設

置する者 

(補助金額) 

第4条 補助金の交付対象となる経費は、小型合併処理浄化槽の設置に要する費用と

し、補助金の額は別表第 1 の 1 欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の 2 欄

に定める額とする。ただし、既設の単独処理浄化槽を撤去して小型合併処理

浄化槽を設置する（建築物の建替による場合を除く）者に対する補助金の額

は、同表の３欄に定める額とする。 

 

別表第１(第 4 条関係)      補助金額の算定 

1 人槽区分 2 第４条に係る補助額 3 第 4 条ただし書に係る補助額  

5 人槽 432,000 円  532,000 円  

6～7 人槽 485,000 円  585,000 円  

8～10 人槽 587,000 円  687,000 円  

  

http://10.73.8.3/reiki/word/40259001041502251.doc
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●内之浦町公園墓地設置及び管理条例 

昭和 42 年 12 月 28 日

条例第 12 号

(目的) 

第 1 条 この条例は、町が所有管理する公園墓地(以下「墓地」という。)に関し、必

要な事項を定めることを目的とする。 

(名称及び位置) 

第 2 条 墓地の名称は、城山公園墓地と称し、内之浦町大字南方字仁田山塩入 1315

番の 2 に置く。 

(使用の許可) 

第 3 条 墓地を使用しようとするものは、町長の許可を受けなければならない。 

(使用面積) 

第 4 条 墓地の使用は、1 戸又は 1 世帯につき 1 箇所とし、その面積は 7.5 平方メー

トル以内とする。 

(墓地への埋葬) 

第 5 条 墓地は、焼骨でなければ埋葬することができない。ただし、非常の場合又は

町長が特に認めたときは、この限りでない。 

(使用料) 

第 6 条 墓地の使用料は、別表のとおりとする。 

(使用料の徴収及び減免分割納入) 

第 7 条 使用料は、使用許可の際これを徴収する。 

2 町長は、使用料を納入する資力がないと認めたときは、使用料を減免し、又は 1

年限りで分割納入させることができる。 

(墓地内の施設物等) 

第 8 条 墓地内に墓碑、墓標、形像類、土留石、納骨室及び生垣類(以下「施設物等」

という。)以外の施設は、許さない。ただし、町長が必要と認めた場合は、この限

りではない。 

2 前項の施設等については、次の各号に掲げる制限を超えてはならない。 

(1) 土留の高さは、30 センチメートル 

(2) さく欄の高さは、100 センチメートル 

(3) 墓碑、墓標の高さは、200 センチメートル 

(4) 樹木(かん木に限る。)の高さは、150 センチメートル 

(施設等の改造及び地形変更の許可) 

第 9 条 施設物等の改造及び修理並びに墓地の地形を変更しようとするときは、町長

の許可を受けなければならない。 

(危険な施設物等の補修及び撤去) 

第 10 条 使用者は、常に墓地内の施設物等の維持管理に努め、施設物等に危険のお

それがあるときは、使用者が直ちに補修し、又は撤去しなければならない。 

2 町長は、施設物等で危険のおそれがあると認めたときは、使用者に対してその補

修又は撤去を命ずることができる。 

(使用権の売買の禁止) 

第 11 条 墓地の使用権は、売買、譲渡又は貸与することができない。 

(使用権の継承) 

第 12 条 墓地の使用権は、慣習に従って祖先の祭祀を主宰するものが継承する。 

(墓地の返還) 

第 13 条 使用者は、使用墓地が不用となったときは、原形に復し、速やかに町長に

返還しなければならない。 

(町の事業に係る墓地の返還等) 

第 14 条 墓地経営又は町の事業施行上やむを得ないときは、町長は 6 月以前にこの

旨を使用者に通知し、使用墓地の返還を命ずることができる。 
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2 前項の規定により返還を命ぜられた使用者に対し、町長は換地を交付し、又は既

納使用料を還付し、相当と認める移転料を補償しなければならない。 

(使用許可の取消し) 

第 15 条 町長は、次の各号の一に該当するときは、使用許可を取り消すことができ

る。 

(1) 使用許可を受けてから 5 年の間使用しないとき。 

(2) 墓地を埋葬の目的以外に使用したとき。 

(3) この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

第 16 条 前条の規定により町長が許可を取り消したときは、使用者は、速やかにそ

の場所を原形に復し、町長に返還しなければならない。 

2 使用者が前項の措置を行わないときは、町長がこれを行う。 

3 前 2 項の措置により生ずる経費は、使用者の負担とする。 

(使用料の還付) 

第 17 条 既納の使用料は、第 14 条第 2 項のほか、町長が特に必要と認めた場合以外

は還付しない。 

(罰則) 

第 18 条 町長は、この条例に違反し、又は許可なく墓地を使用した者に対して 5 万

円以下の過料を科することができる。 

2 前項の規定により過料を科する者に対しては、町長は、第 6 条に定める使用料を

追徴し、改葬を命ずることができる。 

附 則 

この条例は、昭和 43 年 1 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 12 年条例第 19 号) 

(施行期日) 

1 この条例は、平成 12 年 4 月 1 日から施行する。 

(経過措置) 

2  この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例に 
よる。 

 

 

別表(第 6 条関係)       墓地使用料 

新規申込みの場合 町の改葬移転による場合 

1 平方メートルについて 600 円  無料 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

http://10.73.8.3/reiki/word/40260001041502251.doc


先進事例

協 議 会 名 内 容

日置

　 環境対策事業の取扱いについては、各町のこれまでの取り組みを踏まえ、新市にお
いても事業の充実を図ることを原則として次のとおり調整する。
（1）環境基本計画については、伊集院町の例により新市において策定　する。
（2）環境審議会については、伊集院町の例により新市において設置する。
（3）防疫関係事業については、新市に引き継ぎ、実施方法や体制については新市にお
いて調整する。
（4）生ごみ処理機購入費補助については、新市においても継続して実施する。ただし、
助成額は、電気式25、000円、その他は2、000円を上限とする。
（5）ごみの資源化については、新市においても継続して実施する。
　また、容器包装リサイクルを推進し、対象品目の分別や収集の方法については、ごみ
処理の体制等あわせて検討する。
（6）火葬場の手数料（利用料）については、住民負担の公平の観点から合併時までに調
整に努める。
（7）各種公害法令に基づく届出については、東市来町と伊集院町の環境保全条例を参
考に整備し、新市に引き継ぐ
（8）病害虫等駆除対策については、新市に引き継ぐ。また病害虫等の駆除については、
スプレー等の薬剤を配布する。
（9）廃品回収補助金については、新市において近隣市町村の動向を調査し、調整する。
（10）海がめ保護事業については、新市に引き継ぐ。保護監視の委託については、当分
の間、従来どおり地域の団体等に委託する。

川薩地区

1、各市町村が有する最終処分場は、現行のまま新市に引き継ぐ。
2、衛生自治団体連合会は、新市に移行後、速やかに調整する。
3、環境審議会は、合併時に新たに制度等を制定する。
4、環境に関する計画（環境基本計画）　は、川内市の例を基本として、合併後三年以内
を目途に策定する。
5、環境美化推進は、合併時に川内市の例により調整する。
6、火葬場は、現行のまま新市に引き継ぐ。
7、公営の墓地は、現行のまま新市に引き継ぐ。
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協議第 43 号【協定項目 39】  
 

 

消防団の取扱いについて 

 

 

 

 消防団の取扱いについて，次のとおり提案する。 

 

 

 

  １．消防団は、合併までに統合し、消防団の組織、活動範囲等運用については、合併
までに調整する。 

 ２．消防団員の報酬、費用弁償、各種手当等については、合併までに統一する。 

 ３．消防施設及び資機材については、新町に引き継ぐ。 

 

 

 

 

 

  平成１６年６月２３日提出 

 

 

肝 属 合 併 協 議 会           

会長  倉岡 哲哉 
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協定項目 ３９　消防団の取扱い 関係項目

調整方針

内之浦町 高山町

消防組織機
構

【消防組織】
町長　　　　　　　　  分団数　 3分団
団長　　　1名　　 　  定　員　 140名
副団長　　1名　　     実　員　 109名
本部部長　1名

北方分団
　団員数：定員  35名　  　実員　 29名
　地域　：北方地区
　構成　：分団長 1名　　　副分団長1名
　　　　　部長 　1名　　　班長　　5名
　　　　　団員  21名

中央分団
　団員数：定員  50名　　　実員　 40名
　地域　：南方地区
　構成　：分団長 1名　　　副分団長1名
　　　　　部長　 1名　　　班長　　5名
　　　　　団員  32名

岸良分団
　団員数：定員  55名　　　実員　 40名
　地域　：岸良地区
　構成　：分団長 1名　　　副分団長1名
　　　　　部長　 2名　　　班長　　9名
　　　　　団員  27名

【消防組織】
町長　　　　　　　     分団数　14分団
団長　　　1名　　　    定　員　 305名
副団長　　2名　　　    実　員 　288名
本部部長　2名
東部分団
　団員数：定員 　35名　　実員　　 32名
　地域　：新富地区
　構成　：分団長  1名　　副分団長  1名
　　　　　部長　　1名　　班長　　　4名
　　　　　団員　 25名
西部分団
　団員数：定員 　35名　　実員　　 30名
　地域　：前田地区
　構成　：分団長  1名　　副分団長  1名
　　　　　部長　　1名　　班長　　　4名
　　　　　団員　 23名
有明分団
　団員数：定員 　16名　　実員　　 15名
　地域　：有明地区
　構成　：分団長  1名　　副分団長  1名
　　　　　部長　　1名　　班長　　　3名
　　　　　団員　  9名
波見分団
　団員数：定員 　25名　　実員　　 25名
　地域　：波野地区
　構成　：分団長  1名　　副分団長  1名
　　　　　部長　　1名　　班長　　　5名
　　　　　団員　 17名
野崎分団
　団員数：定員 　18名　　実員　　 18名
　地域　：野崎地区
　構成　：分団長  1名　　副分団長  1名
　　　　　部長　　1名　　班長　　　3名
　　　　　団員　 12名

消防団は、合併
までに統合し、
消防団の組織、
活動範囲等運用
については、合
併までに調整す
る。

津曲分団
　団員数：定員 　16名　　実員　　 16名
　地域　：野崎地区
　構成　：分団長  1名　　副分団長  1名
　　　　　部長　　1名　　班長　　　2名
　　　　　団員　 11名
下之門分団
　団員数：定員 　23名　　実員　　 22名
　地域　：新富地区
　構成　：分団長  1名　　副分団長  1名
　　　　　部長　　1名　　班長　　　4名
　　　　　団員　 15名
下住分団
　団員数：定員 　16名　　実員　　 16名
　地域　：前田地区
　構成　：分団長  1名　　副分団長  1名
　　　　　部長　　1名　　班長　　　2名
　　　　　団員　 11名

肝属合併協議会の調整内容

具体的調整内容

 消防団の取扱いについては、次のとおりとする。
  １．消防団は、合併までに統合し、消防団の組織、活動範囲等運用については、合併まで
　　　に調整する。
　２．消防団員の報酬、費用弁償、各種手当等については、合併までに統一する。
　３．消防施設及び資機材については、新町に引き継ぐ。

現　　　　　　　　　　　況
協議項目

- 54 -



内之浦町 高山町
宮下分団
　団員数：定員 　20名　　実員　　 20名
　地域　：宮富地区
　構成　：分団長  1名　　副分団長  1名
　　　　　部長　　1名　　班長　　　4名
　　　　　団員　 13名
富山分団
　団員数：定員 　16名　　実員　　 13名
　地域　：宮富地区
　構成　：分団長  1名　　副分団長  1名
　　　　　部長　　1名　　班長　　　3名
　　　　　団員　  7名

論地分団
　団員数：定員 　16名　　実員　　 13名
　地域　：前田地区
　構成　：分団長  1名　　副分団長  1名
　　　　　部長　　1名　　班長　　　2名
　　　　　団員　  8名
後田分団
　団員数：定員 　30名　　実員　　 30名
　地域　：後田地区
　構成　：分団長  1名　　副分団長  1名
　　　　　部長　　1名　　班長　　　5名
　　　　　団員　 22名
本城分団
　団員数：定員 　18名　　実員　　 17名
　地域　：本城地区
　構成　：分団長  1名　　副分団長  1名
　　　　　部長　　1名　　班長　　　2名
　　　　　団員　 12名
川上分団
　団員数：定員 　16名　　実員　　 16名
　地域　：川上地区
　構成　：分団長  1名　　副分団長  1名
　　　　　部長　　1名　　班長　　　2名
　　　　　団員　 12名

消防団の諸
行事

【内之浦町消防団諸行事】
 4月　班長以上幹部会
 5月　防災点検
　　　操法訓練（隔年）
　　　水防訓練視察
 6月　操法訓練（隔年）
　　　団員研修
      親睦スポーツ大会（隔年）
 8月　災害用「土のう」作成訓練
10月　分団長以上幹部会
11月　秋の火災予防運動に伴う訓練
　　　防火パレード
12月　班長以上幹部会
　　　年末警戒
 1月　出初式予行訓練
　　　出初式
　　　ドヤドヤサー警備
 2月　分団長以上会
 3月　春の火災予防運動に伴う訓練

【県消防協会諸行事】
 4月　消防慰霊祭
　　　消防表彰式・消防大会

【県消防協会肝属支部】
 4月　支部総会
 7月　支部操法大会（隔年）
　　　支部研修（隔年）

【高山町消防団諸行事】
 4月　分団長会
 5月　水門等操作管理研修会
　　　災害危険箇所点検
　　　総合防災訓練（３年に１回）
 6月　町操法大会（２年に１回）
 7月　支部操法大会（２年に１回）
 8月　県操法大会（２年に１回）
10月　町消防団幹部研修
11月　秋の全国火災予防運動
12月　年末訓練及び出初式予行
　　　年末警戒
 1月　出初め式
 3月　春の全国火災予防運動

【県消防協会行事】
 
      同左

合併後、新組織
で調整する。

具体的調整内容
現　　　　　　　　　　　況

協議項目
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内之浦町 高山町

教育訓練

【概要】
　4月　消防学校　新入団員若しくは未
       入校の団員
  6月　消防学校　新幹部団員
  7月　災害用「土のう」作成訓練
 11月　秋の火災予防運動に伴う分署分
       団合同訓練
　　　 防火パレード
 12月　年末警戒
　1月　消防出初式予行訓練
　　　 消防出初式
　3月　春の火災予防運動に伴う分署分
       団合同訓練
　　　 山火事防禦訓練
 通常ポンプ点検等　月2回

【概要】
 9月　非常呼集訓練（各分団）
12月　夜間警戒
 1月　出初式
 3月　非常呼集訓練（各分団）
機械器具点検　　2・3回／月
その他各種訓練

合併後新組織で
調整する。

消防団人
事・報酬・
手当

内之浦町消防団条例第12条により支給
団長　　　年額   138,000円
副団長　　年額　　94,000円
分団長　　年額　　73,000円
副分団長　年額　　52,500円
部長　　　年額　　45,500円
班長　　　年額　　42,500円
団員　　　年額　　40,500円
毎年１２月及び３月に支給

【費用弁償】
風水害　　　5,200円/回
火災　　　　5,200円/回
特別警戒　　5,200円/回
訓練・警戒　5,000円/回
出会　　　　5,000円/回

【旅費】
職員と同額
・日当　　　2,100円
・宿泊料　　9,500円

高山町消防団条例第12条により支給
団長　　　年額　　152,000円
副団長　　年額　   99,000円
分団長  　年額　 　77,000円
副分団長　年額　   57,500円
本部部長　年額     57,500円
部長　　　年額     48,500円
班長　　　年額     44,500円
団員　　　年額     42,500円
毎年１０月・４月に２回支給

【費用弁償】
水・火災出動　　5,200円/回
警戒　　　　　　5,200円/回
訓練　　　　　　4,700円/回
毎年１０月・４月に２回支給

【旅費】

　　　同左

高山町の例によ
る。

任免

【任用】
消防団長は、消防団の推薦に基づき町長が、
その他の団員は団長が、次の各号の資格を有
する者のうちから町長の承認を得て任用す
る。
（１）当該消防団の区域内に居住し、又は勤
務する者
（２）年齢１８歳以上の者
（３）志操堅固でかつ身体強健な者

【任用】
消防団長は、消防団の推薦に基づき町長が、
その他の団員は団長が、次の各号の資格を有
する者のうちから町長の承認を得て任命す
る。
（1）当該消防団の区域内に居住し、又は勤
務する者
（2）年令18歳以上の者
（3）志操堅固で、かつ身体強健な者

合併時に調整す
る。

公務災害補
償

【公務災害補償】
団員が、公務により死亡、負傷し、若し
くは疾病にかかり、又は公務による負傷
若しくは疾病により死亡し、障害となっ
た場合においては、その団員若しくはそ
の者の遺族又は被扶養者に対し損害を補
償する
２　公務災害の補償の類及び支給方法に
ついては、鹿児島県市町村消防補償等組
合補償条例による

福祉共済
１人3,000円（町負担）

      同左

新町において加
入する。

具体的調整内容
現　　　　　　　　　　　況

協議項目
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内之浦町 高山町

賞じゅつ

消防団に対する賞じゅつ金及び殉職者特別賞
じゅつ金の授与

殉職者賞じゅつ金　490万円～2,520万円
殉職者特別賞じゅつ金　     3,000万円
障害者賞じゅつ金
第１級　490万円以上  2,060万円以下
第２級　460万円以上  1,550万円以下
第３級　410万円以上  1,360万円以下
第４級　360万円以上  1,210万円以下
第５級　310万円以上  1,030万円以下
第６級　280万円以上　　900万円以下
第７級　230万円以上　　760万円以下
第８級　190万円以上　　640万円以下

　

　　　同左

現行のとおり、
新町に引き継
ぐ。

退職報償金

【退職報償金】
団員が退職した場合においては、その者（死
亡による退職の場合には、その者の遺族）に
退職報償金を支給する
２　退職報償金の額及び支給方法について
は、鹿児島県市町村消防補償等組合非常勤消
防団員に係る退職報償金の支給に関する条例
による

【退職報償金支給額】
平成１５年度（単位：千円）
団長
 5～10　 187,000円　　20～25　 542,000円
10～15　 292,000円　　25～30 　727,000円
15～20　 407,000円　　30～　　 927,000円
副団長
 5～10　 177,000円　　20～25　 482,000円
10～15 　277,000円　　25～30　 657,000円
15～20　 377,000円　　30～　　 857,000円
分団長
 5～10　 167,000円　　20～25　 457,000円
10～15　 262,000円　　25～30 　607,000円
15～20　 357,000円　  30～　　 797,000円
副分団長
 5～10　 162,000円　　20～25　 422,000円
10～15　 247,000円　　25～30 　572,000円
15～20　 332,000円　　30～     757,000円
部長・班長
 5～10　 152,000円　　20～25　 382,000円
10～15　 227,000円　　25～30 　512,000円
15～20　 302,000円 　 30～　   682,000円
団員
 5～10　 142,000円 　 20～25   357,000円
10～15　 212,000円　  25～30   467,000円
15～20 　282,000円　　30～     637,000円

　　　同左

新町において加
入する。

被服等の貸
与

消防団の制服については、国家消防庁の
定める準則による

被服貸与状況
制服・制帽（分団長以上）

冬作業服　　　　1着
夏作業服　　　　1着
アポロキャップ　1個
ネクタイ　　　　1本
バンド　　　　　2本
半長靴　　　　　1足
法被（上衣）　　1着

消防団員には次の被服等を貸与する
   制服　　　1着（上下）
   制帽　　　1個　分団長以上

　 作業服　　1着（上下）
　 作業帽　　1個
　 盛夏服　　1着（上下）
　 盛夏帽　　1個
　 ネクタイ　1本
   バンド　　2本(作業服・盛夏服用)
　 半長靴　　1足

合併後、統一す
る。

具体的調整内容
現　　　　　　　　　　　況

協議項目
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内之浦町 高山町

表彰

日本消防協会・鹿児島県消防協会・肝属
地区消防協会・鹿児島県知事表彰は各団
体の規定のとおり

【町長表彰】
・優良団員賞
・20年勤続団員の妻表彰
・消防協力者表彰

日本消防協会・鹿児島県消防協会・肝属
地区消防協会・鹿児島県知事表彰は各団
体の規定のとおり

【町長表彰】
・10年勤続団員
・20年勤続団員妻
・30年勤続団員妻

合併後、新町に
おいて調整す
る。

消防団施
設・機械

分団車庫３箇所（北方・中央・岸良）
【消防車両】
（北方分団）
 消防ポンプ車・小型動力ポンプ付積載
車
（中央分団）
 消防ポンプ車・小型動力ポンプ付積載
車
（岸良分団）
 消防ポンプ車・小型動力ポンプ付積載
車

　主に消防庁補助金で整備している。

消防団詰所・消防車両
（本部）
　車両　本部車，軽積載車
（東部分団）
　詰所　１箇所
　車両　消防ポンプ自動車
　　　　小型動力ポンプ付軽積載車
（西部分団）
　詰所　１箇所
　倉庫　１箇所
　車両　消防ポンプ自動車
　　　　小型動力ポンプ付軽積載車
（有明分団）
　詰所　１箇所
　車両　小型動力ポンプ積載車
（波見分団）
　詰所　１箇所
　車両　消防ポンプ自動車
（野崎分団）
　詰所　１箇所
　車両　小型動力ポンプ積載車
（下之門分団）
　詰所　２箇所（下之門・池之園）
　車両　消防ポンプ自動車（下之門）
　　　　小型動力ポンプ積載車（池之園）
（下住分団）
　詰所　１箇所
　車両　小型動力ポンプ積載車
（宮下分団）
　詰所　１箇所
　車両　消防ポンプ自動車

新町に引き継
ぐ。

（富山分団）
　詰所　１箇所
　車両　小型動力ポンプ積載車
（論地分団）
　詰所　１箇所
　車両　小型動力ポンプ積載車
（後田分団）
　詰所　１箇所
　車両　消防ポンプ自動車
（本城分団）
　詰所　１箇所
　車両　小型動力ポンプ積載車
（川上分団）
　詰所　１箇所
　車両　消防ポンプ自動車
　　　　小型動力ポンプ積載車

具体的調整内容
現　　　　　　　　　　　況

協議項目

- 58 -



消防団の取扱いに関する法令 
 

●消防組織法（昭和22年法律第226号） 

第３章自治体の機関 

第６条 市町村は、当該市町村の区域における消防を十分に果すべき責任を有する。 

第７条 市町村の消防は、条例に従い、市町村長がこれを管理する。 

第８条 市町村の消防に要する費用は、当該市町村がこれを負担しなければならない。 

第９条 市町村は、その消防事務を処理するため、左に掲げる機関の全部又は一部を設けなければならない。 

１．消防本部 

２．消防署 

３．消防団 

（省略） 

第15条 消防団の設置、名称及び区域は、条例で定める。 

２ 消防団の組織は、市町村の規則で定める。 

３ 消防本部を置く市町村においては、消防団は、消防長又は消防署長の所轄の下に行動するものとし、消防

長又は消防署長の命令があるときは、その区域外においても行動することができる。 

第15条の2 消防団に消防団員を置く。 

２ 消防団員の定員は、条例で定める。 

第15条の3 消防団の長は、消防団長とする。 

２ 消防団長は、消防団の事務を統括し、所属の消防団員を指挿監督する。 

第15条の4 消防団員は、上司の指挿監督を受け、消防事務に従事する。 

第15条の5 消防団長は、消防団の推薦に基づき市町村長が任命し、消防団長以外の消防団員は、市町村

長の承認を得て消防団長が任命する。 

第15条の6 消防団員に関する任用、給与、分限及び懲戒、服務その他身分取扱いに関しては、この法律に 

定めるものを除くほか、常勤の消防団員については地方公務員法の定めるところにより、非常勤の消防団員につ

いては条例で定める。 

２ 消防団員の階級並びに訓練、礼式及び服利に関する事項は、消防庁の定める基準に従い、市町村の規則

で定める。 

第15条の7 消防団員で非常勤のものが公務に因り死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は公務に因る負

傷若しくは疾病により死亡し、若しくは障害の状態となった場合においては、市町村は、政令で定める基準に従

い条例で定めるところにより、その消防団員又はその者の遺族がこれらの原因によって受ける損害を補償しなけ

ればならない。 

２ 前項の場合においては、市町村は、当該消防団員で非常勤のもの又はその者の遺族の福祉に関して必要な

事業を行うように努めなければならない。 

第15条の8 消防団員で非常勤のものが退職した場合においては、市町村は、条例で定めるところにより、その

者（死亡による退職の場合には、その者の遺族）に退職報償金を支給しなければならない。 

 

●消防団の階級準則（昭和39年消防庁告示第5号） 

消防組織法第15条の6第2項の規定に基づき、消防団員の階級準則を次のように定める。 

消防団員の階級準則 

第1条 消防団員の階級は、団長、副団長、分団長、副分団長、部長、班長及び団員とする。 

第2条 消防団の長の職にある者の階級は、団長とする。 

第3条 団長の階級にある者以外の消防団員の階級は、副団長、分団長、副分団長、部長、班長及び団員と

する。 
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県 内 の 先 進 事 例

協 議 会 名 内 容

日 置

5町の消防団については次のとおり取扱うものとする。
（1）合併時に統合し、現役団員は新市消防団員として引き継ぐものと　する。
（2）分団等の組織は、当面現行のとおりとし、新市の消防計画に基づ　き調整する。
（3）消防団員の報酬、費用弁償、各種手当等については、合併時までに調整し統一
する。
（4）任免、服務、階級については、合併時に統一する。
（5）消防施設及び資機材については、新市にそのまま引き継ぐ。
（6）消防団員の貸与品については、新市に引き継ぐ。

指 宿 地 区 ４ 市 町

1　4市町の消防団は合併時に統合する。
2　4市町の消防団の団員である者については、新市に引継ぐものとす。また、分団等の
組織　については、現行の組織を基本にしつつ、合併時に再編成する。
3　定員については、合併後に、実情を勘案し、段階的に調整する。
4　配備車両等は、現行のまま新市に引継ぐ。
5　報酬区分及び報酬額については、現行の額を基本にして合併後に調整する。
6　加算額については、運転手、機関要員、ラッパ要員の3区分とし、現行の額を基本
にして合併後に調整する。
7　費用弁償の支給区分及び費用弁償の額は、新市において調整する。

川 薩 地 区

1、消防団については、合併までに統合し、分団等の組織は各地区の状況に応じて調
整する。指揮命令系統についても、合併までに調整する。
2、消防団員については、新市の消防団員として引き継ぐ。
3、消防団施設、設備等については、現行のまま新市に引き継ぎ、新市において施設
整備計画を策定する。
4、消防団員の報酬、手当等、被服貸与、任免、表彰制度については、合併までに調
整する。
5、消防団の諸行事については、地域の実情を考慮し、合併までに調整する。
6、消防団無線については、現有施設を利用した連絡体制とし、合併後三年以内を目
処に調整する。
7、消防団に関係する公共的団体については、公共的団体等の取扱いによる。
8、消防団に関係する補助金については、補助金・交付金等の取扱いによる。

薩 摩 東 部 地 区

３町の消防団については、次のとおり取り扱うものとする。
（１）合併時に統合し、現役団員は新町消防団員として引き継ぐものとする。
（２）分団等の組織については、当面現行のとおりとし、新町において作成する消防計画
に基づき調整する。
（３）消防団員の任免、報酬、費用弁償、教育訓練、行事等については、合併時までに
調整する。
（４）退職報償金及び賞じゅつ金については、宮之城町及び薩摩町の例により統一する
ものとする。
（５）消防施設・設備については、新町に引き継ぐものとし、被服等については、統一す
るものとする。

曽 於 南 部

１　４町の消防団は合併時に統合する。
２　４町の消防団員は、新市に引き継ぐものとする。
３　分団等の組織は、当面現行のとおりとし、新市において調整する。
４　団員の報酬、費用弁償等については、合併時までに調整し統一する。
５　任免、服務、階級については、合併時に統一する。

南 隅 地 域

１　消防団については、合併時に統合し、現役団員は、新町消防団員として引き継ぐ。
２　分団の組織については、当面、現行のとおりとし、新町の消防計画に基づき調整。
３　報酬等は、合併時までに調整し、統一する。
４　分団倉庫と消防車両等の消防施設設備及び消防団員の貸与品については、新町
に引　き継ぐ。
５　消防団諸行事は、合併時に再編し、一元化する。
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協議第 44 号【協定項目 40】  
 

 

商工・観光関係事業について 

 

 

 

 商工・観光関係事業について，次のとおり提案する。 

 

 

 

 １．観光イベント等については、当分の間、現行のとおりとし、合併後、経済波及効

果及び地域住民の参画状況を勘案して調整する。 

 ２．商工会、商工団体及び関係団体等については、合併後、各団体の協力と理解を得

て、統合に向けた調整に努める。また、観光協会については、合併後、新町の全域を

包括した団体とすべく育成に努める。 

 ３．誘致企業等に対する減免・奨励金等の優遇措置については、合併までに高山町の

例により調整する。 

 ４．宿泊施設及び各種観光施設等の取り扱いについては、運営方法および維持管理等

の取扱いに相違があるが、地域に定着していることから、当分の間、現行のとおりと

し、合併後、類似施設間で連携し、調整に努める。 

 ５．公園等に関する事務事業については、当分の間、現行のとおりとし、合併後、効

率的な運営及び維持管理体制の確立のため調整に努める。 

 ６．公営駐車場管理については、現行のとおり新町に引継ぐものとする。 

 

 

 

 

 

  平成１６年６月２３日提出 

 

 

肝 属 合 併 協 議 会           

会長  倉岡 哲哉 
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協定項目 関係項目

調整方針

  商工会及び商工団体等につい
ては統合に時間を要するため、
各団体の理解と協力を得て将来
の統合に向け検討が進められる
よう調整に努める。

【名称】
　内之浦町商工会
【目的】
　「商工会法」に基づいて設立さ
れた公益法人で商工業者によって
自主的に運営され地域の商工業の
総合的な改善発達と、社会一般の
福祉の増進に資することを目的に
活動
【活動内容】
　・経営改善普及事業
　・総合振興事業
　・商業、工業振興事業
　・金融対策事業
　・経営、税務対策事業
　・労務対策事業
　・青年部、女性部

【組織役員】
　会長1名・副会長2名・理事11
名・監事2名・会員数140名・総商
工業者247名
【事務局構成】
　経営指導員1名・補助員1名・記
帳職員1名

具体的調整内容
高山町

１．観光イベント等

銀河マラソン
うちのうらロケット祭り
きしら夏祭り
農林業祭

やぶさめ祭り
夏祭り花火大会
農業祭
本町八月踊り
波見・野崎・宮下・富山の棒踊り

当分の間、現行のとおりとし、
合併後経済波及効果及び地域
住民の参画状況を勘案して調
整する。

内之浦町
協議項目

現　　　況

肝属合併協議会の調整内容

40.商工・観光関係事業

１．観光イベント等については、当分の間、現行のとおりとし、合併後、経済波及効果及び地域住民の参画状
況を勘案して調整する。
２．商工会、商工団体及び関係団体等については、合併後、各団体の協力と理解を得て、統合に向けた調整
に努める。また、観光協会については、合併後、新町の全域を包括した団体とすべく育成に努める。
３．誘致企業等に対する減免・奨励金等の優遇措置については、合併までに高山町の例により調整する。
４．宿泊施設及び各種観光施設等の取り扱いについては、運営方法および維持管理等の取扱いに相違があ
るが、地域に定着していることから、当分の間、現行のとおりとし、合併後、類似施設間で連携し、調整に努め
る。
５．公園等に関する事務事業については、当分の間、現行のとおりとし、合併後、効率的な運営及び維持管
理体制の確立のため調整に努める。
６．公営駐車場管理については、現行のとおり新町に引継ぐものとする。

２．商工会、商工団体及
び観光協会等

【名称】
　高山町商工会
【目的】
　「商工会法」に基づいて設立さ
れた公益法人で商工業者によって
自主的に運営され地域の商工業の
総合的な改善発達と、社会一般の
福祉の増進に資することを目的に
活動
【活動内容】
　・経営改善普及事業
　・総合振興事業
　・商業、工業振興事業
　・金融対策事業
　・経営・税務対策事業
　・労務対策事業
　・青年部・女性部対策事業
　・福利厚生事業
　・商品券発行事業
【組織役員】
　会長1名・副会長2名・理事12
名・監事2名・
　会員数342名
【事務局構成】
　事務局長1名・経営指導員2名・
補助員2名・記帳職員2名
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５．公園等

内之浦町観光協会
【事業の目的】
　町・民間観光関係機関が連携し
て広域的観光ネットワークの形成
を推進し、地域の観光振興、活性
化に寄与することを目的とする。

過疎地域工業開発促進条例
(目的)
   町内に工業を新設し、又は増
設する者に対し、町税の課税免
除を行うことにより、本町の工業
の開発を促進し、もって住民福祉
の向上及び雇用の増大に寄与す
ることを目的とする。

（対象者）
 　対象要件を満たす企業の新設
及び増設。
（優遇措置）
   新たに課することとなる年度か
ら3年度間、当該固定資産税額に
相当する額を減免

（実績）
   対象企業 　　３社
 　社員合計　４４人

コスモピア内之浦
叶岳ふれあいの森
温泉保養センター
湯の谷温泉

上床公園

高山やぶさめ館
高山温泉ドーム

３．企業誘致事業

４．宿泊施設、観光施設

合併後，新町の全域を包括した
団体とすべく育成に努める。

過疎地域産業開発促進条例
(目的)
   町内に工業、ソフトウェア業に
係る事業所若しくは旅館業を新設
し、又は増設する者に対し、固定
資産税の課税免除又は奨励金の
交付を行うことにより、本町の産
業の開発を促進し、もって住民福
祉の向上及び雇用の増大に寄与
することを目的とする。
（対象者）
   対象要件を満たす企業の新設
及び増設。
（優遇措置）
   新たに課することとなる年度か
ら3年度間、当該固定資産税額に
相当する額を減免、または、事業
開始の翌年度から３年度間を限
度として固定資産税相当額の奨
励金の交付。

（実績）
   対象企業　　 　３社
 　社員合計　２５１人

誘致企業等に対する減免・奨励
金等の優遇措置については、
合併までに高山町の例により
調整する。

具体的調整内容
高山町内之浦町

協議項目
現　　　況

運営方法および維持管理等の
取扱いに相違があるが、地域
に定着していることから、当分
の間、現行のとおりとし、合併
後類似施設間で連携し、調整に
努める。

【都市公園】
福留公園(児童公園)
丸岡公園(近隣公園)
大隅広域公園(広域公園)
城山公園(近隣公園，未開設)

【その他公園】
やぶさめの里総合公園
轟の滝
高山町鉄道記念公園
波見公園

公園等に関する事務事業につ
いては、当分の間、現行のとお
りとし、合併後効率的な運営及
び維持管理体制の確立のため
調整に努める。
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○公共駐車場の使用料及び管
理業務については，現行のと
おり新町に引き継ぐ。

具体的調整内容
高山町内之浦町

協議項目
現　　　況

（市町村の廃置分合に伴う地区の特例）

第８条　商工会の設立後にその地区たる市町村について廃置分合があつた場合において、その商工

会（その商工会が廃置分合後の市町村の区域の一部をその地区の全部又は一部とし、その地区が

隣接する他の商工会と合併した場合（以下この条において「隣接商工会との合併の場合」という。）に

あつては、当該合併後存続する商工会又は当該合併によつて成立した商工会。以下この条において

同じ。）の地区を廃置分合後の市町村の区域とするための定款の変更をし、又はその商工会が解散

するまでの間は、前条第１項の規定にかかわらず、その商工会の地区は、廃置分合前の市町村の区

域（隣接商工会との合併の場合にあつては、当該合併前の各商工会の地区のすべてを合わせた区

域）とする。

商工会法

（地区）

第７条　商工会の地区は、一の町村の区域とする。たたし、商工業の状況により必要があるときは、

一の市又は隣接する２以上の市町村の区域とすることができる。

２　商工会の地区は、他の商工会の地区又は商工会議所の地区と重複するものであつてはならな

い。

【目的】
商店街振興を図るため、商店街
を利用する住民の共同利用施設
として設置
料金は無料

【場所】
高山町新富127番地

【事務内容】
毎年、公衆用トイレの浄化槽管
理契約が必要
平成14年度　契約額73,685円

公共駐車場の管理については、
商工会へ委託

【場所】
内之浦町南方285番地４

委託料　360,000円
使用料として　商工会より
480,000円納入

６．公営駐車場管理
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県内先進事例

協 議 会 名 内 容

日 置

商工観光関係事業については、原則として新市に引き継ぎ、更なる事業の推進に努める。
(1)　商工業については、各地域の商工業の振興につながるよう調整を図る。
(2)　観光関係事業については、新市の観光資源を有効活用した広域的な観光振興を図る。
(3)　観光イベントについては、それぞれが地域に密着したイベントであり、現行どおり新市
   に引き継ぎ従来どおり実施する。同種の行事については、新市発足後統合を検討する。
(4)　温泉・保養施設については、現状のまま移行し、新市において適宜見直し、検討を図る。

川 薩 地 区

1、商工業振興事業については、新市に移行後も継続して実施する。各商工団体の組織及び運営
については、新市に移行後、効果的な活動ができるよう組織体別の確立を推進する。
2、ふるさと大使に関することについては、現行のまま新市に引き継ぐこととし、新市において調整
する。
3、企業誘致助成措置に関することについては、合併時に、新たに制度等を制定する。
4、観光イベント事業については、新市に移行後も当分の間現行のとおりとし、随時調整する。

5、観光施設の管理運営については、新市に移行後も当分の間現行のとおりとし、随時調整する。
6、観光船の管理運営については、新市に移行後も当分の間現行のとおりとし、随時調整する。
7、観光協会の組織及び運営については、新市に移行後、効果的な活動ができるよう組織体別の
確立を推進する。
8、川内ウオータークィーン・キングについては、新市に移行後、速やかに調整する。

9、観光関係団体の組織及び運営については、新市に移行後、効果的な活動ができるよう組織体
制の確立を推進する。
10、宿泊施設については、現行のまま新市に引き継ぐ。ただし、宿泊施設の統合検討委員会、運
営協議会の設置については、合併時に、新たに制度等を制定する。

薩摩東部地区

商工業関係事業については，商工業の振興と併せ若者の定住促進が図られるよう安定した魅力
ある就業の場を確保できるよう努めることとする。
１．商工業関係事業
（１）企業誘致推進本部については，合併時に廃止する。
（２）工業開発促進条例については，宮之城町の例により合併時に統一する。
（３）立地企業懇話会等については，宮之城町の例をもとに新町において新たな組織を再編する。
（４）中小企業振興資金融資事業及び商工業振興資金貸付金については，宮之城町の例により
合併時に統一する。
　　　ただし，合併前に融資を受けた者は旧町の例による。
　　　なお，審議会については，鶴田町の例により新たに設置する。
（５）ＴＭＯ活動促進事業については，現行のとおり新町に引き継ぐものとする。

２．観光関係事業
（１）各種イベントについては，それぞれの経緯等を尊重し，現行のとおり新町において
  実施する。
　 　ただし，秋まつりについては，新町での一体性を図るため合併後新町において調整
  する。
（２）物産展については，効果等十分な検討を行い，合併後新町において調整する。
（３）都城市との交流，観光大使，県ホタルを育てる会については，現行のとおりとする。
（４）かぐや姫サミット７市町交流会議及び全国伝統地名（旧国名）市町村連絡会議に
  ついては，関係市町村と協議のうえ，合併後新町において調整する。
（５）観光関連施設等については，現行のとおり新町に引き継ぐものとする。
　　　施設管理については，現行のとおりとし，合併後新町において随時調整する。
（６）ガラス振興協会については，現行のとおり新町に引き継ぎ，組織の再編を図る。

姶 良 西 部

1　観光事業については，関係団体と連携し，新市の観光資源を有効に活用し観光振興を図る。
2　各種イベント等については，歴史的経緯や実績を尊重し，新市においても引き続き支援するよ
う調整する。
3　商工業については，関係団体と協力し各地域の商工業の振興を図るよう調整する。

吉松町・栗野
町

１．商工会については、各団体の実情を尊重しながら統合できるよう調整に努める。
２．商工業者に対する現行の利子補給制度は廃止し、新町に移行後、新たに制度等を制定する。
３．吉松町商工業振興資金貸付基金及び栗野町商工業振興資金貸付金については、合併時に
廃止する。
４．観光イベントについては、新町に移行後、関係機関等と協議し実施する。
５．吉松町小規模小売店舗の出店に関わる調整要綱については、廃止の方向で調整する。
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協議第 45 号【協定項目 41】  
 

 

障害者福祉事業について 

 

 

 

 障害者福祉事業について，次のとおり提案する。 

 

 

 

 １．国等の制度に基づいて実施している事業については，２町同一のため現行どおり

とする。 

 ２．障害者計画については，合併後新町において策定する。 

 ３．精神障害者地域生活援助事業，精神障害者居宅介護等事業については，内之浦町

の例により合併時に統合する。 

 ４．身体障害者生活支援事業，地域療育活動助成事業については，合併時までに調整

する。 

 ５．身体障害者用自動車改造費助成については，内之浦町の例により合併時に統合す

る。 

 ６．重度心身障害者医療費助成事業については，事業内容は同一であるが支払い方法

が違うため高山町の例により合併時に統合する。 

 

 

 

 

 

  平成１６年６月２３日提出 

 

 

肝 属 合 併 協 議 会           

会長  倉岡 哲哉 
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協定項目

調整方針

関係項目41．障害者福祉事業

平成10年3月策定２．障害者計画

３．
（１） 精神障害者
　 　 地域生活
      援助事業

   精神障害者が居宅において日常生活を営むこ
とができるよう，精神障害者の家庭等にホームヘ
ルパーを派遣して，食事及び身体の清潔の保持
の介助，その他の日常生活を営むのに必要な便
宜を供与することにより，精神障害者の自立と社
会復帰を促進し，福祉の増進を図る。

【概要】
県に届け出た精神障害者居宅介護等事業所が
町へ指定申請を行い，町が指定した事業所に補
助する。

【負担割合】県3/4　町1/4

内之浦町の例により合
併時に統合する。

  地域において精神障害者グループホームでの
生活を望む精神障害者に対し，日常生活におけ
る援助等を行うことにより，精神障害者の自立生
活を助長する。

【概要】
事業を行う者として，（社）鹿児島精神衛生協会を
指定し，国の基準に基づいて事業所へ運営費を
補助する。

【負担割合】県3/4　町1/4

（２） 精神障害者
      居宅介護等
      事業

対象者がいないため未
実施。

  平成9年3月策定

肝属合併協議会の調整内容

１．国等の制度に基づいて実施している事業については，２町同一のため現行どおりとする。
２．障害者計画については，合併後新町において策定する。
３．精神障害者地域生活援助事業，精神障害者居宅介護等事業については，内之浦町の例により合併
 時に統合する。
４．身体障害者生活支援事業，地域療育活動助成事業については，合併時までに調整する。
５．身体障害者用自動車改造費助成については，内之浦町の例により合併時に統合する。
６．重度心身障害者医療費助成事業については，事業内容は同一であるが支払い方法が違うため高山
 町の例により合併時に統合する。

具体的調整内容
高山町内之浦町

協議項目
現　　　況

１．国等の制度に
    基づく事業

  （１）支援費制度
  （２）心身障害者扶養共済制度
  （３）更生医療給付事業
  （４）更生訓練費給付事業
  （５）重度身体障害者日常生活用具給付事業
  （６）重度障害児・者日常生活用具給付事業
  （７）進行性筋萎縮症者療養給付事業
  （８）身体障害者補装具給付事業
  （９）身体障害児補装具給付事業
（１０）特別障害者手当等

同左 ２町同一のため現行のと
おりとする。

合併後，新町において策
定する

対象者がいないため未
実施。
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同左

２町同一であるが，広域
で実施しているため，近
隣市町の動向を見なが
ら合併時までに再編す
る。

２町同一であるが，広域
で実施しているため，近
隣市町の動向を見なが
ら合併時までに再編す
る。

具体的調整内容
高山町内之浦町

協議項目
現　　　況

４．
（１）身体障害者
     生活支援事業

事業内容は２町同一の
ため現行どおりととする
が，支給方法について
は，高山町の例により合
併時に統合する。

   身体障害者生活支援事業は，広域（２市９町）
で実施している。現在は，吾平町が社会福祉法人
岳風会と委託契約を締結し，その他の市町は吾
平町と契約を締結し，吾平町へ負担金を納入す
る。

【業務内容】
（１）支援費制度等の利用援助
（２）社会資源を活用するための支援
（３）社会生活力を高めるための支援
（４）ピアカウンセリングに関すること
（５）専門機関の紹介に関すること

・児童デイサービス（心身障害児通園事業）
平成１５年度より当該事業は支援費制度へ移行し
たものの，支援費制度においては，利用児童
（回）数によって支援費の額が決定されるため，現
状では大幅な事務費・事業費の減収になり，職員
体制を維持することが難しく，子どもの安全確保，
発達保障のできる療育の場の確保が困難な状況
があることから，一定額に満たない事務費・事業
費について事業所を利用している市町で支援す
る。

     事業所・・・・「めぶき園」

なし 内之浦町の例により合
併時に統合する。

身体障害者が自動車を取得し自らが運転する場
合，その自動車の改造に要する経費を助成する
ことにより，身体障害者の社会活動参加の助長
促進を図り，その福祉の増進に資することを目的
とする。

【事業概要】
身体障害者の自動車の改造に要する費用の一
部（10万円を限度）を助成

【対象者】
①身体障害者手帳の交付を受けている者
②本町の住民票に記載されている者
③所得税課税所得金額が特別障害者手当の所
得制限額を超えない者
④自らが所有し，運転する自動車の操向装置等
の改造を必要とする者

同左

（２）地域療育活動助
成事業

６．重度心身障害者
　　医療費助成事業

   重度心身障害者の健康の保持増進を図り，
もって重度心身障害者の福祉向上に資する。

【対象者】
①判定機関でＩＱ３５以下と判定された知的障害
者
②１～２級の身体障害者手帳保持者
③３級の身体障害者手帳を保持し，かつ判定機
関で，知的障害者と判定されたＩＱ５０以下の者

【助成額】
保険給付等に係る一部負担金の全額
◎支給方法
随時伝票起票
提出日から２週間後に会計窓口受取

【負担割合】
県1/2　町1/2

同左

◎支給方法
毎月15日，末日締め
末日，翌月15日支払い
（口座支払）

５．身体障害者用
　　自動車改造費
　　助成事業
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障害者福祉に関する法令 
 
身体障害者福祉法（昭和２４年１２月２６日 法第２８３号） 

（目的） 

第１条 この法律は，身体障害者の自立と社会経済活動への参加を促進するため，身体障害者を援助し，及び必要に応

じて保護し，もつて身体障害者の福祉の増進を図ることを目的とする。 

（自立への努力及び機会の確保） 

第２条 すべて身体障害者は，自ら進んでその障害を克服し，その有する能力を活用することにより，社会経済活動に

参加することができるように努めなければならない。 

２ すべて身体障害者は，社会を構成する一員として社会，経済，文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会を与

えられるものとする。 

 

知的障害者福祉法（昭和３５年３月３１日 法第３７号） 

（この法律の目的） 

第１条 この法律は，知的障害者に対し，その更生を援助するとともに必要な保護を行い，もつて知的障害者の福祉を

図ることを目的とする。 

 

児童福祉法（昭和２２年１２月１２日 法第１６４号） 

（児童福祉の理念） 

第１条 すべて国民は，児童が心身ともに健やかに生まれ，且つ，育成されるよう努めなければならない。 

② すべて児童は，ひとしくその生活を保障され，愛護されなければならない。 

第２条 国及び地方公共団体は，児童の保護者とともに，児童を心身ともに健やかに育成する責任を負う。 

第３条 前２条に規定するところは，児童の福祉を保障するための原理であり，この原理は，すべて児童に関する法令

の施行にあたって，常に尊重されなければならない。 

 



県内先進事例

協 議 会 名 内 容

日 置
障害者福祉事業の取扱いについては、各町がこれまで実施してきた諸事業の実績
を踏まえ、新市に引き継ぐことを原則とする。　また、障害者福祉計画については、
新市において策定する。

川 薩 地 区

障害者福祉事業については、国等の制度に基づき実施している事業は、引き続き推
進するとともに、障害者の自立と社会参加にかかる事業等は、統合又は再編し充実
に努めるものとする。個別調整方針案については、次のとおりとする。
１、現行のまま新市へ引き継ぐ。
　①障害児育成会補助　　　②身体障害者・知的障害者相談
　③成年後見制度利用支援事業
２、川内市の例により合併時までに調整し、新市と同時に施行する。
　①障害者保健指導　　　②手話奉仕員派遣　　　③手話奉仕員養成事業
　④身体障害者自動車運転免許取得費助成
　⑤身体障害者用自動車改造費助成　　　⑥点字、声の広報等発行事業
　⑦障害児デイサービス事業　　　⑧朗読奉仕員養成事業
３、合併時に、新たに制度等を制定する。
　①福祉巡回バス運行事業　　　②福祉タクシー助成事業
４、新市に移行後、速やかに調整する。
　①障害者団体の育成
５、新市に移行後も当分の間現行のとおりとし、随時調整する。
　①身体障害者スポーツ大会　　　②心身障害者の集い

薩摩東部地区

福祉関係事業のうち，国又は県が定めている制度については，その制度の要綱等
に準拠しながらサービスの充実に努める。
２．障害者福祉事業
（１）重度心身障害者医療費助成事業，身体障害者（児）短期入所事業，重度身体障
害者（児）日常生活用具給付事業，精神障害者地域生活援助事業及び精神障害者
居宅介護支援事業については，３町差異がないため現行のとおりとする。
（２）障害者計画については，合併後新町において新たに策定する。
（３）進行性筋萎縮症療養等給付事業については，薩摩町の例により新町において
実施する。
（４）知的障害者デイサービス事業，心身障害児通園事業及び障害者ふれあい事業
については，宮之城町の例により新町において実施する。

吉松町・栗野町
１．障害者福祉計画ついては、新町において新たに策定する。
２．各種障害者福祉事業については、現行のとおり新町に引き継ぐ。
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協議第 46 号【協定項目 44】  
 

 

勤労者・消費者関連事業について 

 

 

 

 勤労者・消費者関連事業について，次のとおり提案する。 

 

 

 

  勤労者・消費者関連事業については，消費者行政，雇用促進対策及び労働関係機関

との連絡協調について，現行のまま新町に引継ぐものとし，引き続き勤労者の支援及び

消費者保護の観点から施策等の推進に努める。 

 

 

 

 

 

  平成１６年６月２３日提出 

 

 

肝 属 合 併 協 議 会           

会長  倉岡 哲哉 
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協定項目 関係項目

調整方針

事 務 事 業 名

1.消費者行政 ○特段の調整を要
せず現行どおり新
町に引き継ぐ。

44.勤労者・消費者関連事業

　 勤労者・消費者関連事業については，消費者行政，雇用促進対策及び労働関係機
関との連絡協調について，現行のまま新町に引継ぐものとし，引き続き勤労者の支援
及び消費者保護の観点から施策等の推進に努める。

【目的】
町民の消費者生活安定及び向
上を目指し、悪質な販売等の
消費者トラブルを防止する
【業務内容】
クーリングオフ制度の周知、
マイライフかごしまの送付及
び消費者が相談にきた場合の
対応。

【目的】
町民の消費者生活安定及び向
上を目指し、悪質な販売等の
消費者トラブルを防止する
【業務内容】
クーリングオフ制度の周知、
マイライフかごしまの送付及
び消費者が相談にきた場合の
対応。
くらしの相談員
国民生活モニター

『関　連　事　項』
金融広報奨励補助事業
【補助対象】
1．金融に関する広報及び消費
者教育活動
2．金融学習グループの指導及
び育成
3．関係会議の開催その他金融
広報活動に関する事業
上記事業を行う市町村が対象
【金融学習グループ】
チューリップの会

【活動内容】
年約3回程度の学習会を開催。
貯蓄生活設計（一般）推進員
を招き開催している。

肝属合併協議会の調整内容

具体的調整内容
内 之 浦 町 高 山 町

現　　　　　　　　　　　　　　　況
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事 務 事 業 名

2.雇用促進対策
（緊急雇用対策） ○現行どおり新町

に引き継ぐ。

○不法廃棄物投棄対策事業
【目的・内容】
同左

【新規雇用者数】
2人×6ヶ月（22日/月）
【事業費】2,344,000円

具体的調整内容
内 之 浦 町 高 山 町

現　　　　　　　　　　　　　　　況

緊急地域雇用創出特別基金事
業
○果樹産地活性化事業
【目的】
町特産品である果樹の生産振
興を図るため，専門知識に通
じた果樹担当の営農技術員を
雇用し，産地の活性化を図
る。
【内容】
・果樹営農指導員の配置
・果樹園実態調査
・果樹関係会議等への出席
・町農業概要資料作成
【新規雇用者数】
2人×5ヶ月（15～17日/月）
【事業費】 1,445,000円

緊急地域雇用創出特別基金事
業
○住民利用施設用地清掃事業
【目的】
町有財産で一般住民が利用す
る施設の用地は、管理が行き
届かず荒廃しているところが
多い。そこで除草等を行い町
内の美化に寄与し、住民の施
設利用を促したい。
【内容】
・町有地の草刈り作業等
【新規雇用者数】
4人×4ヶ月（20日/月）
【事業費】1,792,000円

○不法投棄廃棄物対策事業
【目的・内容】
町内の不法に放置された廃棄
物の場所等を明らかにする
「ごみマップ」の作成を行
い，その撤去を進めると共に
環境の美化に資する。
【内容】
・不法廃棄物の場所等を明ら
かにする「ごみマップ」の作
成
・放置された廃棄物の撤去と
処分場への運搬
・不法投棄防止のため、町内
の定期的な巡回
【新規雇用者数】
4人×6ヶ月（1～22日/月）
【事業費】 2,089,500円
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事 務 事 業 名

3.労働関係機関
との連絡協調

○現行どおり新町
に引き継ぐ。

【目的】
　鹿屋公共職業安定所管内に
おける職業安定機関、地方公
共団体及び経済団体等の間の
雇用問題に関する相互連携を
強化し、もって、公共職業安
定所管内における雇用失業情
勢の迅速な把握及び対応及び
各種雇用対策の充実及び円滑
な推進による、労働力需給調
整機能の増進を図る。

【構成員】
垂水市・鹿屋市・肝属郡９
町・及びその商工会議所、商
工会・鹿屋地区雇用開発協
会・鹿屋高等技術専門校・鹿
屋公共職業安定所

【目的】
　同左

【構成員】
垂水市・鹿屋市・肝属郡９
町・及びその商工会議所、商
工会・鹿屋地区雇用開発協
会・鹿屋高等技術専門校・鹿
屋公共職業安定所

○鹿屋公共職業安定所雇用対
策推進協議会
○パートタイム労働連絡会議
○労働問題懇話会

現　　　　　　　　　　　　　　　況
具体的調整内容

内 之 浦 町 高 山 町
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協議第 47 号【協定項目 45】  
 

 

建設関係事業について 

 

 

 建設関係事業について，次のとおり提案する。 

 

 

 

 １ 建設関係事業の取扱い 

 （1）道路・河川台帳、水防施設等及び法定外公共物管理については、現行のとおり新

町に引き継ぐものとし、町道の路線認定基準については新町において調整するもの

とする。 

 （2）町道・橋梁・港湾工事（負担金）に係る費用については、新町に引き継ぐ。 

 （3）道路及び橋梁維持管理については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。な

お、道路維持補修班（草刈・舗装補修等）については、合併後当分の間、現体制を

維持し、新町において、新たな維持管理体制を整備する。 

 （4）道路・河川占用料等については、合併時に新たに設定する。 

 （5）入札制度、指名委員会については、合併までに統一する。 

 

 ２ 都市計画の取扱い 

 （1）都市計画区域等については、現行都市計画区域を引き継ぎ、新町において見直し

を行う。 

 （2）都市計画審議会は、新町において新たに設置する。 

 （3）都市計画マスタープラン、緑のマスタープランについては、現行のとおり新町に

引き継ぎ、新町において見直しを行う。 

 （4）都市計画道路事業は、現行のとおり新町に引き継ぎ、新町において新たに策定す

る。 

 

 

 

 

 

  平成１６年６月２３日提出 

 

肝 属 合 併 協 議 会           

会長  倉岡 哲哉 
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関係項目

　現行のとおり新町に引き継ぐ。

　幹線道路（１・２級）の路線変更
は、国への報告義務がある。（国
の承認は要らない）
幹線道路の路線変更の場合
は、国はその1本だけでは認め
ず、すべての路線の見直しが求
められる。
　また、交付税の算定には１・２
級の区別は関係しないため、合
併したとしてもすぐ路線変更する
例はない。
　合併後１０年間は旧町での算
定が必要なので、逆に変更を行
うと路線がわかりづらくなる。
　内之浦町と高山町を結ぶ町道
は無い。
　以上のような理由から、両町の
路線の名称･番号も変更せずに
そのまま新町に引き継ぐこととす
る。

例：
　路線の区分のためには、単純
に旧町の頭文字をつけて区分
する。
内２３号線、高２３号線・・・・
ただし、呼称としての区分だけし
かできない。正式な名称の変更
は全体の見直し後になる。

【町道種別延長】
　　　　　　　　平成15年4月1日現在
①１級　　　　６路線
　　　（総延長　　１２，７３１ｍ）
②２級　　　　５路線
　　　（総延長　　　９，８５２ｍ）
③その他　　７７路線
　　　（総延長　　７８，７２４ｍ）
　計 （総延長　１０１，３０７ｍ）

【改良済延長（改良率）】
①１級　　　　１２，６７５ｍ（ 99.6％）
②２級　　　　　９，８５２ｍ（100.0％）
③その他　　４０，８１０ｍ（ 52.2％）
　計　　　　　 ６３，３３７ｍ（ 62.8％）

【舗装済延長（舗装率）】
①１級　　　　１２，７２１ｍ（100.0％）
②２級　　　　　９，６８０ｍ（ 98.3％）
③その他　　４４，３２５ｍ（ 56.6％）
　計　　　　　 ６６，７２６ｍ（ 66.2％）

【橋　梁　数】
①１級　　　　　７橋　　　２２４ｍ
②２級　　　　　２橋　　　　５９ｍ
③その他　　３２橋　　　４７７ｍ
　計　　　　　 ４１橋　　　７６０ｍ

【町道種別延長】
　　　　　　　　　平成15年4月1日現在
①１級　　　１４路線
　　　（総延長　　３１，５５０ｍ）
②２級　　　　９路線
　　　（総延長　　３０，９５７ｍ）
③その他　１６６路線
　　　（総延長　１４５，７６８ｍ）
　計 （総延長　２０８，２７５ｍ）

【改良済延長（改良率）】
①１級　　　　２６，４５４ｍ（ 84.5％）
②２級　　　　２９，５１２ｍ（ 96.4％）
③その他　１００，４７０ｍ（ 72.2％）
　計　　　 　１５６，４３６ｍ（ 77.8％）

【舗装済延長（舗装率）】
①１級　　　　３０，９０４ｍ（ 98.7％）
②２級　　　　３０，６２９ｍ（100.0％）
③その他　１２５，７１２ｍ（ 90.3％）
　計　　 　　１８７，２４５ｍ（ 93.1％）

【橋　梁　数】
①１級　　　　１８橋　　　２２２ｍ
②２級　　　　１９橋　　　１７２ｍ
③その他　　６３橋　　　７１６ｍ
　計　　　 　１００橋　１，１１０ｍ

協 議 項 目

1-(1)-①
1級・2級・その他町
道の概要

肝属合併協議会の調整内容

協 定 項 目

調 整 方 針

内 之 浦 町 高 山 町

４５　　建設関係事業の取扱い

１　建設関係事業の取扱い
（１）道路・河川台帳、水防施設等及び法定外公共物管理については、現行のとおり新町に引き継ぐものと
し、町道の路線認定基準については新町において調整するものとする。
（２）町道・橋梁・港湾工事（負担金）に係る費用については、新町に引き継ぐ。
（３）道路及び橋梁維持管理については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。なお、道路維持補修班
（草刈・舗装補修等）については、合併後当分の間、現体制を維持し、新町において、新たな維持管理体制
を整備する。
（４）道路・河川占用料等については、合併時に新たに設定する。
（５）入札制度、指名委員会については、合併までに統一する。

２　都市計画の取扱い
（１）都市計画区域等については、現行都市計画区域を引き継ぎ、新町において見直しを行う。
（２）都市計画審議会は、新町において新たに設置する。
（３）都市計画マスタープラン、緑のマスタープランについては、現行のとおり新町に引き継ぎ、新町において
見直しを行う。
（４）都市計画道路事業は、現行のとおり新町に引き継ぎ、新町において新たに策定する。

現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況
調整の具体的内容
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内 之 浦 町 高 山 町

現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況
調整の具体的内容

1-(1)-②
道路法による新規道
路の認定基準

協 議 項 目

1-(1)-③
河川維持管理事業

◆台帳あり
　◇河川現況台帳：未整備
◆準用河川
①広瀬川水系牧川       　800ｍ
②広瀬川水系乙田川　 1,200ｍ
③広瀬川水系江平川 　1,000ｍ
④広瀬川水系磯道川    　700ｍ
⑤久保田川水系姫門川1,000ｍ
⑥単独水系　水尻川　    500ｍ
⑦単独水系　小野川    　600ｍ
⑧単独水系　塩入川    　800ｍ
　 　　計　   　8　　     　 6,600ｍ

◆台帳あり
　◇河川現況台帳：未整備
◆準用河川
①肝属川水系大平川    　850ｍ
②肝属川水系北谷川　    600ｍ
③肝属川水系尾牟礼川1,200ｍ
④肝属川水系栗山川　 1,700ｍ
⑤肝属川水系前下川　 1,650ｍ
　 　　計　　　5　　　    　 6,000ｍ

　河川維持管理事業は、現
行のとおり新町に引き継ぐ。
河川台帳は、合併後に新町
において整備する。

　新規道路の認定（道路法第8条）に
あたっては、下記条件等を考慮し認
定している。

①内之浦町の区域内にある道路であ
ること。
②集落と主要公益的施設・主要な生
産場所を結ぶ道路であること。
③集落を相互に連絡する道路である
こと。
④集落の環境整備をするに必要な
道路であること。
⑤その他町長が必要と認めた道路。
⑥道路延長は概ね５０ｍ以上とする。

　新規道路の認定（道路法第8条）に
あたっては、下記条件等を考慮し認
定している。

①高山町の区域内にある道路である
こと。
②集落と主要公益的施設・主要な生
産場所を結ぶ道路であること。
③集落を相互に連絡する道路である
こと。
④集落の環境整備をするに必要な
道路であること。
⑤その他町長が必要と認めた道路。
⑥道路延長は概ね５０ｍ以上とする。

　新町において新たな基準を
策定する。

◆水防関連業務
　高山町には、一級河川肝属川水系
肝属川、高山川をはじめ準用河川の
５河川が流れている。
　梅雨期並びに台風等による大雨に
より各河川の水位が上昇し水防の必
要が重要であり情報の収集と水防活
動が町民の生命と財産の安全のため
大変重要となっている。
　①水防業務
　②水防倉庫の管理
　
◆樋門及び陸こう門管理
　○国土交通省管理
　　　　３６基（４５名）
　○鹿児島県管理
　　　　　５基（　５名）
　○その他
　　　　　２基（　２名）

　水防業務、樋門及び陸こう
門管理については、現行のと
おり新町に引き継ぐ。

1-(1)-④
水防関連業務

◆水防関連業務
　内之浦町には、二級河川広瀬川・
久保田川をはじめ、準用河川が広瀬
川、久保田川に合流している。
　梅雨期並びに台風等による大雨に
より各河川の水位が上昇し水防の必
要が重要であり情報の収集と水防活
動が町民の生命と財産の安全のため
大変重要となっている。
　①水防業務
　②水防倉庫の管理
　
◆樋門及び陸こう門管理
　○県管理樋門--３樋門
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　1-(1)-⑤
　法定外公共物管
理

①法定外公共物特定作業
　◆外部委託

②基礎となる図面
　◆町保有の地籍数値図面

③図面枚数
　◆２７４枚

④機能の確認
　◆現地調査なし

⑤譲与手続作業の進捗状況
　◆作業期間
　　Ｈ１４年度～１５年度
　◆進捗状況
　　14年度：0.3％
　　15年度：100.0％

⑥申請年度
　◆14年度～15年度

⑦その他
　◆地籍調査：済
　◆管理ソフト：有り

①法定外公共物特定作業
　◆外部委託

②基礎となる図面
　◆町保有の地籍数値図面及び地
籍調査が終わらない地区について
は、税務課の地番現況図面を使用

③図面枚数
　◆２３６枚

④機能の確認
　◆現地調査なし

⑤譲与手続作業の進捗状況
　◆作業期間
　　Ｈ１２年度～１４年度
　◆進捗状況
　　12年度：13.3％
　　13年度：40.0％
　　14年度：100.0％

⑥申請年度
　◆13年度～16年度

⑦その他
　◆地籍調査済：一部済(21.4％)
　◆管理ソフト：有

　現行のとおり新町に引き継
ぐ。

協 議 項 目

◆公共用地売買価格表：有り
◎１㎡当り
　宅　地--15,000円
　　田　--- 3,000円
　　畑　--- 3,000円
　山　林---　300円

◆不動産鑑定依頼：補助事業のみ

◆公共用地売買価格表：有り
◎１㎡当り
　宅　地---2,500円
　　田　--- 1,500円
　　畑　--- 1,500円
　山　林---　600円

◆不動産鑑定依頼：補助事業のみ1-(2)
公共用地取得

内 之 浦 町 高 山 町

現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況
調整の具体的内容

　現行のとおり新町に引き継
ぐ。両町の買収単価が異なっ
ているが、継続路線の用地
取得単価は現行のとおり新
町に引き継ぐが、合併後、新
規に着手する路線等の用地
単価については、固定資産
税評価額等を参考にし、２町
の単価を調整し、新たな買収
単価を決定する。
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　現行のとおり、新町に引き
継ぐ。
　なお、道路維持補修班(草
刈・舗装補修等)について
は、合併後現体制を維持し、
新町において、仕組を調整し
て、支所に維持班の常駐を
念頭にした新たな維持管理
体制を整備する。

◆道路・河川占用料
　無し

◆指名願い--------2年有効

◆指名委員会状況
　・資格審査会------有り
　
◆入札関係情報公開
　・入札契約に係る情報の公表
　　要領--------有り
　・入札結果等の公表要領-有り
　　入札結果　250万円以上の
　　　　　　　工事契約
　・予定価格の事前公表--無し

◆建設業者の格付運用
　①土木
　・格付--Ａ～Ｂまで２段階
　②建築
　・格付けなし

◆指名停止処分要
　・指名停止---有り

　道路・河川占用料を合併
時、新たに設定する。

◆指名願い--------2年有効

◆指名委員会状況
　・資格審査会------有り
　
◆入札関係情報公開
　・入札契約に係る情報の公表
　　要領--------有り
　・入札結果等の公表要領-有り
　　入札結果　250万円以上の
　　　　　　　工事契約
　・予定価格の事前公表--無し

◆建設業者の格付運用
　①土木
　・格付--Ａ～Ｄまで４段階
　②建築
　・格付--Ａ～Ｃまで３段階

◆指名停止処分要綱
　・指名停止---有り

　合併までに調整する。

内 之 浦 町 高 山 町

現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況
調整の具体的内容

1-(5)
入札･指名委員会関
係

1-(3)
道路・橋梁等維持管
理

協 議 項 目

1-(4)
道路・河川占用料等

◆町道等の維持管理内容
　・草刈作業
　・舗装補修(ﾚﾐﾌｧﾙﾄ)
　・支障木及び危険木伐採
　・側溝浚渫（集落内を除いた）
    及び蓋版等の補修

◆作業員
　・臨時職員：５名（女性）

◆車両等
　・ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ：４ｔ車　　１台

◆町道等の維持管理内容
　・草刈作業
  （集落内を除いた町道及び林道）
　・舗装補修(ﾚﾐﾌｧﾙﾄ)
　・支障木及び危険木伐採
　・側溝浚渫（集落内を除いた）
    及び蓋版等の補修
　・農道及び林道等の路盤整地
    砕石散布
　・ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装路盤工事

◆作業員
　・現業職員：２名（男性）
　・臨時職員：３名（男性）
　　(運転手)
　・作業員　：３名（男性）
　
◆車両等
　・ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ：4t車　  １台
　・ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ：2t車　  ３台
　・ﾀｲﾔｼｮﾍﾞﾙ(大型)： １台
　・ﾀｲﾔｼｮﾍﾞﾙ(小型)： １台
　・ﾄﾗｸﾀｰ(草払機) ：  １台

◆道路・河川占用料
　無し
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 都市計画区域は、現行のと
おり新町に引き継ぐが、合併
後新町において見直しを行
う。

　都市計画道路は、現行のと
おり新町に引き継ぐが、合併
後新町において新たに策定
する。

　都市計画マスタープラン・
緑のマスタープランは、現行
のとおり新町に引き継ぐが、
合併後に新町において見直
しを行う。

　都市計画審議会は、合併
後新町において新たに設置
する。

◆都市計画区域無し ◆都市計画区域
　・高山都市計画
　・当初指定年月日--S32.12.28
　・区域区分---未線引
　・区域面積---1263.0ha
　・用途地域--- 162.6ha
　・都市計画道路
　　　　11路線--9.41㎞
　　①高山中央線
　　②高山駅通線
　　③上之原通線
　　④島畑通線
　　⑤唐人町通線
　　⑥屋治通線
　　⑦前田通線
　　⑧高山停車場線
　　⑨宮前通線
　　⑩十文字馬場通線
　　⑪平田通線
  ・都市計画公園
　　　　３箇所--42.51ha
　　①福留公園------0.21ha
　　②丸岡公園------1.30ha
　　③大隅広域公園--41.0ha
  ・都市計画マスタープラン
　　　策定済み
・都市計画審議会条例
　　　有り

2
都市計画区域

協 議 項 目
内 之 浦 町 高 山 町

現　　　　　　　　　　　　　　　　　　況
調整の具体的内容

（市町村道の意義及びその路線の認定）
第８条　第３条第４号の市町村道とは、市町村の区域内に存する道路で、市町村長がその路線を認
定したものをいう。

２　市町村長が前項の規定により路線を認定しようとする場合においては、あらかじめ当該市町村の
議会の議決を経なければならない。

３　市町村長は、特に必要があると認める場合においては、当該市町村の区域をこえて、市町村道
の路線を認定することができる。この場合においては、当該市町村長は、関係市町村長の承諾を得
なければならない。

４　前項後段の場合においては、関係市町村長は、当該市町村の議会の議決を経なければ承諾を
することができない。

５　前項の承諾があつた場合においては、地方自治法第244条の３第１項の規定の適用について
は、同項に規定する協議が成立したものとみなす。

関係法令

●道路法
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県内の先進事例

協 議 会 名 内 容

日 置

1　建設関係事業の取扱いについては、新市において実施計画を策定し、計画的に実施
する。継続事業については、新市においても引き続き実施する。
2　町道については、市道として新市に引き継ぐ。また、新市の道路認定基準について
は、合併時までに調整する。
3　道路、河川の維持管理事業については、当面現行のとおり引き継ぎ、新市において
調整する。
4　砂防及び急傾斜地崩壊対策等事業の受益者負担金については、東市来町ほか 3 町
の例によることとする。ただし、町が実施する砂防及び急傾斜地崩壊対策事業につい
ては、1戸当たりの負担金の限度額を設けることとし、限度額については合併時までに
調整する。
5　公営住宅の維持管理については、新市に引き継ぎ、負担公平の原則により適正な維
持管理に努める。
6　新市における都市計画区域及び用途区域については、新市において検討する。
7　現在実施している都市計画事業等については、新市に引き継ぎ、実施する。
8　整備予定の都市計画事業等については、関係機関と調整の上、検討する。

川 薩 地 区

1、市町村道については、現行のまま新市に引き継ぎ、市道の認定基準については、合
併時に、川内市の例により調整する。
2、公営住宅については、現行のまま新市に引き継ぎ、今後の建設計画については、新
市に移行後、速やかに調整する。
3、都市計画区域や地域地区、都市施設等の都市計画については、現行のまま新市に引
き継ぎ、都市計画審議会については、新市において新たに設置する。
4、都市計画マスタープランについては、県が定める都市計画区域マスタープランは、
現行のまま新市に引き継ぎ、市町村マスタープランは、新市に移行後、速やかに調整
する。
5、土地区画整理事業の今後の調査・計画等については、新市に移行後、速やかに調整
する。

薩 摩 東 部 地 区

１．建設関係事業については、新町建設計画に基づき計画的に実施し、継続事業につ
いては、新町においても引き続き実施する。
２．町道等の維持管理については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。　　な
お、道路維持補修班については、合併後現体制を維持し新町において調整する。
３．里親管理制度及び道路・河川清掃活動表彰制度については、宮之城町の例により
新町において実施する。
４．草刈委託及び町単独災害復旧事業については、薩摩町の例により新町において実
施する。
５．町道路線認定基準については、別表１のとおりとする。
６．町が事業主体の急傾斜地崩壊対策事業受益者負担金については、合併時鶴田町の
例により統一し、平成１７年度から適用する。
７．都市計画事業については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。
８．公営住宅及び特定公共賃貸住宅については、現行のとおり新町に引き継ぐものと
する。
９．住宅マスタープラン及び公営住宅ストック総合改善事業計画については、合併後
新町において新たに策定する。
10．高齢者住宅整備計画については、合併後新町において調整する。

南 隅 地 域

建設関係事業の取扱いについては、次のとおりとする。
1　4 町の認定道路及び河川等については、現行のまま新町に引き継ぐ。
2　道路占用許可事務については、道路法第3 2 条に基づき合併時までに調整する。
3　河川占用許可事務については、現行のまま新町に引き継ぐ。
4　町道の道路認定基準については、現行のまま新町に引き継ぐ。
5　町道・河川の維持・管理については、田代町の例による。
6　急傾斜対策事業については、現行のまま新町に引き継ぐ。
7　用地・補償費等については、 当分の間、現行のとおりとし、新町において調整す
る。
8　都市計画区域は、現行のまま新町に引継ぎ、新町において調整する。
9　入札制度及び指名審査会等の要綱・要領等については、合併時に統一する。
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協議第 48 号【協定項目 46】  
 

 

学校教育事業について 

 

 

 

 学校教育事業について，次のとおり提案する。 

 

 

 

  学校教育事業については，以下のとおりとする。 

 １．私立幼稚園就園援助費補助金交付事業については，現行のとおり国の基準に従い

実施する。 

 ２．学校給食事業については，現行のとおり新町に引き継ぐ。 

 ３．要保護・準要保護児童生徒の就学援助については，現行のとおり新町に引き継ぐ。 

 ４．奨学金貸付事業については，合併時に一元化（再編）する。 

 ５．スクールバス運行業務については，現行のとおり新町に引き継ぐ。 

 ６．准看護学校については，現行のとおり新町に引き継ぐ。 

 

 

 

 

 

  平成１６年６月２３日提出 

 

 

肝 属 合 併 協 議 会           

会長  倉岡 哲哉 
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協定項目

調整方針

内之浦町 高山町

私立幼稚
園就園奨
励費補助
金交付事
業

交付なし

【事業目的】
私立幼稚園の設置者が，家庭の所得状況に応じ
て保育料等の減免を行う場合に補助金を交付す
る。
【対象者】
高山町に住所を有する幼児の在園する私立幼稚
園の設置者で，入園料及び保育料を幼児の保護
者に対し下記により減免している者。
【補助限度額】
・市町村民税非課税世帯（生活保護世帯含む）
  第1子136,800第2子178,000第3子以降220,000
・市町村民税所得割非課税世帯
  第1子104,200第2子155,000第3子以降207,000
・市町村民税所得割課税額8,800円以下
  第1子 79,900第2子138,000第3子以降197,000
・市町村民税所得割課税額102,100円以下
  第1子 56,100第2子122,000第3子以降187,000
・在園する全幼児　16,300
【補助率】
国　３分の１以内

現行のとおり

内之浦町では
現在交付して
いないが新町
においては国
の基準に従い
実施する。

学校給食
事業

【学校給食】
(1)完全給食・・・週５回
(2)調理方式・・・共同調理場ドライ方式
(3)給食費徴収方法・・・口座振替
　 ①小学校　月3,300円／人×11ヶ月
　 ②中学校　月3,900円／人×11ヶ月
(4)実施場所・・・教室
(5)物資購入方法
　町内並びに町外業者を公募により募り，運営
委員会にて選定。その後物資売買基本契約等を
結び，安定供給並びに適正価格の維持等努める
業者より見積書を徴し購入。
【給食調理員】
(1)共同調理場・・・11名（うち臨時7名）
【附属機関】
　学校給食の総合的検討機関として次の委員会
を置く。
【名称】内之浦町学校給食運営審議会
【目的】小・中学校児童生徒の健康管理及び栄
養バランスのとれた食事のあり方や，「食」に
対する意識の高揚及び「食」についての衛生管
理など実践的態度の育成を図り，心身ともに健
康で安全な生活を送るために，給食の充実発展
とその運営の円滑を図ることを目的とする。

【学校給食】
(1)完全給食・・・週５回
(2)調理方式・・・共同調理場ドライ方式
(3)給食費徴収方法
　 ①小学校　月3,400円/人×11ヶ月
　 ②中学校　月4,000円/人×11ヶ月
(4)実施場所・・・教室
(5)物資購入方法
　　　町内及び町外業者から指定額を徴し，運
営委員会にて選定。その後物資売買本契約等を
結び，安定供給並びに適正化価格の維持と努め
る。
(6)献立作成
　　　　高山町学校給食センターにて決定。

【職員】
　　　所長　　　　　　　１名
　　　運転手　　　　　　１名
　　　共同調理場　　　　２名
　　　事務臨時職員　　　１名
　　　調理場臨時職員　１０名

現行のとおり

合併すると内
之浦町の給食
センターと高
山町の給食セ
ンターと2箇所
になるが配送
経路，時間等
を考慮すると
一つにまとめ
るのは無理が
あるので当分
の間現行のと
おりとする。

肝属合併協議会の調整内容

４６　学校教育事業
学校教育事業については，以下のとおりとする。
１.私立幼稚園就園援助費補助金交付事業については，現行のとおり国の基準に従い実施す
る。
２.学校給食事業については，現行のとおり新町に引き継ぐ。
３.要保護・準要保護児童生徒の就学援助については，現行のとおり新町に引き継ぐ。
４.奨学金貸付事業については，合併時に一元化（再編）する。
５.スクールバス運行業務については，現行のとおり新町に引き継ぐ。
６.准看護学校については，現行のとおり新町に引き継ぐ。

協議項目
現　　     　　況

具体的調整内容
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内之浦町 高山町

要保護・
準要保護
児童生徒
の就学援
助

【事業の目的】
　児童・生徒の家庭が経済的理由によっ
て，就学困難と認められる場合に，学校必
要経費の一部を補助し，就学環境を支援す
る。

【概要】
1 支給対象となる経費項目と支給時期
・学用品費等　　　年３回（各学期末）
・新入学学用品費　年１回（1学期末）
・修学旅行費　　　年１回（実施学期末）
・学校給食費　　　年３回（各学期末）
・医療費　　医療券交付に基づきその都度
2 支給金額
　国の補助基準単価に同じ
3 平成14年度末の支給対象児童・生徒数
・小学校22名（全児童の9.44%）
・中学校14名（全生徒の9.59%）

【事業目的】
経済的理由によって児童生徒が就学困難と
認められる場合に，学用品費等の一部を補
助する。

【概要】
1 支給区分と支給時期
・学用品費等　　　年３回（各学期末）
・新入学学用品費　年１回（１学期末）
・修学旅行費　　　年１回（実施学期末）
・学校給食費　　　年３回（各学期末）
・医療費　　　　　随時
2 支給金額
国の補助基準単価に同じ
3 平成14年度の支給対象児童生徒数
小学校　58人（6.60％）
中学校　46人（8.60％）

現行のとおり

奨学金貸
付事業

●普通奨学生
【目的】
　高校,高専及び大学に在学している者，また
は入学見込みの者で，品行方性，学業優秀で学
資支弁が困難であり保護者が本町に居住してい
る者に奨学金を貸しつけ，有用な人材を育成す
る。
【貸し付け金概要】
・高等学校・高等専門学校　　月額1万円
・大学　　　　　　　　　　　月額1万6千円
【貸し付け期間】
・請願後，教育委員会で決定の翌月から就業期
間までの間で，各学期に貸し付け
【出願手続き】
・奨学請願書・奨学生推薦調書
●特別奨学生
【目的】
　高校,高専及び大学に在学している者，また
は入学見込みの者で，特に学業及び人物が優秀
と認められる者で学資に恵まれず，保護者が本
町に居住している者奨学金を給与し，有用な人
材を育成する。
【給与金概要】
・高等学校・高等専門学校　　月額6千円
・大学　　　　　　　　　　　月額6千円
【給与期間】
・請願後，教育委員会で決定の翌月から就業期
間までの間で，年2回給与する。
・4月～9月を6月に，10月～3月を2月に給与す
る。
【出願手続き】
・奨学請願書・奨学生推薦調書
・毎年度末に成績証明書を提出する。

【目的】
　優秀な大学・高校生徒が経済的理由に
よって就学が困難な者に奨学金を貸しつ
け，有用な人材を育成する。

【貸し付け金概要】
・高等学校　　　月額8千円
・高等専門学校　月額1万5千円
・大学　　　　　月額1万5千円

【貸し付け期間】
・請願後，教育委員会で決定の翌月から就
業期間までの間で，各学期に貸し付け

【出願手続き】
・奨学請願書
・奨学生推薦調書
・在学証明書
・成績証明書

合併時一元化
（再編）

貸付方法，貸
付金額等に差
異があるので
合併までに検
討し一元化を
図る。

スクール
バス運行
業務

【目的】
　内之浦町立小串・津代・宮原・船間小学
校廃校に伴い小串，津代，宮原，船間地区
の児童の通学手段

【事業概要】
　マイクロバス（6人乗り）2台
　運転手委託契約2人

【目的】
　高山町有明地区，大窪，本城地区の遠距
離地区の児童生徒の通学手段

【事業概要】
　マイクロバス（25人乗り）1台，代替2名
　運転手　臨時雇用2人

現行のとおり

協議項目
現　　     　　況

具体的調整内容
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内之浦町 高山町

なし

【事業の目的】
　保健師助産師看護師法に規定する准看護
師になるために必要な知識及び技術を修得
させ、地域の医療福祉に貢献しうる有能な
人材を育英する事を目的とする。

【施設】
  昭和43年4月1日設立
  鉄筋コンクリート2階建て
　敷地面積  1,422.65㎡
  建物面積    420.00㎡
  高山町前田1151番地の１

【概要】
１．定員    50名
    平成16年4月1日現在生徒数  45名
      1年生  25名
      2年生  20名
２．職員数  6名
    校長、事務長、教務主任、主任、実習
指導者2名
３．学費
    入学料  2,000円
    授業料  4,000円／月
４．運営
    募集については、毎年10月（中学校）
と7月(高校）に学校訪問する。また、6月
頃各市町村の広報に記載してもらう。

現行のとお
り，新町に引
き継ぐ。

【運営補助金】
　平成15年度運営補助金    1,850千円
         　　　 串良町　　　500千円
　　　　  　　  東串良町　　500千円
　　　　　　　　吾平町　　　500千円
　　　　　　　　内之浦町　　350千円

【授業】
  基礎科目(国語,英語,数学等)105時間
  専門基礎科目              385時間
  専門科目(基礎看護など)    665時間
  臨地実習                  735時間
  合計                    1,890時間
  毎週月曜日から金曜日まで(6時間授業)

准看護学
校

協議項目
現　　     　　況

具体的調整内容
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学校教育関係の取扱いに関する法令（条文等抜粋） 
 

●学校教育法（昭和２２年法律第２６号） 

（学校の設置者） 
第２条 学校は、国、地方公共団体および私立学校法第３条に規定する学校法人（以下学校法

人と称する。）のみが、これを設置することができる。 
２ 省略 

 
第３条 学校を設置しようとする者は、学校の種類に応じ、文部科学大臣の定める設備、編制

その他に関する設置基準に従い、これを設置しなければならない。 

 
第４条 国立学校、この法律によって設置義務を負う者の設置する学校及び都道府県の設置す

る学校（大学及び高等専門学校を除く。）のほか、学校（高等学校（中等教育学校の後期課程

を含む。）の通常の課程（以下全日制の課程という。）、夜間その他特別の時間または時期に

おいて授業を行う課程（以下定時制の課程という。）及び通信による教育を行う課程（以下通

信制の課程という。）、大学の学部、大学院及び大学院の研究科並びに第69 条の２第２項の大

学の学科についても同様とする。）の設置廃止、設置者の変更その他政令で定める事項は、次

の各号に掲げる学校の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める者の認可を受けなければならな

い。 

1．公立又は私立の大学及び高等専門学校文部科学大臣 

2．市町村の設置する高等学校、中等教育学校、盲学校、聾学校、養護学校及び幼稚園都道府県

の教育委員会 

3．私立の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、盲学校、聾学校、養護学校及び幼稚園都

道府県知事 
 

 

●学校給食法（昭和２９年政令第１６０号） 

（義務教育諸学校の設置者の任務） 
第４条 義務教育諸学校の設置者は、当該義務教育諸学校において学校給食が実施されるよう

に努めなければならない。 

 
（国及び地方公共団体の任務） 
第５条 国及び地方公共団体は、学校給食の普及と健全な発達を図るように努めなければなら

ない。 

 
（２以上の義務教育諸学校の学校給食の実施に必要な施設） 
第５条の２ 義務教育諸学校の設置者は、その設置する義務教育諸学校の学校給食を実施する

ための施設として、２以上の義務教育諸学校の学校給食の実施に必要な施設（次条において「共

同調理場」という。）を設けることができる。 
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県内の先進事例

協 議 会 名 内 容

日 置

1　学校教育施設、教員住宅等については、現状のまま新市へ引き継ぐ。
2　学校教育施設整備計画については、平成 16年度においては、現行整備計画を継続し、平
成 17 年度以降は新市において整備計画を策定する。
3　幼稚園・学校給食については、現状のまま新市へ引き継ぐ。
4　奨学金貸与事業については、合併後に再編するものとし、基金額等その内容については、
合併までに調整する。
5　AL（E）T派遣事業については、現状のまま新市へ引き継ぐ。
6　　学校医・学校薬剤師等の委嘱・報酬については、現状のまま新市へ引き継ぎ、新市にお
いて調整の上、統一する。
7　遠距離児童生徒通学費補助については、次のとおりとする。
（1）小学校に通学する児童の遠距離通学費補助、高山地区児童送迎業務委託、幼稚園及び
小・中学校通学バス運行業務については、現状のまま新市へ引き継ぐ。
（2）中学校に通学する生徒の遠距離通学費補助については、次のとおりとする。
　　　【補助対象者】 ・通学のために自転車及び公共交通機関を使用する生徒で、通学距離が
4km以上の中学校生徒の保護者
      【補助金額】　　・新入学生徒 30、000円以内　　・年度途中の２学年編入生徒　20、000円
以内　　・年度途中の３学年編入生徒　　10、000円以内

川 薩 地 区

1、関係市町村内にある小学校、中学校及び幼稚園の設置及び廃止については、現行のまま
新市に引き継ぐ。
2、通学区域については、新市に移行後も当分の間現行のとおりとし、随時調整する。
3、遠距離通学費助成、通学バス運行業務及び特認校制度については、新市に移行後も当分
の間現行のとおりとし、随時調整する。
4、学校給食については、次のとおりとする。
①学校給食施設については、現行のまま新市に引き継ぐ。　　②給食会計については、合併
時に私会計に統一する。　③給食費、食材の購入方法及び給食の配送については、新市に
移行後も当分の間現行のとおりとし、随時調整する。
5、幼稚園については、次のとおりとする。
①入園料　：川内市は当分の閉演行のとおりとし、その他の町村は東郷町の例により合併時
に調整する。その後、随時調整する。　②幼稚園使用料　：新市に移行後も当分の間現行のと
おりとし、随時調整する。　③就園援助　：合併時に川内市の例により調整する。　④保育　：
定員、学級数、受け入れ年齢、保育時間及び預かり保育の実施は、当分の間現行のとおりと
し、随時調整する。
6、要保護・準要保護児童生徒の就学援助については、平成十七年度当初を目処に調整す
る。
7、奨学金支給事業については、平成十七年度当初を目処に新たに制度等を制定する。な
お、現在支給を受けている生徒・学生及び平成十六年度中に支給対象者となるものについて
は現行のとおりとする。

薩 摩 東 部 地 区

１．学校施設整備計画については、現在の整備計画をもとに、合併後新たな整備計画を策定
する。
２．校内ＬＡＮ整備事業については、各町合併時までに整備に努める。ただし、合併までに整
備ができなかった学校については、新町において調整する。
３．奨学資金制度については、薩摩町の例により合併時に統一し、平成１７年度から適用す
る。ただし、宮之城町の例により農業・福祉関係の返還の免除規定を設ける。合併前の貸付
対象者は、本人の意向を尊重し、金額を設定する。
４．幼稚園通園バス運行事業については、現行の区域内とする。
５．学校給食については、現在の施設を活用し、現行のとおり実施する。　また、宮之城町学
校給食共同調理場供用開始後、配送行程、エリア、米飯委託、給食費について調整する。
６．心の教室相談員設置については、教育相談員設置事業に一本化する。なお、中学校に現
行のとおり配置する。教育相談員設置については、心の教室相談員と教育相談員を一本化
し、教育相談員として新町において新たに設置する。小学校の対応については、新町におい
て調整する。
７．要保護・準要保護児童生徒の就学援助については、３町差異がないため現行のとおりと
する。
８．水泳記録会、陸上記録会については、宮之城町の例により新町において実施する。ただ
し、大会参加者は、鹿児島県小学校体育連盟の基準による。また、水泳記録会については、
選抜とする。音楽会については、新町において調整する。
９．小規模校入学特別認可制度については、現行のとおりとする。
10．人権同和教育については、宮之城町の例により新町において実施する。人権同和教育研
究会については、団体の意向を十分踏まえ、合併時に統合できるよう調整に努める。
11．教職員住宅については、現行のとおり新町に引き継ぐものとする。使用料については、現
行のとおりとし、合併後新町において随時調整を図る。
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協議第 49 号【協定項目 49】  
 

 

納税関係事業について 

 

 

 

 納税関係事業について，次のとおり提案する。 

 

 

 

 １．納税組合については，現行のとおりとする。 

 ２．報奨金の対象税目等については，現行のとおりとする。 

 ３．報奨金等については，17 年度から算定基礎等を統一する。ただし，合併年度につ

いては，旧町の例による。 

 

 

 

 

 

  平成１６年６月２３日提出 

 

 

肝 属 合 併 協 議 会           

会長  倉岡 哲哉 
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協定項目 関係項目

調整方針

１　納税組合 組合数 45組合 組合数 164組合 現行どおり

組合員数 2,277人 組合員数 6,852人

２　対象税目等 現行どおり

３　報奨金等

ア　納期限納付

イ　年度内納付 　納　税　成　績 納　　付　　額 件　　数　　割

100% 納付額の1000分の10 納付者１件当たり80円

95％以上99％以下 納付額の1000分の10 納付者１件当たり60円

90％以上94％以下 納付額の1000分の8 納付者１件当たり50円

80％以上89％以下 納付額の1000分の5 納付者１件当たり30円

79％以下 納付額の1000分の3 納付者１件当たり10円

●連続完納報奨金

●納税向上報奨金

区　　　分 向上基本率 支給基準

調定額400万円以上
の組合

２％

向上基本率の２％を
5,000円とし，１％向
上ごとに1,000円を加
算する。

調定額200万円以上
400万円未満の組合

４％以上

向上基本率の４％を
5,000円とし，１％向
上ごとに1,000円を加
算する。

調定額200万円未満
の組合

７％以上

向上基本率の７％を
5,000円とし，１％向
上ごとに1,000円を加
算する。

●口座振替報奨金

●口座振替依頼書
   取扱報奨金

口座振替１税目につき200円

新規口座振替加入者１人につき500円

●年度納税成績
・町税の納付成績が100％の
組合
　　組合員一人につき100円
　　納付金額の１％以内
・町税の納付成績が95％を
超える組合
　　組合員一人につき70円
　　納付金額の0.5％以内
・町税の納付成績が95％を
以下組合
　　組合員一人につき50円
　　納付金額の0.3％以内

●取りまとめ手数料
・納期限前に納付したとき
　　納付書１枚につき５円
　　納付金額の２％以内
・納期限後に納付したとき
　　納付書１枚につき３円
　　納付金額の１％以内

 ２年以上連続完納組合は年数×1,000円

前年より向上した場合，基準により支給
（現年度が80％以下は支給しない。)

・個人町民税普通徴収分
・固定資産税
・軽自動車税
・国民健康保険税

同左

合併後１７年度から算
定基礎等を統一す
る。ただし，合併年度
については，旧町の
例による。

肝属合併協議会の調整内容

納税関係事業については，次のとおりとする。

１．納税組合については，現行のとおりとする。
２．報奨金の対象税目等については，現行のとおりとする。
３．報奨金等については，１７年度から算定基礎等を統一する。ただし，合併年度については，旧町の例
　　による。

協議項目
現　　　　　　　　　　　　　　　　況

具体的調整内容
内之浦町 高山町

４９．納税関係事業
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県内の先進事例

協 議 会 名 内 容

日 置
１　納税組合等に対する完納報奨金等については、廃止する。
２　全期前納報奨金については、廃止する。

指宿地区４市町

1　収納方法、納税通知、口座振替制度については、指宿市の制度を適用する。
　①収納方法：納付組織・口座振替・口座振込・直接納付とする。
　②納税通知：事務嘱託員経由での通知書配布と郵送による通知書送付とする。
　③口座振替制度：取扱税目等を地方税・国民健康保険税・介護保険料（普通徴収）
とし、納税義務者の申請により市町内外居住を問わず制度を利用できる。
2　前納報奨金については、廃止の方向で調整する。
3　軽自動車標識弁償金については、4市町とも相違がないことから、現行のとおり
（200円）
※軽自動車標識弁償金とは原付バイク・耕運機等の市・町で取り扱う車両のナン
バープレートを紛失した場合に支払う弁償金。
4　標識については、新規登録車両のみ交付し、合併前の交付済標識は現行のまま
とする。

薩 摩 東 部 地 区

１．納期前納付報奨金及び納税ほう賞金については、合併時に廃止する。ただし、１
６年度は旧町の例による。
２．口座振替の方法については、３町差異がないため現行のとおりとする。なお、領
収書として口座振替収納済通知書を年１回発行する。
３．督促及び催告については、合併時に宮之城町の例により統一する。

姶 良 中 央
１、個人市民税、固定資産税の前納報奨金については、合併後の平成１７年度から
廃止すること
２、納税組合については、合併後の平成１７年度から廃止すること

曽 於 南 部
１　収納の方法、口座振替制度、督促の方法については、合併までに調整する。
２　納税報奨金については合併時に廃止する。ただし、合併する年度については現
行のとおりとする。

南 隅 地 域
納税貯蓄組合については、現行のとおりとし、奨励金の算出基礎は合併時に統一す
る。
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協議第 50 号【協定項目 50】  
 

 

その他事業について（その１：地籍調査事業） 

 

 

 

 その他事業について（その１：地籍調査事業），次のとおり提案する。 

 

 

 

  地籍調査事業及び地籍調査完了に伴う成果については、新町に引き継ぐ。 

 

 

 

 

 

  平成１６年６月２３日提出 

 

 

肝 属 合 併 協 議 会           

会長  倉岡 哲哉 
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協定項目 関係項目

地籍調査事
業

・着手年度　　　 昭和５２年度 ・着手年度　　　 昭和６１年度

　　　　　　　 　　　　　　　　　　

・完了年度　　　 平成２年度 ・完了予定年度 平成30年度頃

　　　　　　 　　　　　　　　　

・行政区域面積　　　 １７９．３６Ｋ㎡ ・行政区域面積 １２８．７６Ｋ㎡

　　　　　　　 　　　　　　　　　　

・調査計画面積　　　 ４３．９７Ｋ㎡ ・調査計画面積 ６５．２０Ｋ㎡

　　　　　　　　 　　　　　　　　　　

・認証済面積　　　 ６４．１１Ｋ㎡ ・認証済面積 １４．７８Ｋ㎡

　　　　　　　　

・進捗状況　　 完了 ・進捗状況(面積比） 22.67%

肝属合併協議会の調整内容

地籍調査事業及び地籍調査完了に伴う成果については、新町に引き継ぐ。

地籍調査事業

具体的調整内容協議項目
内之浦町 高山町

５０．その他事業

高山町においては、地
籍調査事業第５次１０ヶ
年計画に基づき事業を
推進する。

調整方針

・国土調査法に基づき、土地の物
理的状況について土地所有者の
協力を得て現地調査を実施し、そ
の結果に基づき既存の地籍・地目
等を修正し登記する。

同左 地籍調査事業の完了地
区は、その成果を引き継
ぎ、計画地区について
は新まちでも引き続き実
施する。なお、外部委託
については、新まちにお
いても継続する。

現 　　　　　　　　　況
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関係法令 
 

● 国土調査法 

 

（目的） 

第１条 この法律は，国土の開発及び保全並びにその利用の高度化に資するとともに，

あわせて地籍の明確化を図るため，国土の実態を科学的且つ総合的に調査すること

を目的とする。 

 

（定義） 

第２条の５ 第１項第２号の「地籍調査」とは，毎筆の土地について，その所有者，

地番及び地目の調査並びに境界及び地積に関する測量を行い，その結果を地図及び

簿冊に作成することをいう。 

 

 

先進事例 
 

● 広島県三次市・又三郡・甲奴町合併協議会（平成１６年４月１日 新設合併） 

 

地籍調査事業については，新市に引き継ぐ。 

 

 

● 愛媛県かみうけな合併協議会（平成１６年８月１日 新設合併予定） 

 

地籍調査に係る成果については，現行のまま新町に引き継ぐこととする。 

 

 

● 広島県世羅郡三町合併協議会（平成１６年１０月１日 新設合併予定） 

 

 地籍調査事業については，引き続き新町において実施する。 

 

 

● 兵庫県津名郡５町合併協議会（平成１７年３月３１日 新設合併予定） 

 

地籍調査事業については，新市において全般的に実施する方向で検討する。 

 

 

● 川薩地区法定合併協議会（平成１６年１０月１２日 新設合併予定） 

 

地籍調査事業については，新市で引き続き実施することとし，地籍調査完了に伴う成

果等については，現行のまま新市に引き継ぐものとする。 

 
 



 

 

 

 

 

 

 

【 提 案 事 項 】 
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提案第 31 号【協定項目 34】  
 

 

保育事業について 

 

 

 

 保育事業について，次のとおり提案する。 

 

 

 

 １．内之浦町立北方保育所については、現行のとおり新町に引き継ぐ。 

 ２．子育て支援事業については、現行のとおり新町に引き継ぐ。 

 ３．放課後児童クラブﾞについては、現行のとおり新町に引き継ぐ。 

 ４．一時保育については、現行のとおり新町に引き継ぐ。 

 ５．延長保育については、現行のとおり新町に引き継ぐ。  

 ６．保育料については、高山町の例による。  

 ７．保育所地域活動については、現行のとおり新町に引き継ぐ。 

 

 

 

 

 

  平成１６年７月８日提出 

 

 

肝 属 合 併 協 議 会           

会長  倉岡 哲哉 
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肝属合併協議会の調整内容 
協定項目 ３４．保育事業 関係項目  

調整方針 

1.内之浦町立北方保育所については、現行のとおり新町に引き継ぐ。 
2.子育て支援事業については、現行のとおり新町に引き継ぐ。 
3.放課後児童クラブﾞについては、現行のとおり新町に引き継ぐ。 
4.一時保育については、現行のとおり新町に引き継ぐ。 
5.延長保育については、現行のとおり新町に引き継ぐ。 
6.保育料については、高山町の例による。 
7.保育所地域活動については、現行のとおり新町に引き継ぐ。 

 
現       況 

項  目 内之浦町 高山町 具体的調整内容 

1.保育所・保育園
事業 

【公立】 
内之浦町立北方保育所 
設立年月日： 
昭和４4年 4月 1日 
【建物の状況】 
所在地：内之浦町北方

1817-1 
面積：393.0㎡ 
構造：鉄筋コンクリート造 
一部増築：木造瓦葺平屋建 
所有者：内之浦町 
管理者：内之浦町 
【職員の状況】 
常勤：８人（正規３人、契約

５人） 
非常勤：６人 
定員：45人 
【入所児童数の推移】 
平成 11年度：44人 
平成 12年度：41人 
平成 13年度：43人 
平成 14年度：37人 
平成 15年度：39人 
 
参考 
【私立】 
円通寺保育園 

定  員：60名 
入所人員：47名 

岸良保育園 
定  員：20名 
入所人員：19名 

 
 
 
※入所人員については平

成 16年 4月 1日現在 

【公立】 
なし 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
参考 
【私立】 
高山保育園 

定  員：60名 
入所人員：67名 

恵心保育園 
定  員：60名 
入所人員：62名 

あけぼの保育園 
定  員：60名 
入所人員：61名 

国見保育園 
定  員：60名 
入所人員：62名 

高佑保育園 
定  員：60名 
入所人員：37名 
 

※入所人員については平

成 16年 4月 1日現在 

北方保育所について

は、現行のとおり新町

に引き継ぐ。 
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現       況 
項  目 内之浦町 高山町 具体的調整内容 

2.子育て支援事業 
（子育て支援センタ

ー） 
 
 
 
 
 
 

未実施 【主な事業内容】 
・子育て相談 
・育児サークルの支援と育成 
・遊ぼう会 
・子育てサロン 
・園庭の解放 
 ※ちゃいるどはうす（高山保

育園内）で実施 
国・県・町 各１／３ 

現行のとおり新町に

引き継ぐ。 

3.放課後児童ｸﾗﾌﾞ 未実施 
 

保護者が就労等により，昼

間に家庭にいない小学校低

学年児童の育成・指導に資

するため，児童厚生施設等

を利用して適切な遊び及び

生活の場を与えて，児童の

健全育成の向上を図る。（高

山保育園で実施。） 
※経費負担（補助基本額：

2,729,000円） 
国・県・町 各１／３ 

現行のとおり新町に

引き継ぐ。 

4.一時保育 【目的】 
専業主婦家庭等の育児疲

れの解消，急病や断続的

勤務などによる一時的な保

育を行う。 
（保護者負担金） 
・4時間以上：1日当たり、1
人につき2,000円（給食付） 
・4時間以内：1日当たり、1
人につき 1,000円 

未実施 現行のとおり新町に引

き継ぐものとするが、

実施形態や方法につ

いては、合併後に調

整する。 

5.延長保育 未実施 【事業目的】 
 保護者の就労条件や突

発的な要因により，通常の

保育時間を超えて児童を

保育し，保護者の利便の向

上を図る。 
【概要】 
 延長保育時間 
月～土／18時～19時 
【費用】 
 保育園で日額 100円を徴
収する。 
【経費負担】 
 県 ３／４ 
 町 １／４ 
【実施状況】 
恵心   ７人 
あけぼの ９人 
国見   ７人 
高佑  １２人 
(平成１４年度月平均利用
者） 

現行のとおり新町に引

き継ぐ。 
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現       況 
項  目 内之浦町 高山町 具体的調整内容 

6.保育料 別紙 別紙 高山町の例により統

一する。 
7.保育所地域活動 【事業目的】 

 入園前児童を中心に育児

講座，地域の高齢者を含

め，園児の祖父母との交流

を行い，保育所として福祉活

動推進を図る。 
【概要】 
・ 世代間の交流 
老人福祉施設、介護保険

施設等への訪問、あるいは

これら施設や地域のお年寄

りを招待し、劇、季節的行

事、手作り玩具制作、伝承

遊び等を通じて世代間のふ

れあい活動を行う。 
・地域における異年齢時の

交流 
各保育所入所児童と地域

の児童とが地域的行事、ハ

イキング等の共同生活を通

じて異年齢児との交流を行

う。 
・地域の子育て家庭への育

児講座 
保育所入所児童の保護者

及び地域の乳幼児をもつ保

護者等に対して、育児講座

を開催する。 
対象事業費： 
各事業 250,000円以内 
実施保育所： 
円通寺保育園 
岸良保育園 
国・県・町 各１／３ 

未実施 現行のとおり新町に引

き継ぐ。 

 



保育料算定額表

国 高山町 内之浦町 国 高山町 内之浦町

町民税

【前年度分】

64,000 円以上

所得税 160,000 円未満

【前年分】 160,000 円以上

408,000 円未満

徴収金の特例

・母子、父子世帯

・在宅障害児（者）のいる世帯

・その他町長が特に認める世帯

第２階層 0 0 0 0 0 0

第３階層 18,500 18,500 16,500 15,500 15,500 13,500

・兄弟姉妹入所の世帯

0

9,000

0

6,000

0

6,000

0

7,000

ウ 上記以外の児童

イ ア以外の児童のうち、最も徴収基準額が低い児童
（最も徴収基準額が低い児童が２人以上の場合は、そのうち
１人とする。）

16,500

26,000

19,500

29,000

16,500

27,000

39,00080,000

第５階層 ～ 第７階層

第２階層 ～ 第４階層

３歳未満児

30,000円以上

徴収金基準額

408,000

イ ア以外の児童のうち、最も徴収基準額が高い児童
（最も徴収基準額が高い児童が２人以上の場合は、そのうち
１人とする。）

高山町

実際の徴収額

１／１０額

１／２　額

全　　　額

１／１０額

１／２　額

全　　　額

0

4,000

14,500

25,000

25,000

25,000

25,000

17,500

30,000

30,000

30,000

29,000

30,000

32,000

徴収金基準額

３歳以上児３歳未満児
定　　　義

各月初日の入所児童の属する世帯

階層区分

生活保護世帯第１階層

第７階層

第６階層

第５階層

第４階層

第３階層

第２階層

41,500

58,00036,000

非課税

円未満64,000

課　税

44,500

61,000

34,000

0

9,000

19,500

30,000

ウ 上記以外の児童

ア 最も徴収基準額が高い児童
（最も徴収基準額が高い児童が２人以上の場合は、そのうち
１人とする。）

77,000

内之浦町高山町

ア 最も徴収基準額が低い児童
（最も徴収基準額が低い児童が２人以上の場合は、そのうち
１人とする。）

３歳以上児

国 内之浦町国
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○内之浦町立保育所設置条例 

(設置) 

第 1 条 児童福祉法(昭和 22 年法律第 164 号)第 39 条の規定に基づき、

本町に内之浦町立保育所(以下「保育所」という。)を設置する。 

(保育所の位置、名称及び受託定員) 

第 2 条 保育所の位置、名称及び受託定員は、次のとおりとする。 

(1) 位置 内之浦町北方字天神前 1817 番地の 1 

(2) 名称 内之浦町立北方保育所 

(3) 受託定員 45 人 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(昭和 45 年条例第 28 号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(昭和 60 年条例第 5 号) 

この条例は、昭和 60 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 6 年条例第 16 号) 

この条例は、平成 7 年 4 月 1 日から施行する。 

 

○内之浦町立北方保育所管理規則 

 

(目的) 

第 1 条 この規則は、内之浦町立北方保育所(以下「保育所」という。)

の管理について必要な事項を定めることを目的とする。 

(管理の基本) 

第 2 条 この保育所は、本町の居住者で乳児及び幼児の保護者が労働

又は疾病等の理由によりその乳児又は幼児の保育に欠けると認める

とき、児童福祉法(昭和 22 年法律第 164 号)第 24 条の規定により措置

して保護者にかわって保育する施設であって、その管理に当たっては、

児童に健全な発育と善良な習慣を与えるよう留意することを管理基

本とする。 

(管理) 

第 3 条 保育所は、町長の命を受け、保育所長(以下「所長」という。)

が管理する。 

(職員) 

第 4 条 保育所に次の職員を置く。 

(1) 所長 1 人 

(2) 主任保育士 1 人 

(3) 保育士 4 人 

(4) 書記 1 人 

(5) 調理従事員 1 人 

ただし、保育士の数は、措置児童数の算定基準による。 
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(勤務時間等) 

第 5 条 保育所に勤務する職員の勤務時間は、次に掲げる 3 日間を周

期とし、個々の職員の割振りについては、所長の定めるところによる。 

(1) 午前 7 時 30 分から午後 4 時まで 早出の人 

(2) 午前 8 時 30 分から午後 5 時まで 平常の人 

(3) 午前 9 時から午後 5 時 30 分まで 遅番の人 

2 休憩時間は、次のとおりとし、休憩時間の与え方については、所長

の定めるところによる。 

(1) 午後 1 時から午後 2 時まで 

(2) 午後 2 時から午後 3 時まで 

(職員の職務) 

第 6 条 所長は、上司の命を受け、保育所の事務を掌り、所嘱職員を

指揮監督する。 

2 主任保育士は、所長を補佐し、他の保育士と調和を図り、保育全般

に従事する。 

3 保育士は、保育に従事する。 

4 書記は、事務に従事する。 

5 調理従事員は、給食その他に従事する。 

(所長の専決事項) 

第 7 条 町長は、保育所の業務中、内之浦町役場処務規程(昭和 59 年

規程第 16 号)第 9 条に規定するもののほか、次に掲げる事項を所長に

専決させる。 

(1) 事業計画の作成に関すること。 

(2) 給食材料費の支出負担行為及び検収に関すること。 

(3) 職員の研修及び休暇並びに事務分掌に関すること。 

(4) 職員の服務及び県内出張に関すること。 

(受託時間及び休日) 

第 8 条 受託時間及び休日は、次のとおりとする。ただし、保育上特

に必要があると認めるときは、時間外でも受託することができる。 

(1) 受託時間 

午前 8 時 30 分から午後 5 時まで 

(2) 休日 

ア 日曜日 

イ 国民の祝日に関する法律(昭和 23 年法律第 178 号)の規定によ

る祝日 

ウ 年末年始(12 月 29 日から翌年 1 月 3 日まで) 

(入所) 

第 9 条 保護者が乳児及び幼児を保育所に入所させようとするときは、

保育所入所届を所長に提出しなければならない。 
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(退所) 

第 10 条 保護者は、乳児及び幼児を退所させようとするときは、保育

所退所届を所長に提出しなければならない。 

(入所の制限) 

第 11 条 所長は、次の各号に該当するときは、保護者に連絡し退所さ

せることができる。ただし、保護者から退所届を提出させ、町長の承

認を受けなければならない。 

(1) 入所児童が悪質な疾病にかかり感染のおそれがあると認められ

たとき。 

(2) 他の入所児に悪影響があると認められたとき。 

(3) 保護者が町長の行う保育上の指示に従わないとき。 

(4) その他受託の必要がないと認めたとき。 

(備え付ける簿冊) 

第 12 条 保育所には次の簿冊を備え付けなければならない。 

(1) 歳入簿 

(2) 歳出簿 

(3) 物品購入簿 

(4) 備品消耗品受払簿 

(5) 財産備品台帳 

(6) 保育日誌 

(7) 給食日誌 

(8) 託児出欠簿 

(9) 託児台帳 

(10) 保育指導簿 

(11) 健康診断票綴 

(12) 文書処理件名簿 

(13) その他必要な簿冊 

(文書の取扱処理及び会計処理) 

第 13 条 この規則に定めるもののほか、文書の取扱い、処務及び会計

処理については、内之浦町会計規則(昭和 58 年規則第 1 号)、内之浦

町役場処務規程(昭和 59 年規程第 16 号)その他関係規程による。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行し、昭和 44 年 4 月 1 日から適用する。 

附 則(昭和 57 年規則第 2 号) 

この規則は、昭和 57 年 6 月 1 日から施行する。 

附 則(昭和 60 年規則第 10 号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 2 年規則第 17 号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 5 年規則第 7 号) 

この規則は、公布の日から施行する。 
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児童福祉法 

（保育の実施） 

第 24 条 市町村は、保護者の労働又は疾病その他の政令で定める基準

に従い条例で定める事由により、その監護すべき乳児、幼児又は第

39 条第 2 項に規定する児童の保育に欠けるところがある場合におい

て、保護者から申込みがあつたときは、それらの児童を保育所におい

て保育しなければならない。ただし、付近に保育所がない等やむを得

ない事由があるときは、その他の適切な保護をしなければならない。 

② 前項に規定する児童について保育所における保育を行うこと(以

下「保育の実施」という。)を希望する保護者は、厚生労働省令の定

めるところにより、入所を希望する保育所その他厚生労働省令の定め

る事項を記載した申込書を市町村に提出しなければならない。この場

合において、保育所は、厚生労働省令の定めるところにより、当該保

護者の依頼を受けて、当該申込書の提出を代わつて行うことができる。 

③ 市町村は、一の保育所について、当該保育所への入所を希望する

旨を記載した前項の申込書に係る児童のすべてが入所する場合には

当該保育所における適切な保育の実施が困難となることその他のや

むを得ない事由がある場合においては、当該保育所に入所する児童を

公正な方法で選考することができる。 

④ 市町村は、第 25 条の 2 第 3 号又は第 26 条第 1 項第 4 号の規定に

よる報告又は通知を受けた児童について、必要があると認めるときは、

その保護者に対し、保育の実施の申込みを勧奨しなければならない。 

⑤ 市町村は、第 1 項に規定する児童の保護者の保育所の選択及び保

育所の適正な運営の確保に資するため、厚生労働省令の定めるところ

により、その区域内における保育所の設置者、設備及び運営の状況そ

の他の厚生労働省令の定める事項に関し情報の提供を行わなければ

ならない。 

（保育所） 

第 39 条 保育所は、日日保護者の委託を受けて、保育に欠けるその乳

児又は幼児を保育することを目的とする施設とする。 

② 保育所は、前項の規定にかかわらず、特に必要があるときは、日

日保護者の委託を受けて、保育に欠けるその他の児童を保育すること

ができる。 

 



町名 公私 保育所名 所在地 経営主体 定員
公立 北方保育所 内之浦町北方1871番地1 町 45
私立 円通寺保育園 内之浦町南方257番地 宗教法人 60
私立 岸良保育園 内之浦町岸良392番地2 社会福祉法人 20
私立 高山保育園 高山町前田3839番地 社会福祉法人 60
私立 恵心保育園 高山町新富4990番地 社会福祉法人 60
私立 あけぼの保育園 高山町後田9886番地3 社会福祉法人 60
私立 国見保育園 高山町後田3342番地1 社会福祉法人 60
私立 高佑保育園 高山町前田3971番地 社会福祉法人 60

県内先進地事例

１　各保育所で取り組んでいる事業については、原則として現行のとおりとす
る。
２　保育所の開所時間については、合併時までに統一する。また、保育所の
休日については、日曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する休日、４
月１日、４月２日及び12月29日から１月３日までの間とする。
３　特別保育事業の利用料金については、今後協議する。
４　一時保育、延長保育、障害児保育、乳幼児健康支援一時預かり事業につ
いては、現行のとおり新市に引継ぎ、早期に統一するように努める。

保育事業の取扱いについては、次のとおりとする。
1　保育料の保育徴収金基準額の階層区分については、 4 町の相違はない
ので、現行のとおり新町に引き継ぐ。なお、保育料については、第1 階層から
第4 階層を根占町の例により、 また、第5 階層から第7 階層を大根占町の例
による。
2　納付方法については、 大根占町の例による。
3　障害児保育事業については、大根占町の例による。
4　放課後健全育成事業については、根占町の例による。
5　特別保育事業については、 現行のとおり新町に引き継ぐ。

内之浦町

高山町

日 置

南 隅 地 域
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提案第 32 号【協定項目 38】  
 

 

農林水産業関係事業について 

 

 

 農林水産業関係事業について，次のとおり提案する。 

 

 

  農林水産関係事業の取扱いについては、事業の効果や必要性等を勘案し、新町の速

やかな一体性の確保を図るため、次の区分により調整する。 

 

１．農業・農政関係 

（１）農業振興協議会については合併までに一元化する。その他の協議会等については

合併後調整する。 

（２）各種施設の設置、管理及び運営については、現行のとおり新町に引き継ぐ。 

（３）農振農用地区域は現行のとおり新町に引き継ぐが、特別管理については、相当の

期間を要すことから合併後に調整を行う。 

（４）認定農業者の組織統合については合併後に調整する。 

（５）農業制度資金利子補給については現行のとおり新町に引き継ぐ。 

（６）担い手育成事業については、内之浦町の例により、新町に引き継ぐ。 

    奨励金交付額については、新町の財政等考慮し合併後調整する。 
（７）国又は県の補助事業については、新町においても引き続き実施する。 

    任意による町補助率については、合併後速やかに調整を行う。 
 

 

２．畜産関係 

（１）家畜防疫対策については、高山町の例により、統一する。 

（２）各種補助金・利子補給・奨励金・報奨金については、下記のとおりとする。 

  ①畜産農家環境対策(畜舎消臭対策）事業については、高山町の例により､新町に引

き継ぐ。 

  ②和牛妊娠鑑定補助事業については、内之浦町の例により､新町に引き継ぐ。 

  ③肉用牛簡易畜舎設置補助事業については、内之浦町の例により、新町に引き継ぐ。 

  ④増頭対策事業については、高山町の例により統一する。 

  ⑤高齢者対策については、合併までに一元化(再編)する。   

（３）畜産共進会については、合併後に再編する。 

（４）基金の取扱いについては、下記のとおりとする。 

  ①肉用繁殖牛特別導入事業基金については、合併までに、一元化（再編）する。 

  ②自家保留牛促進対策事業については、合併までに、一元化（再編）する。 
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３．林業・林務関係 

（１）林業計画及び補助関係については、現行のまま新町に引き継ぐ。 

     但し、林業振興助成制度については、高山町の例により新町に引き継ぐ。 
（２）森林維持及び林道管理については、現行のまま新町に引き継ぐ。 

（３）治山関係については、高山町の例により、新町に引き継ぐ。 

（４）鳥獣関係については、合併までに一元化(再編)する。 

（５）町有林の岩石売り払いについては、高山町の例により、新町に引き継ぐ。 

 

 

４．水産関係 

（１）漁業制度資金利子補給については、現行のとおり新町に引き継ぐ。 

（２）国・県補助事業については、現行のまま新町に引き継ぐ。 

（３）農林漁業担い手育成確保対策交付金事業については、内之浦町の例により、新町

に引き継ぐ。 

   奨励金交付額については、新町の財政等考慮し合併後調整する。 

（４）損失保証契約については、現行のまま新町に引き継ぐ。 

（５）漁業振興推進協議会については、内之浦町の例により、合併までに調整する。 

（６）ウミガメ保護については、現行のとおり新町に引き継ぐ。 

 

 

５．農業土木関係 

（１）国・県補助事業については現行のとおり新町に引き継ぐ。 

（２）県営・団体営事業の区画整理事業，国庫農地災害及びその他農地災害に伴う受益

者負担については、新町において決定する。ただし、すでに着手又は認可・申請中の

事業については、現行のとおりとする。 

（３）農道・集落道等の維持管理については、現行のまま新町に引き継ぐ。 

（４）土地改良区については、新町において合併を推進する。運営上の補助は将来廃止

の方向で検討する。 

 

 

６．農業委員会関係 

（１）農地の取得下限面積については現行のとおりとする。 

（２）農作業標準小作料及び農作業標準賃金については、合併後、一元化する。 

（３）農業後継者育成対策事業については合併時廃止する。 

 

  平成１６年７月８日提出 

 

肝 属 合 併 協 議 会           

会長  倉岡 哲哉 
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協定項目 関係項目 １．農業・農政関係

調整方針

（１）
各種協議会・審
議会・委員会

（２）
各種施設の
設置、管理及
び運営

　 現行のとおり新町に
引継ぐ。

（３）
農業振興地
域整備計画

   農振農用地区域は
現行のとおり新町に引
き継ぐが、特別管理に
ついては、相当の期間
を要すことから合併後
に調整を行う。

協議項目
現　　　況

●内之浦町農業振興推進協議会
（所掌事務）
・農業基本方針の策定
・その他農業振興上必要な事項
（組織）
委員12人をもって組織し、下記のうち
から町長が委嘱する。
委員の任期は2年
(1)　町議会の代表者
(2)　町農業委員会の代表者
(3)　町農林業団体その他関係団体の
　代表者
(4)　町農業生産者の代表者
(5)　学識経験を有する者

●高山町農業振興協議会
（所掌事務）
・農業基本方針の策定
・その他農業振興上必要な事項
（組織）
委員３８人以内で組織する。
会長は町長をもつて充てる。
委員は下記のうちから町長が委嘱す
る。
委員の任期は2年
(1)　町議会の代表者　２人以内
(2)　町農業委員会の代表者
　　　２人以内
(3)　町農業団体の代表者　９人以内
(4)　農業関係の青年婦人組織の代表
者　３人以内
(5)　農業関係組織の代表者　１８人以
内
(6)　振興会組織の代表者　１人
(7)　商工会の代表者　１人
(8)　学識経験者　１人
(9)  高山農業改良普及所代表者　１人

肝属合併協議会の調整内容

　３８．農林水産業関係事業

高山町

 ●高山町水田農業確立対策推進協
議会

具体的調整内容

高山町後田農業研修センター
本城集落センター

 ●水田農業推進協議会

（１）農業振興協議会については合併までに一元化する。その他の協議会等については合併
　後調整する。
（２）各種施設の設置、管理及び運営については、現行のとおり新町に引き継ぐ。
（３）農振農用地区域は現行のとおり新町に引き継ぐが、特別管理については、相当の期間を
　要すことから合併後に調整を行う。
（４）認定農業者の組織統合については合併後に調整する。
（５）農業制度資金利子補給については現行のとおり新町に引き継ぐ。
（６）担い手育成事業については、内之浦町の例により、新町に引き継ぐ。
　　 奨励金交付額については、新町の財政等考慮し合併後調整する。
（７）国又は県の補助事業については、新町においても引き続き実施する。
　　 任意による町補助率については、合併後速やかに調整を行う。

内之浦町

内之浦町岸良交流促進センター
内之浦町上北地区多目的研修集会施
設
内之浦町下北地区多目的研修集会施
設
内之浦町乙南地区多目的集会施設
内之浦町総合交流促進施設
内之浦町農林水産物加工施設
内之浦町新規就農者研修施設
内之浦町姫門ふるさと体験館

 　農業振興協議会につ
いては、合併までに組織
構成等の調整を行い、一
元化統合する。その他の
協議会等については、合
併後調整する。

町農業振興地域整備計画を概ね
５年ごとに見直しを行う特別管理
と、個人申請による一般管理があ
り、計画書の適正な管理を図って
いる。

農業振興地域決定‥昭和47年度
農用地区域決定‥‥昭和49年度

除外申請受付期限‥随時

同左。

農業振興地域決定‥昭和45年度
農用地区域決定‥‥昭和46年度
前回特別管理‥‥‥平成6年度
除外申請受付期限‥なし
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（４）
認定農業者

 　現行組織のまま新
町に引継ぎ、統合につ
いては合併後調整す
る。

（５）
農業制度資
金利子補給

 　現行のとおり新町に
引き継ぐ。

（６）
担い手育成
事業

 　内之浦町の例によ
り、新町に引き継ぐ。
　 奨励金交付額につ
いては、新町の財政等
考慮し合併後調整す
る。

（７）
国・県補助事
業
①活動火山
周辺地域防
災営農対策
事業

　 現行のとおり新町に
引き継ぐ。町補助率に
ついては合併後速や
かに調整を行う。

②園芸タウン
条件整備事
業

   現行のとおり新町に
引継ぐ。

内之浦町認定農業者の会
認定農業者数　３７名

高山町認定農業者連絡協議会
認定農業者数　108名

県補助事業
事業名：かごしま園芸タウン産地
条件整備事業

　県補助３０％
　町補助１５％以上

県補助事業
事業名：かごしま園芸タウン産地
条件整備事業

　県補助３０％
　町補助１５％以上

資金の種類
①近代化資金（一般）
②近代化資金（中核農業者）
③ＪＡ農業経営資金
町単独事業

資金の種類
①農業振興資金
②農業近代化資金
③養豚経営安定資金
④養豚経営活性化資金
⑤養豚経営改善支援資金
⑥大家畜経営体質強化資金
⑦大家畜経営活性化資金
⑧改家畜経営改善支援資金
⑨大家畜経営維持資金
町単独事業

国庫補助事業・県補助事業
　国補助５０％
　県補助２５％

　導入施設本体事業費の１５％を
町が補助している。

国庫補助事業・県補助事業
　国補助５０％
　県補助２５％

　施設園芸集団化育成事業として
きゅうり団地へ入植した生産組織
へ１０％の町補助あり。（生産者負
担１５％）

●内之浦町農林漁業担い手育成
   確保対策交付金事業
 
   農林漁業の有能な人材を育成・
確保するため新規就業者等の就
業促進や定着化、経営者能力の
習得のための助成策を講じ、農林
漁業の振興と活性化を図る。
   農林漁業担い手育成確保対策
交付金交付要綱に基づき、対象者
の内容を審査し奨励金等を交付。
①就業奨励金・・50万円・100万円
②研修助成金・・2,000円以内／日
　　　　　　　　　　１年間又は２年間

具体的調整内容
内之浦町 高山町

協議項目
現　　　況
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○内之浦町農林漁業担い手育成確保対策交付金交付要綱 

平成 7 年 4 月 24 日 

規程第 8 号 

(目的) 

第 1 条 この要綱は、本町農林漁業の有能な人材を育成・確保するため、新規就業者

等の就業促進や定着化、経営者能力の修得のための助成策を講じ、本町農林漁業

の振興と活性化を図るための必要な事項を定めることを目的とする。 

(定義) 

第 2 条 前条の新規就業者等とは、次に掲げる者をいう。 

(1) 新規就業者 

ア U ターン者等、町外から転入した者で新たに農林漁業を専業として営むもの 

イ 新卒者で農林漁業を専業として営むもの 

ウ 本町に住所を有する者で新たに農林漁業を専業として営むもの 

(2) 既就業者 本町に住所を有する者で農林漁業を営んでいるもの及び法人 

(3) 農林漁業研修生 

Ｕターン者等、町外から転入した者で、将来、農林漁業で自立するため所定の

研修機関等で研修をおこなうもの 

(交付要件) 

第 3 条 前条第 1 号の者については、農業協同組合・漁業協同組合・森林組合の組合

員の資格を取得した者で年齢６０歳未満のものをいう。 

2 前条第 2 号の者については、年齢 60 歳未満とする。ただし、法人経営者の年齢

については、この限りでない。 

3 前条第 3 号の者については、年齢５５歳以下とする。 

4 町税等の公課の納付を完了している者とする。 

(交付金の種類) 

第 4 条 交付金の種類は、次に掲げるものをいう。 

(1) 就業奨励金(以下「奨励金」という。) 

(2) 技術修得助成金(以下「研修助成金」という。) 

(交付金の対象者及び額) 

第 5 条 第 2 条第 1 号ア及びイに掲げる者については、前条第 1 号の奨励金 100 万円

を支給し、第 2 条第 1 号ウに掲げる者については、前条第 1 号の奨励金 50 万円を

支給する。ただし、就業してから５年以内に申請した場合に限る。 

2 前条第 2 号の研修助成金については、第 2 条に掲げるすべての者が所定の研修機

関等において一定期間(1 週間以上)研修を受ける場合に交付する。交付金の額は

日額 2,000 円以内、1 年を限度とする。ただし、農業研修生については 2 年を限

度とする。 

(資格の認定申請) 

第 6 条 この要綱により第 4 条各号に定める交付金の交付を受けようとする者は、農

林漁業担い手資格認定申請書(様式第 1 号)を町長に提出しなければならない。  

2 前項の申請に際して、第４条第１号に該当する者は、保証誓約書（第９号様式）

を添付しなければならない。 

(審査会及び通知) 

第 7 条 前条の申請に対する内容を審査するため、新規就業者等支援審査会(以下「審

査会」という。)を置く。 

2 前項の審査会は、助役、総務課長、税務課長、林務水産課長、経済課長、農業委

員会事務局長をもって組織する。 

3 審査会には審査長を置き、助役をもって充てる。 

4 審査会は、審査長が必要に応じて招集する。 

5 審査会は、別に定める審査基準に基づき、申請書の内容を審査し、審査長はその

結果を審査結果報告書(様式第 2 号)により町長に報告するものとする。 

6 町長は、前項の審査会の結果、資格認定者とすることが適当であると認めたとき

は、申請者に農林漁業担い手資格認定通知書(様式第 3 号)により通知するものと

する。
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(交付金の申請) 

第 8 条 前条第 6 項の規定により町長の認定がなされた者で、第 4 条各号に定める交

付金を受けようとする者は、農林漁業担い手育成確保対策交付金交付申請書(様式

第 4 号)を提出しなければならない。 

2 町長は、前項の申請書が提出されたときは、その内容を審査し、交付金を交付す

ることが適当であると認めたときは、農林漁業担い手育成確保対策交付金交付決

定通知書(様式第 5 号)を当該申請者に通知するものとする。 

(交付金の請求) 

第 9条 前条第 2項の決定通知を受けた者が、交付金の交付を受けようとするときは、

農林漁業担い手育成確保対策交付金交付請求書(様式第 6 号)を町長に提出するも

のとする。 

(交付金の交付) 

第 10 条 町長は、前条の請求があった場合において、適当であると認めたときは、交

付金を交付するものとする。 

(実績報告) 

第 11 条 就業奨励金の交付を受けた者は、交付を受けた日から 5 年間農林漁業担い手

育成確保対策交付金実績報告書(様式第 7 号)を町長に提出するものとする。 

(交付金の打切り、取消し及び返還) 

第 12 条 奨励金の交付を受けた者が、別表に掲げる期間において、転出若しくは転業

又は農業・漁業協同組合員、森林組合員(正組合員)の資格要件を欠くに至ったと

きは、同表に掲げる割合で、既に交付した奨励金の一部の返還を命ずることがで

きる。ただし、申請書その他関係書類に虚偽の記載又は不正な行為があったとき

の返還は、全額とする。 

2 研修助成金の交付を受けた者又は受けようとする者が、次に掲げた第 1 号に該当

するに至ったときは、各々の助成金の交付を打ち切り、又は取り消すものとする。

また、第 2 号に該当するときは、既に交付した各々の助成金の全額の返還を命ず

ることができる。 

(1) 事業経営又は研修を中止したとき。 

(2) 申請書その他関係書類に虚偽の記載又は不正な行為があったとき。 

3 交付金の打切り、取消し及び返還を命ずるときは、交付金打切・取消・返還命令

書(様式第 8 号)により通知するものとする。 

(雑則) 

第 13 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 8 年規程第 9 号) 

この要綱は、平成 8 年 10 月 16 日から施行する。 

附 則(平成 14 年規程第 12 号) 

この要綱は、平成 14 年 8 月 23 日から施行する。 

附 則(平成１６年告示第６号) 

この要綱は、平成１６年２月１７日から施行する。 

附 則(平成１６年告示第５５号) 

この要綱は、平成１６年５月７日から施行する。 

 

別表(第 12 条関係) 

期間 返還金の割合 

3 年未満 10／10 

3 年以上 5 年未満 7／10 

 



協定項目 関係項目 ２．畜産関係

調整方針

（１）家畜防疫
対策

　高山町の例により、
統一する。

（２）補助金・
利子補給・奨
励金・報奨金
①畜産環境
対策事業

　高山町の例により､
新町に引き継ぐ。

②和牛妊娠
鑑定補助事
業

　内之浦町の例により
新町に引き継ぐが、合
併までに事業内容の
見直し（補助対象頭数
制限の設定）を行うも
のとする。

③肉用牛簡
易畜舎設置
補助事業

　内之浦町の例によ
り、新町に引き継ぐ。

④増頭対策
事業

　高山町の例により統
一する。ただし、内之
浦町既借入分につい
ては、貸付期間内（３
年間）現行制度を適用
する。

⑤高齢者対
策事業

　合併までに一元化
(再編)する。

協議項目
現　　　況

肝属合併協議会の調整内容

　３８．農林水産業関係事業

高山町

●畜産農家環境対策事業
　　畜舎消臭対策用木酢液購入
　　　　　　　　　　（きもつき森林組合）
　　購入金額の１／２以内の助成。
　　平成１５年度実績　262,600円

（１）家畜防疫対策については、高山町の例により、統一する。
（２）各種補助金・利子補給・奨励金・報奨金については、下記のとおりとする。
　　①畜産農家環境対策(畜舎消臭対策）事業については、高山町の例により､新町に引き継ぐ。
　　②和牛妊娠鑑定補助事業については、内之浦町の例により､新町に引き継ぐ。
　　③肉用牛簡易畜舎設置補助事業については、内之浦町の例により、新町に引き継ぐ。
　　④増頭対策事業については、高山町の例により統一する。
　　⑤高齢者対策については、合併までに一元化(再編)する。
（３）畜産共進会については、合併後に再編する。
（４）基金の取扱いについては、下記のとおりとする。
　　①肉用繁殖牛特別導入事業基金については、合併までに、一元化(再編)する。
　　②自家保留牛促進対策事業については、合併までに、一元化(再編)する。

内之浦町
具体的調整内容

家畜伝染病予防対策及び自衛防疫
組織の維持・強化を図る。各種防疫
検査及び家畜衛生情報の啓発。

●牛異常産三種混合予防注射補助
　　牛異常産三種混合予防注射
　　550円/１頭補助
　　平成１５年度実績　133,100円

同左

●牛異常産三種混合予防注射助成
   牛異常産三種混合の予防注射
　 500円/１頭助成
   平成１５年度実績　738,500円

●高齢者肉用牛生産促進対策事業
　対象者：高山老いどんもきばいも
　　　んそや馬頭神さあ会員70歳
　　　以上
　奨励金：子牛出荷１頭 ５,０００円
　
  平成１５年度実績 1,330,０００円

●内之浦町保留牛推進事業利子補
給補助金
町内肉用牛飼養農家が子牛を自家
保留又は購入し、畜産経営のためＪ
Ａが資金を貸し付け、その利息に対
してＪＡ・町が利子補給する。貸付期
間は３ヶ年
平成15年度実績　170,909円

●高山町肉用繁殖牛増頭対策奨励
金交付事業
増頭意欲のある農家が、前年度の
子牛基金の母牛台帳頭数より、郡内
で生産された９～２４ヶ月以内の牛を
増頭した場合には、30,000円以内/
頭の奨励金を交付する。
平成15年度実績　720,000円

●高齢者経営奨励事業
　対象者：和牛部会会員の満７０歳
　　　　　　以上及び婦女子

　奨励金：均等割で ５,０００円及び
　　　　　　　子牛出荷１頭 ５,０００円
　平成１５年度実績 ２７５,０００円

●和牛妊娠鑑定補助事業
内之浦町和牛部会の行う和牛繁殖
牛の妊娠鑑定に伴う費用の1/2以内
の補助。
平成１５年度実績１１９,000円

●肉用牛簡易畜舎設置事業補助金
肉用牛生産に積極的に取り組み、既
存施設での増頭が困難な農家が施
設を設置する場合に補助金を交付。

標準事業費の１／２補助。
交付限度額400,000円
平成15年度実績 0円
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（３）畜産共進
会

　合併後に一元化（再
編）する。
共進会主催者の取扱
い、補助金額・出品頭
数の調整等について
は合併後に調整・再編
する。

（４）基金等
①肉用繁殖
牛特別導入
事業
（補助事業）

　合併までに、一元化
(再編)する。

②自家保留
牛促進対策
事業
（町単独事
業）

合併までに、一元化
(再編)する。

●高山町肉用繁殖牛特別導入事業
事業内容：同左。

　　　　　　（運用は子牛のみ）

貸付金額：350,000円／１頭
貸付期間：５年間

【基金の運用及び現在高】
Ｈ1５年度末貸付額合計12,690,447
円
　　　　　貸付実績　２３戸　３７頭
　　　　　基金現在高　26,389，000円

●内之浦町肉用繁殖牛特別導入事
業
　事業内容：肉用繁殖雌牛（4ヶ月～
４歳未満）を計画的に購入し、農業
者に一定期間無利子で貸付後、そ
の者に譲渡。
貸付金額：400,000円／１頭
貸付期間：子牛･育成　５年間。
　　　　　　　成牛 ３年間。
【基金の運用及び現在高】
H1５年度末貸付額合計3,115,906円
　　　　　　　貸付実績　　６戸　８頭
　　　　　　　基金現在高11,996,039円

●内之浦町優良牛導入資金貸付事
業

事業内容：肉用繁殖雌牛（4ヶ月～４
歳未満）を計画的に購入し、農業者
に一定期間無利子で貸付後、その
者に譲渡。
貸付金額：子牛500,000円／１頭
　　　　　　　育成・成牛
　　　　　　　　　　800,000円／１頭
貸付期間：子牛　５年間。
　　　　　　　育成・成牛　３年間。
購入限度：６頭／１戸
【基金の運用及び現在高】
H１５年度末貸付額
　　　　　　　　　合計27,510,878円
　　　　　　貸付実績　　25戸　52頭
　　　　　　基金現在高50,453,894

●高山町優良繁殖牛特別保留事業

事業内容：肉用繁殖雌牛（9ヶ月～
23ヶ月以内）を購入し、農業者に一
定期間無利子で貸付後、その者に
譲渡。

貸付金額：子牛・育成
　　　　　　　　　　500,000円／１頭
　
貸付期間：子牛・育成　３年間。
　
購入限度：２頭／１戸
【基金の運用及び現在高】
H１５年度末貸付額
　　　　　　　　　合計12,000,000円
　　　　　　貸付実績　１6戸　２4頭
　　　　　　基金現在高30,470,000円

内之浦町和牛共進会
開催時期：秋季
主　催：町和牛部会
共　催：ＪＡ内之浦支所、町
共進会補助金：
　　　　　　　Ｈ15年度１１０,０００円

郡・県畜産共進会出品賞賜金
                       　１０,０００円／１頭

高山町畜産共進会
開催時期：春季、秋季２回。
主　催：春季（農協）、秋季（町）。
主催側が経費を負担。（H16年度より
町より共進会補助金として高山町農
協へ交付予定）
町共進会出品牛の手当　町・農協各
　　　　　　　　　　　　　　2,000円/頭、
郡共進会：町・農協各
　　　　　　　　　　10,000円/頭以内
県共進会：町・農協各
　　　　　　　　　　50,000円/頭以内
九州･全国は開催地を考慮して交
付。

内之浦町
具体的調整内容協議項目

現　　　況

高山町
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協定項目 関係項目 ３．林業・林務関係

調整方針

（１）林業計画
及び補助関係

   現行のとおり新町に引
き継ぎ、合併後調整す
る。

高山町の例により、新町
に引き継ぐ。

●内之浦町森林整備計画
・国、県の森林整備計画に即した市町
村のマスタープランであり、地域林業
整備方針を定めてある。計画期間は１
０年で大隅流域森林整備計画の変更
とあわせて市町村計画を見直していく
作業である。
（事　務）
計画の樹立、見直し、地元説明、公
告、閲覧、公表
（計画期間）
　　H.15.4.1～H24.3.31

●高山町森林整備計画
同左

●森林施業計画認定・伐採届受理
・森林所有者及び所有者に代わって
森林経営を行うもの（森林施業の長期
受託）が立てた森林団地施業計画を
認定。
　①認定要件　　３０ha以上のまとまっ
た森林
　②認定期間　　５年間
　③認定者　　　町長
　④計画期間　H.14.4.1～H.19.3.31
・1ha以上の伐採については、県知事
への認可申請となる。

●森林整備地域活動支援交付金
・県補助率　３／４　　町補助率　１／４
（実績）
　内之浦町森林組合　　２，９００千円
　小手川弘昇　　　　　　 １，５４０千円
　県森林整備公社 　　　１，０００千円

●森林施業計画認定・伐採届受理
　同左

●森林整備地域活動支援交付金
・県補助率　３／４　　町補助率　１／４
（実績）
　　きもつき森林組合　　２，７００千円
　　県森林整備公社　 　１，２００千円

●林業振興助成制度
・きもつき森林組合への貸し付け
（条　件）
　①期　間　　１年度間
　②利　息　　無利子
　③延滞金　　償還期限より１月までは
７．３％、それ以外は１４．６％を日割り
で乗じて徴収する。
　④報　告　　事業効果を報告する。
　⑤貸付金　　７，０００，０００円

具体的調整内容
内之浦町 高山町

肝属合併協議会の調整内容

　３８．農林水産業関係事業

（１）林業計画及び補助関係については、現行のまま新町に引き継ぐ。
     但し、林業振興助成制度については、高山町の例により新町に引き継ぐ。
（２）森林維持及び林道管理については、現行のまま新町に引き継ぐ。
（３）治山関係については、高山町の例により、新町に引き継ぐ。
（４）鳥獣関係については、合併までに一元化(再編)する。
（５）町有林の岩石売り払いについては、高山町の例により、新町に引き継ぐ。

協議項目
現　　　況
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（３）治山関係 　高山町の例により、新
町に引き継ぐ。

（５）その他 高山町の例により、新町
に引き継ぐ。

（４）鳥獣関係 合併までに一元化(再編)
する。

●鳥獣被害駆除防除対策事業
・農林産物の被害の防止及び軽減を
図る。
　①期間　　　随時
　②駆除団体　　高山町猟友会

●対策協議会
　①名称
　　高山町有害鳥獣駆除対策協議会
　②組織構成
　　町長、農協役職員、森林組合役職
員、高山警察署職員、鹿屋農林水産
事務所職員、高山町猟友会長、鳥獣
保護員

●鳥獣保護
　①捕獲の許可
　②飼養の登録
　③登録鳥獣譲受（引受）
　④許可証又は登録票の住所等の
　　変更
　⑤立入検査

●鳥獣保護
　同左

●鳥獣被害駆除防除対策事業
・農林産物の被害の防止及び軽減を
図る。
　①期間　　　随時
　②駆除団体　　内之浦・岸良猟友会

●対策協議会
　①名称
　　内之浦町有害鳥獣駆除対策協議
会
　②組織構成
　　町長、農協役職員、森林組合役職
員、高山警察署職員、鹿屋農林水産
事務所職員、内之浦及び岸良猟友会
長、鳥獣保護員

●採石契約
・町有林の岩石売り払いについて採石
業者と売買契約を締結する。
・期間は１年間

●治山事業
・豪雨、地震等による山地災害を防止
し、被害を最小限度にとどめるため治
山施設の整備や防災森林の造成等を
推進する。
・良質な水資源の安定な確保に資する
ため複層林の造成や渓流水を地中に
浸透させる水土哀切の整備等の推進
・地域の憩いの場となるような森林や
自然環境等の維持、回復等に考慮し
た森林の整備等の推進
（関係条例）
県費単独治山事業に係る分担金徴収
条例
　　　　自己負担割合　　　１５％

●治山事業
同左

（関係条例）
県費単独治山事業に係る分担金徴収
条例
　　　　自己負担割合　　　１０％

●林道の計画・整備
・林道台帳整備　９路線

●林道の計画・整備
・林道台帳整備　７路線

協議項目
現　　　況

●緑の募金事業
・森林の役割を認識し、緑を守るため
に募金活動を行う。
　①実施期間
　　春　２／１～５／３１
　　秋　９／１～１０／３１

●緑の募金事業
同左

（２）森林維持
及び林道管理

●間伐実施事業（国・県補助事業）
同左

具体的調整内容
内之浦町 高山町

   現行のとおり新町に引
き継ぐ。

●市町村有林の維持管理
・各種事業を導入し、維持管理を行う。

●市町村有林の維持管理
同左

●間伐実施事業（国・県補助事業）
・森林保全整備及び木材等生産機能
の向上のための造林事業を推進す
る。
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協定項目 関係項目 ４．水産関係

調整方針

（１）漁業制度
資金利子補給

　 現行のとおり新町に引
き継ぐ。

（３）担い手育
成事業

 　内之浦町の例により、
新町に引き継ぐ。
 　奨励金交付額について
は、新町の財政等考慮し
合併後調整する。

●水産施設の計画及び整備関係事
業・水産関係災害
同左

●水産施設の計画及び整備関係事
業・水産関係災害
・種子島周辺漁業対策事業
・漁場機能高度化事業
・その他

 　現行のとおり新町に引
き継ぐ。

（２）国・県補助
事業

●地域水産物供給基盤整備事業
 ・対象地区⇒船間漁港
 ・計画期間⇒平成１３年度
　　　　　　　　　　　～平成２２年度
 ・事業内容⇒（別紙資料）

●地域水産物供給基盤整備事業
 ・対象地区⇒東風泊漁港
 ・計画期間⇒平成１３年度
　　　　　　　　　　　　～平成２２年度
 ・事業内容⇒（別紙資料）

●内之浦町農林漁業担い手育成確保
対策交付金事業
・本町の農林漁業の有能な人材を育
成・確保するため新規就業者等の就
業促進や定着化、経営者能力の習得
のための助成策を講じ、本町農林漁
業の振興と活性化を図る。
（内容）
２．農業・農政関係６．担い手育成事
業において記載の内容と同じ。

協議項目
現　　　況

具体的調整内容
内之浦町 高山町

●漁業資金
・漁業資金全般に関すること
（関係条例）
　国・県漁業資金関係条例

●漁業資金
・漁業資金全般に関すること
（関係条例）
　国・県漁業資金関係条例

肝属合併協議会の調整内容

　３８．農林水産業関係事業

（１）漁業制度資金利子補給については、現行のとおり新町に引き継ぐ。
（２）国・県補助事業については、現行のまま新町に引き継ぐ。
（３）農林漁業担い手育成確保対策交付金事業については、内之浦町の例により、新町に引き
継ぐ。
　　 奨励金交付額については、新町の財政等考慮し合併後調整する。
（４）損失保証契約については、現行のまま新町に引き継ぐ。
（５）漁業振興推進協議会については、内之浦町の例により、合併までに調整する。
（６）ウミガメ保護については、現行のとおり新町に引き継ぐ。
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（４）損失補償
契約

 　現行のとおり新町に引
き継ぐ。

（５）漁業振興
推進協議会

 　内之浦町の例により、
合併までに調整する。

（６）その他事
業

   現行のとおり新町に引
き継ぐ。

●損失補償
・本町の水産業の振興を図るため、県
信用漁協連合会が内之浦町漁協に対
して貸し付けた信用事業譲渡資金に
ついて、県信用漁協連合会が損失を
受けたときに町が補償する。

　平成１０年９月１日開始　当初５億円
　平成１５年度末残高　２億５千万円

●内之浦町漁協経営改善委員会
・内之浦町漁協の経営改善計画の実
施状況について協議し、町の水産業
振興に資するため設置する。
（構成委員）
鹿屋農林水産事務所長、県林務水産
課団体指導監、県漁協連合会総務指
導室長、県信用漁協連合会専務理
事、町漁協組合長、町漁協参事、町
長、町議会議長、議会経済建設委員
長

協議項目
現　　　況

具体的調整内容
内之浦町 高山町

●ウミガメ保護
・県の保護条例に基づき、ウミガメ保
護を行う。

●ウミガメ保護
同左

●内之浦町漁業振興推進協議会
・内之浦町漁業の重要施策について
調査、協議し、漁業の方針を定め総合
的振興を図ると共に漁家経済の向上
安定を期するため設置する。
（委員）
内之浦町内３漁協役員各２名
青壮年部長各１名
町議会代表　１名

（幹事）
内之浦町漁協参事・総括部長
岸良・船間漁協職員各１名
鹿屋農林水産事務所水産課職員
町林務水産課職員
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Ｈ３
Ｈ12
Ｈ24

番号 承認額 変更希望額 Ｈ13
※１ ※２ ※３ ※４ ※５

防波堤 ① 58.0 m 580 580 50 120 100 100 100 110
防波堤（北） ② 20.0 m 70 70 70
護岸（防波） ③ 15.0 m 45 45 45
－２ｍ航路 ④ 1,473 ㎡ 15 63 63
－２ｍ泊地 ⑤ 1,943 ㎡ 23 35 35
－２ｍ泊地 ⑥ 1,065 ㎡ 13 19 19
－２ｍ物揚場 ⑦ 55.0 m 72 215 114 101
－２ｍ物揚場 ⑧ 70.0 m 98 98 98
取付護岸（A) ⑨ 10.0 m 5 36 36
取付護岸（B) 10.0 m 5 0
取付護岸（C) ⑩ 10.0 m 5 36 36
道路（A) 70.0 m 11 0
道路（B) 23.0 m 1 0
野積場（A) ⑪ 971 ㎡ 1 20 20
野積場（B） 540 ㎡ 2 0
野積場（C) ⑫ 250 ㎡ 0 3 3
漁具保管修理施設 ⑬ 1,150 ㎡ 2 3 3

948 1,223 50 120 100 100 100 150 156 173 153 121

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

948 1,223 50 120 100 100 100 150 156 173 153 121

別紙資料：地域水産物供給基盤整備事業　　内之浦町船間漁港

担当者名

上片野・桑山

14
用地充足率

16.9
21.1

備　考
Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21

34
57

漁港名

船 間

漁港種別

第１種

一　　　般

65

利用漁船
130
97
105

係船岸充足率

24

事業費(百万円)

機能高度化
登録漁船

地　　　域
内之浦町

漁港事業箇所別内訳表 広　　　域 事務所又は市町村

特　　　定

55

合 計（Ⅰ）＋（Ⅱ)

整　　備　　工　　程　(単位：百万円)  ※６図面

外郭施設

係留施設

水域施設

Ｈ22
単位数 量工　事　種　目

（Ⅱ）漁場施設小計

65

地区
施 設 名

輸送施設

用　地

その他

②

④

⑤

⑥

その他の事業
(漁村事業等)

漁場施設

①

③

（Ⅰ）漁港施設小計
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漁港事業箇所別内訳表

登録漁船 利用漁船 係船岸充足率 用地充足率

H3 66隻 103隻 19% 9.5%

H12 49隻 75隻 24% 7.5%

H24 51隻 78隻 66% 38.7%

図面 事業費(百万円) 備　考

施設名 工 事 種 目 地区 番号 数　量 単位 承認額 変更希望額 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22

※1 ※2 ※3 ※4 ※5

①外郭施設 山下防波堤Ａ（新設） ① 149 ｍ 47 47 8 39

山下防波堤Ｂ（新設） ① 62 ｍ 355 200 85 105 10

山下防波堤（改良） ② 178 ｍ 400 800 5 83 120 150 150 90 202

宮下防波堤（新設） ③ 50 ｍ 83 166 12 117 37

内防波堤（新設） ④ 15 ｍ 40 40 40

護岸（新設） ⑤ 55 ｍ 65 65 3 62

②係留施設 -2.0ｍ物揚場（新設） ⑦ 100 ｍ 35 20 20

-2.0ｍ物揚場（新設） ⑧ 60 ｍ 118 118 118

護岸（新設） ⑧ 12 ｍ 12 12 12

船揚場（新設） ⑨ 30 ｍ 76 40 40

③水域施設 -2.0ｍ泊地（新設） ⑥ 100 ㎡ 1 1 1

④輸送施設 道路（新設） ⑩ 15 ｍ 3 3 3

道路（新設） ⑪ 200 ｍ 60 40 40

⑤用地 用地（新設) ⑫ 6,388 ㎡ 45 35 2 33

護岸（新設） ⑬ 48 ｍ 2 3 3

護岸（新設） ⑭ 52 ｍ 18 18 18

(Ⅰ)漁港施設小計 1,360 1,608 110 130 120 120 120 150 150 152 222 334

(Ⅱ)漁場施設小計 0 0

合計(Ⅰ)＋(Ⅱ) 1,360 1,608 110 130 120 120 120 150 150 152 222 334

その他の事業

(漁村事業等)

高山町

漁港名 漁港種別 担当者名

東風泊 １種 竹之下　克明

別紙資料：地域水産物供給基盤整備事業　高山町東風泊漁港

整　　　備　　　工　　　程　(単位：百万円）※6

地　　　域

広　　　域

機能高度化

特　　定

一　　般

事務所又は市町村
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協定項目 関係項目 ５．農業土木関係

調整方針

（１）国・県補
助事業

　現行のとおり新町に引き
継ぐ。

（２）分担金

①県営・団体
営事業

②国庫農地災
害

③その他農地
災害

（３）農道・集
落道等の維持
管理

　現行のとおり新町に引き
継ぐ。

（４）土地改良
区

   新町において、土地改
良区の合併を推進する。
運営上の補助は将来廃止
の方向で検討する。

農道等の維持管理を重機借り
上げ、原材料支給にて実施し
ている。

同左

内之浦土地改良区補助
平成１６年度１、１３０、０００円

高山町土地改良区補助
平成１6年度１，１５２，０００円
笠野原土地改良区補助
平成１6年度８９，０００円

具体的調整内容

区画整理事業（水田）に伴う受
益者負担
１０a当たり３万円

区画整理事業（水田）に伴う受
益者負担１０a当たり２万円
区画整理事業（畑）に伴う受益
者負担１０a当たり２万円

    受益者負担について
は、合併後、新町において
決定する。ただし、すでに
着手又は認可・申請中の
事業については、現行の
とおりとする。

事業費負担
国50%､町40%、受益者10%

事業費負担
町単農地災害　町80%
　　　　　　　　　　受益者20%

事業費負担
受益者100%（実績なし）

事業費負担
国　50%  受益者　50%

（１）国・県補助事業については現行のとおり新町に引き継ぐ。

（２）県営・団体営事業の区画整理事業、国庫農地災害及びその他農地災害に伴う受益者

　　負担については、新町において決定する。ただし、すでに着手又は認可・申請中の事業

　　については、現行のとおりとする。

（３）農道・集落道等の維持管理については、現行のまま新町に引き継ぐ。

（４）土地改良区については、新町において合併を推進する。運営上の補助は将来廃止の

　　方向で検討する。

内之浦町

肝属合併協議会の調整内容

　３８．農林水産業関係事業

高山町

中山間地域総合整備事業

県単独農業農村整備事業

協議項目
現　　　況

県営畑地帯総合整備事業
経営体育成基盤整備事業
県営老ため池整備事業
中山間地域総合整備事業
農地防災事業・農地保全
県単独農業農村整備事業
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協定項目 関係項目

調整方針

（１）農地取得下
限面積

（２）
①農作業標準
   小作料

（３）農業後継者
育成対策事業

６．農業委員会関係

（１）農地の取得下限面積については現行のとおりとする。

（２）農作業標準小作料及び農作業標準賃金については、合併後、統一

　　する。

（３）農業後継者育成対策事業については合併時廃止する。

具体的調整内容

耕転　  ５，５００円～１４，５００
円
田植え　　     　６，７００円
コンバイン   　１５，０００円
バインダー  　　７，５００円
動力脱穀　  　　９，０００円
ち苗起育成   　７，８００円

一般作業賃金
　　最高    ６，１００円
　　最低    ４，９００円
籾乾燥請負
　　生籾    １，０００円
　　半乾燥籾  ５００円

田：耕起のみ　　４，５００円
田植え　　　　　　７，０００円
コンバイン　　　１５，０００円
バインダー　　 　７，０００円
動力脱穀         ７，０００円

代掻き          １２，０００円
一般作業賃金
　　最高    ７，５００円
　　最低    ４，８００円

 　現行のとおり、新町に引
き継ぐ。

 　現行のとおり、新町に引
き継ぎ、合併後、一元化
（再編）する。

現行４０ア－ル

内之浦町

  合併時廃止する。

協議項目
現　　　況

現行３０アール

②農作業標準
   賃金

3年に1回標準小作料の改定を
行なう。
委員全員が各担当地区の農
家に各項目ごとの聞き取り調
査を行い、それを基に向こう3
年間の標準小作料を定める。
【標準小作料】
      上田  １８，０００円
      中田  １３，０００円
      下田    ８，０００円
      畑　     ８，０００円

農業後継者婚姻賞賜金交付
要綱による
*交付金額30，０００円/１組

農業後継者婚姻賞賜金交付
要綱による
*交付金額50，０００円/１組

　 現行のとおり、新町に引
き継ぎ、合併後、一元化
（再編）する。

肝属合併協議会の調整内容

　３８．農林水産業関係事業

高山町

担い手農家5ヘクタールの経
営農家を基準にして経営の安
定できる小作料を算出。
【標準小作料】
       田　モミ２俵
       畑　５，０００円
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協定項目38　農林水産業関係事業　

協 議 会 名 内 容

日 置

農林水産関係事業については、次の通り実施するものとする。
《共通》
(1)農林水産関係の各種計画・マスタープラン等は、新市の基本計画を基に、新市の一体性を保つよう新市
において策定する。
(2)国・県補助事業については、原則として現行のとおり新市に引き継ぐ。
(3)町単独事業については、同一・類似の事業を統廃合する等均衡を保つよう調整する。
(4)農林水産祭等のイベントは現行のまま新市に引き継ぎ、新市の一体性を保つよう新市において調整す
る。
《農業委員会関係事業》
(5)農業委員会関係事業は、原則として現行の通り新市に引き継ぐ。
(6)農作業標準賃金は、現行のまま新市に引き継ぎ、新市において調整する。
(7)標準小作料は、均衡を保つよう新市において速やかに統一する。
《農政関係事業》
(8)新規就農等支援事業は、均衡を保つよう新市において支援策を策定する。
(9)農業制度資金利子補給事業は、均衡を保つよう新市において統一する。
《畜産関係事業》
(10)畜産共進会は、均衡を保つよう調整し新市に引き継ぐ。
《農業土木関係事業》
（11）農業農村整備事業（県営、団体営、県単独）の地元負担率につ　いては、新市において統一する。ただ
し、継続事業及び合併時までに採択された事業は原則として現行のとおり新市に引き継ぐ。
（12）町単独生産基盤整備事業及び町単独環境整備事業については、吹上町の事例を参考に新市の一体
性を保つよう調整し、新市に引き継ぐ。
《林務関係事業》
（13）県単独補助治山事業の受益者負担率は、事業費の　10％に統一する。
《水産関係事業》
（14）水産関係事業は、均衡を保つよう調整し新市に引き継ぐ。
《災害復旧事業関係》
（15）農地災害復旧事業の受益者負担率は、補助残の　25％に統一する。

指 宿 地 区 ４ 市 町

１ 国・県補助事業については、新市においても引き続き有効的に活用するよう努め、継続事業については、
新市においても引き続き実施するよう調整する。
２ 国・県補助事業に係る受益者負担割合については、新市において事業採択時に調整する。ただし、継続
事業の場合は現行のとおりとする。なお、旧市町の同一・同時申請事業で、事業採択上、地区を分割し、事
業採択時期が異なることにより、合併前後の事業採択地区間で不均衡が生じる場合は、必要に応じて調整
する。
３ 市・町単独事業については、従前の経緯と新市の一体性の確保を考慮し、可能な限り新市に引き継ぐよう
調整する。
４ 災害復旧事業に係る受益者負担割合については、合併時に調整する。

川 薩 地 区

１、農政関係事業
①地域農業マスタープラン及び農業振興助成制度（融資関係市町村単独）　については、新市に移行後、速
やかに調整する。
②農業公社設立準備事業については、現行のまま新市に引き継ぐ。
③研修センター及び特産品加工センターの管理については、新市に移行後も当分の間現行のとおりとし、随
時調整する。
④市町民農園　（ふれあい農園）　については、現在利用者が借りている農地については現行のまま新市に
引き継ぐこととし、管理運営については新市に移行後、速やかに調整する。
２、畜産関係事業
①生産総合対策事業（畜産ハード畜産経営活性化事業）　についてほ、現行のまま新市に引き継ぐ。
②大家畜経常活性化資金利子補給事業及び大家畜経営改善支援資金並びに大家畜経営維持資金につい
ては、新市に移行後速やかに調整する。ただし、債務負担行為にて既に実施されているものについてほ、現
行のまま新市に引き継ぐ。
③肉用牛特別導入事業及び肥育素牛導入事業並びに優良牛雌牛貸付事業については、合併時に新たに
制度等を制定する。
④肉用牛付加価値利用貸付事業及び営農改善家畜貸付事業については、新市に移行後も当分の間現　行
のとおりとし、随時調整する。
⑤特定離島ふるさとおこし推進事業（県有牛導入事業）　については、現行のまま新市に引き継ぐ。
⑥家畜運営診療所及び管理事業については、合併時に、新たに制度等を制定する。
⑦共同利用畜舎管理事業については、新市に移行後も当分の間現行のとおりとし、随時調整する。
⑧山羊研究所飼育事業については、現行のまま新市に引き継ぐ。
３、林業関係事業
①市町村森林整備計画については、新市に移行後、速やかに調整する。
②県費単独補助治山事業、鳥獣飼養許可、林業施設整備及び林業振興推進協議会については、合併時
に、新たに制度等を制定する。
③火入れ許可については、新市に移行後、速やかに調整する。
４、農業土木関係事業
①農業農村整備管理計画については、現行のまま新市に引き継ぐ。
②農道等に関する使用（占用）許可、農道等に関する境界協定申請処理及び農道・水路・法定外公共物・里
道に関する境界協定申請処理については、合併時に、新たに制度等を制定する。
③土地改良関係負担金については、現行のまま新市に引き継ぐ。
④土地改良事業分担金徴収については、合併時に、新たに制度等を制定する。
⑤土地改良区の育成については、新市に移行後も当分の間現行のとおりとし、随時調整する。
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協定項目38　農林水産業関係事業　

協 議 会 名 内 容
⑥土地改良区の合併については、将来統合するよう調整に努める。
⑦農村公園維持管理については、新市に移行後も当分の間現行のとおりとし、随時調整する。
⑧生態系保存資料館「アクアイム」の管理運営については、現行のまま新市に引き継ぐ。
⑨県単独農業農村整備事業については、現行のまま新市に引き継ぐ
⑩市町村単独農業農村整備事業については、新市に移行後速やかに調整する。
⑪農地農業用施設災害復旧事業及び市町村単独農地農業用施設災害復旧事業並びに特別災害復旧事業
については、合併時に新たに制度等を制定する。
５、水産関係事業
①漁港及び漁港に付随する公園等の管理については、新市に移行後、速やかに調整する。
②漁港占用許可及び漁港使用料徴収制度については、現行のまま新市に引き継ぐ。
③水産物地方卸売市場については、現行のまま新市に引き継ぐ。移転計画は、新市に移行後も当分の間現
行のとおりとし、随時調整する。
④水産関係施設の管理については、現行のまま新市に引き継ぐ。
⑤水産観光促進奨励金制度については、四村を対象にし、合併時に、上甑村の例により調整する。
⑥信用事業譲渡に伴う損失補償及び利子補給については、現行のまま新市に引き継ぐ。
⑦漁船建造資金利子補助制度については、四村を対象にし、漁業者に対する補助制度とし、合併時に、新
たに制度等を制定する。

薩 摩 東 部 地 区

１．農政・特産関連事業
（１）農振農用地区域については，当分の間現行のとおりとし，新町において農業振興地域整備計画を新た
に策定する。
（２）農業経営改善支援活動事業については，現行のとおり新町において実施する。ただし，経営改善支援
センターについては，新町において新たに設置する。地域農業マスタープラン及びアクションプログラムにつ
いては，新町において新たに策定する。
（３）認定農業者育成事業
　①認定農業者会については，団体の意向を十分踏まえ，合併時に統合できるよう調整に努める。補助金に
ついては，合併後新町において調整する。
　②認定農業者計画達成支援対策事業については，薩摩町の例により新町において実施する。ただし，補
助金は事業費の１０％上乗せとし，１００万円を限度とする。
　③利子補給事業については，制度の範囲内とする。ただし，合併時の継続者は償還終了まで旧町の例に
よる。
　④新規就農者育成資金貸与については，合併時に廃止する。ただし，合併前に認定を受けた者は，期間
終了まで旧町の例による。
　⑤就農支援資金償還助成については，宮之城町の例により合併後統一する。
（４）生産調整については，平成１６年度からの米政策改革に向け，ＪＡさつまと管内４町及び関係機関団体
の連携会で調整を図りながら策定中である地域水田農業ビジョンの中で，米の生産調整をはじめ水田農業
に関する施策を掲げ，各町米の政策改革を進めながら，合併後新町において地域水田農業ビジョンの調整
及び策定を行う。
（５）経営構造対策事業については，現在計画認定を受けているものは，引き続き新町において実施する。
（６）農業生産総合対策事業については，３町差異がないため現行のとおりとする。

（７）特定農山村地域市町村支援事業については，現行のとおりとする。
（８）アグリマイティ資金利子補給事業については，鶴田町の例により新町において実施する。
（９）地域米消費拡大対策事業については，地産地消の観点から新町において推進する。　（10）新農村振興
運動事業については，３町差異がないため現行のとおりとする。
（11）営農作物研究調査事業については，現行のとおり新町に引き継ぐものとする。
（12）美しい町づくり花いっぱい推進事業については，水田活用方策として，合併後新町において推進する。
（13）特産品直売所管理運営事業については，それぞれの地域特性を生かすため，現行の体制で新町に引
き継ぐものとする。
（14）農産加工センター管理運営事業については，現行のとおり新町に引き継ぐものとする。
（15）農村公園，交流施設等については，現行のとおり新町に引き継ぐものとする。　　　　管理運営について
は，現行のとおりとし，新町において随時調整する。
（16）農林業まつりについては，新町の一体性を図るため，合併後新町において調整する。
（17）グリーンツーリズム事業については，新町においても重点事業として実施する。
（18）小作料協議会については，新町において新たに設置する。
　　　委員構成・定数等については，宮之城町の例による。また，小作料標準額については，３町差異がない
ため現行のとおりとする。
（19）農地利用集積実践事業，遊休農地解消総合対策事業については，３町差異がないため現行のとおりと
する。

２．畜産関係事業
（１）酪農・肉用牛生産近代化計画，大家畜活性化資金利子補給事業，自給粗飼料増産総合対策事業につ
いては，現行のとおりとする。
（２）畜産振興総合対策推進指導事業については，３町差異がないため現行のとおりとする。
（３）肉用牛特別導入事業については，鶴田町の例により合併時に統一する。基金取り崩し限度額について
は，育成雌牛４２万円，成雌牛４２万円とする。また，基金については，県と協議のうえ調整する。
（４）家畜自衛防疫協議会については，合併時に統合する。また，ワクチン接種については，合併時までに調
整する。
（５）畜産共進会等については，合併時までに調整する。
（６）家畜検査場については，現行のとおり新町に引き継ぐものとする。
（７）堆肥センター建設事業計画については，新町において検討を進めながら調整に努める。
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協定項目38　農林水産業関係事業　

協 議 会 名 内 容
３．林務関係事業
（１）経営改善資金貸付金については，現行のとおり新町に引き継ぐものとする。
（２）地域森林計画，市町村森林整備計画については，平成１６年度に見直し作業を行い，統一した計画書を
策定する。
（３）生活環境保全林については，現行のとおり指定区域を新町に引き継ぐものとする。
（４）林道・作業道・作業路開設事業及び森林整備事業については，３町差異がないため現行のとおりとす
る。
（５）県費単独補助治山事業については，宮之城町の例により合併時に統一する。また，県営治山事業につ
いては，３町差異がないため現行のとおりとする。
（６）千年の森推進事業については，宮之城町の例により新町において実施する。
（７）みどり推進協議会については，合併時に統合する。
（８）分収造林事業については，現行のとおり新町に引き継ぐものとする。
（９）町有林育成管理については，３町差異がないため現行のとおりとする。
（10）有害鳥獣駆除事業については，３町差異がないため現行のとおりとする。ただし，委託料及び報償金に
ついては，表２・３のとおりとする。
（11）猟友会については，各団体の意向を十分踏まえ，合併後速やかに統合できるよう調整に努める。
（12）キャンプ施設等については，現行のとおり新町に引き継ぐものとする。
（13）林業機械管理事業については，合併時に廃止する。
４．耕地関係事業
（１）県単独農業農村整備事業，基盤整備促進事業，県営ほ場整備事業，中山間地域総合整備事業の継続
事業については，新町に引き継ぐものとし，地元負担を伴うものは表４のとおり合併時に統一する。
　ただし，平成１６年度は旧町の例による。
（２）農地保全整備事業，里地棚田保全整備事業，一般農道（過疎基幹）整備事業については，３町差異が
ないため現行のとおりとする。
（３）ため池等整備事業については，３町差異がないため現行のとおりとする。ただし，地元負担については，
公共性が高いので０％とする。
（４）農地・農業用施設災害復旧事業については，宮之城町の例により合併時に統一する。　　　　受益者負
担については，農地・施設とも補助残の２０％とする。ただし，平成１６年度は旧町の例による。
（５）農道等土地改良施設維持管理については，合併後新町において調整する。
（６）農林漁業揮発油税財源身替農道整備事業，ふるさと農道緊急整備事業については，３町差異がないた
め現行のとおりとする。
（７）広域営農団地農道等整備事業については，現行のとおりとする。

姶 良 西 部

1　農業振興地域整備促進事業については，新市において新たに農業振興地域整備計画を策定する。
2　農業経営基盤強化促進に関する基本的な構想については，新市において新たに地域農業マスター
プランを策定する。
3　森林整備計画については，新市において新たに森林整備計画を策定する。新市森林整備計画が策
定されるまでは，現行のとおりとする。
4　土地改良関連事業については，現行のとおり新市に引き継ぐものとし，事業に伴う分担金につい
ては，合併までに調整する。
5　漁港関連施設の整備事業及び管理等については，現行のとおり新市に引き継ぐ。

姶 良 中 央

一　地域農政推進対策事業（農政審議会含む）は、現行のとおり新市に引き継ぐ。なお、組織等について
は、合併までに調整すること
二　農業振興地域整備計画は、新市において策定する。なお、策定までは旧市町の例による。
農業振興地域整備促進協議会の委員等については、合併までに調整すること
三　認定農業者、新規就農者等の営農活動に対する支援事業は、現行のとおり新市に引き継ぐ。なお、特
色ある単独事業については、これまでの取り組みの経緯を踏まえ、経過措置を含め制度内容等を合併まで
に調整すること
四　農業制度（振興）資金利子補給事業等は、現行のとおり新市に引き継ぐ。なお、利子補給率について
は、合併までに調整すること
金融運営協議会等の設置については、合併までに調整すること
福山町が実施している農業経営振興資金（単独）貸付事業については、現行のとおり新市に引き継ぐ。な
お、制度内容については合併までに調整すること
五　水田農業推進協議会事業、地域水田農業ビジョン等は、現行のとおり新市に引き継ぐ。なお、組織等に
ついては、新市において調整すること
六　環境保全型農業推進事業は、現行のとおり新市に引き継ぐ。ただし、単独補助事業は、合併時に廃止す
ること
七　畜産関係の各種振興事業は、現行のとおり新市に引き継ぐ。なお、制度内容については、合併までに調
整すること
ハ　畜産共進会開催については、関係機関と実施方法等を協議し合併までに調整すること
九　農業地域活性化イベントは、当分の問新市において現行のとおり旧市町の範囲で実施する。ただし、内
容等が類似しているものは、統廃合を含め検討すること
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協定項目38　農林水産業関係事業　

協 議 会 名 内 容

吉 松 町 ・ 栗 野 町

（農業関係事業）
１．標準小作料については、新町に移行後も当分の間現行のとおりとし、随時調整する。
２．農地取得の下限面積については、新町に移行後も当分の間現行のとおりとし、随時調整する。
３．吉松町農業・農村振興推進協議会及び栗野町農林業推進協議会は廃止し、合併後新たに農業振興に
係る協議会と林業振興に係る協議会に分けて設置する。
４．小規模排水対策原材料支給事業は、栗野町の例により調整する。ただし、受益者負担金については、新
町において定める。
５．農業振興地域整備計画書については、現行のとおり新町に引き継ぎ、平成２０年度（見直し年度）に新た
に策定する。
６．認定農業者育成支援強化対策事業については、栗野町の例により調整する。
７．吉松町の農政顧問制度は、新町に移行後も当分の間現行のとおりとし、随時調整する。
８. 農業制度資金利子補給事業及び農業経営基盤強化資金利子助成事業については、現行のとおり新町に
引き継ぐ。
９．吉松町農林業従事者労働災害共済事業については、吉松町の例により調整する。
10．吉松町手づくりの村づくり事業は、新町に移行後、新たに制度を制定する。
11. 水田農業推進協議会については、合併後新たに設置する。
12．地域水田農業ビジョンについては、現行のとおり新町に引き継ぎ、平成１９年度（見直し年度）に新たに
策定する。
13．水稲航空防除については、新町に移行後も継続して実施するものとし、協議会の基金及び繰越金につ
いては、新町において新たに設置する協議会に引き継ぐ。
14．町単独の園芸ハウス設置に係る補助事業については、吉松町の例により調整する。
15．露地野菜等振興対策事業については、合併後も引き続き推進する。

（林業水産業関係事業）
１．市町村森林整備計画については、現行のとおり新町に引き継ぎ、平成１８年度（見直し年度）に新たに策
定する。
２．林業振興推進協議会については、合併後新たに設置する。
３．県費単独補助治山事業については、現行のとおり新町に引き継ぐ。ただし、受益者負担金については、
新町において定める。
４．火入れ許可については、吉松町の例により調整する。
５．作業道・作業路の維持補修については、原材料支給等の方法により実施する。ただし、受益者負担金に
ついては、新町において定める。

（農業土木関係事業）
１．農業農村整備事業については、現行のとおり新町に引き継ぐ。ただし、受益者負担金については、新町
において定める。
２．農地・農業用施設災害復旧事業については、現行のとおり新町に引き継ぐ。だだし、受益者負担金につ
いては、新町において定める。
３．町単独小規模土地改良事業については、原材料等支給等の方法により実施する。ただし、受益者負担
金については、新町において定める。
４．土地改良区については、新町移行後も当分の間現行のとおりとし、それぞれの団体の経緯と実情を尊重
しながら、そのあり方について調整に努める。
５．町単独災害復旧事業については、補助金制度を廃止し、原材料支給等の方法により実施する。ただし、
受益者負担金については、新町において定める。
６．堂本用水路管理については、現行のとおり新町に引き継ぐ。
７．土地改良施設維持管理適正化事業については、現行のとおり新町に引き継ぐ。
８．川添排水機場保守点検業務委託については、現行のとおり新町に引き継ぐ。

（畜産関係事業）
１．肉用牛畜舎等新設改良事業、肉用牛簡易牛舎施設整備事業及び簡易堆肥舎設置事業については、制
度を統合し、新町においても引き続き実施する。ただし、補助基準及び補助率については、新町において定
める。
２．肉用牛導入基金貸付事業、優良家畜保留事業及び優良牛造成事業については、新町に移行後、新たに
制度を制定する。
３．和牛、乳牛導入資金利子補給事業、優良牛造成事業利子補給事業及び優良牛育成事業については、
廃止する。
４．ＥＴ技術活用に関する補助事業については、新町に移行後も引き続き実施する。ただし、補助金について
は、新町において定める。
５．畜産共進会については、新町において和牛、乳牛それぞれ共進会運営協議会を設置し、均衡を保つよう
調整しながら実施する。
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提案第 33 号【協定項目 42】  
 

 

高齢者福祉事業について 

 

 

 

 高齢者福祉事業について，次のとおり提案する。 

 

 

 

１．老人保健福祉計画は、合併後平成１７年度中に新町において策定する。 

  ２．老人福祉関連施設運営事業については、現行のとおり新町に引き継ぐ。 
  ３．高山町の福祉バス及び内之浦町の僻地患者輸送バスについては、現行のとおりと  
する。 

  ４．敬老年金は、９月１日現在で引き続き１年以上の居住者の７５歳以上を対象者と  
する。 

     敬老祝い金は、内之浦町の例による。 
     長寿祝事業は、社会福祉大会に一本化する。 
   敬老バス乗車運賃助成金交付事業は、高山町の例による。 

  ５．高齢者の生きがいと健康づくり事業は、内之浦町の例により実施する。 
  ６．老人保護措置事業は、現行のとおり新町に引き継ぐ。 
  ７．在宅介護支援センターについては、現行のとおり新町に引き継ぐ。 
  ８．福祉手当については、現行のとおり新町に引き継ぐ。ただし、支給要件等につい  
ては、合併までに調整する。 

 

次の事業については、高山町の例により合併までに統合する。 

 ９．日常生活用具給付等事業 

  10．地域ケア推進事業 
  11．家庭介護用品の支給 
  12．生活指導型ショートステイ 
  13．配食サービス事業 
 

次の事業については、内之浦町の例により合併までに統合する。 

  14．家族介護者ヘルパー受講支援事業 
  15．成年後見制度利用支援事業 
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次の事業については、現行のとおり新町に引き継ぐ。 

  16．住宅改修支援事業（理由書作成分） 
  17．生きがい対応型デイサービス事業 
  18．緊急通報体制整備事業 
  19．寝具乾燥消毒サービス事業 
 

次の事業については、合併までに再編する。 

  20．はり・きゅう利用扶助 
  21．軽度生活援助事業 
  22．外出支援サービス事業 
  23．家族介護教室 
  24．介護予防事業 
  25．高齢者地域支援体制整備評価事業 
  26．社会福祉大会 
 

 

 

 

 

  平成１６年７月８日提出 

 

 

肝 属 合 併 協 議 会           

会長  倉岡 哲哉 
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協定項目 関係項目

調整方針

  １． 老人保健福祉計画は、合併後平成１７年度中に新町において策定する。
  ２． 老人福祉関連施設運営事業については、現行のとおり新町に引き継ぐ。
  ３． 高山町の福祉バス及び内之浦町の僻地患者輸送バスについては、現行のとおりとする。
  ４． 敬老年金は、９月１日現在で引き続き１年以上の居住者の７５歳以上を対象者とする。
  　   敬老祝い金は、内之浦町の例による。
  　   長寿祝事業は、社会福祉大会に一本化する。
　　　 敬老バス乗車運賃助成金交付事業は、高山町の例による。
  ５． 高齢者の生きがいと健康づくり事業は、内之浦町の例により実施する。
  ６． 老人保護措置事業は、現行のとおり新町に引き継ぐ。
  ７． 在宅介護支援センターについては、現行のとおり新町に引き継ぐ。
  ８． 福祉手当については、現行のとおり新町に引き継ぐ。ただし、支給要件等については、
　　合併までに調整する。

次の事業については、高山町の例により合併までに統合する。
　９． 日常生活用具給付等事業
１０． 地域ケア推進事業
１１． 家庭介護用品の支給
１２． 生活指導型ショートステイ
１３． 配食サービス事業

次の事業については、内之浦町の例により合併までに統合する。
１４． 家族介護者ヘルパー受講支援事業
１５． 成年後見制度利用支援事業

次の事業については、現行のとおり新町に引き継ぐ。
１６． 住宅改修支援事業（理由書作成分）
１７． 生きがい対応型デイサービス事業
１８． 緊急通報体制整備事業
１９． 寝具乾燥消毒サービス事業

次の事業については、合併までに再編する。
２０． はり・きゅう利用扶助
２１． 軽度生活援助事業
２２． 外出支援サービス事業
２３． 家族介護教室
２４． 介護予防事業
２５． 高齢者地域支援体制整備評価事業
２６． 社会福祉大会

　４２．高齢者福祉事業

肝属合併協議会の調整内容
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１．
老人保健福
祉計画

介護保険事業計画と同
様に合併後、平成１７年
度中に新町において策定
する。

２．
老人福祉関
連施設運営
事業

現行のとおり新町に引
き継ぐ。

３．
福祉バス運行
事業

現行のとおり新町に引
き継ぐ。

４．
敬老事業

敬老年金は、９月１日
現在で引き続き１年以
上の居住者の７５歳以
上を対象者とする。
支給額については、合
併までに調整する。

敬老祝金は、内之浦町
の例による。

長寿祝事業は、社会福
祉大会に一本化する。

敬老バス乗車賃助成
金交付事業は、高山町
の例による。

協議項目
現　　　況

具体的調整内容
高山町

(1) 敬老年金
【対象者】
町内に引き続き6ヶ月以上居住し、
9月15日現在で年齢80歳以上の者
【支給額】
80歳～89歳　10,000円
90歳～99歳　20,000円
記念品（商品券）5,000円
100歳以上　100,000円
記念品（商品券）5,000円

【概要】
保健福祉課の実施する事業の際の送
迎、老人クラブの研修旅行及び福祉に
関する団体等に保健福祉課の所有す
るバスを貸与する事業

内之浦町

【概要】
大浦地区等無医地区と、岸良の診療
所までの間をへき地患者輸送車として
毎週1回運行している。

【施設名称】
老人憩いの家

【施設名称】
高山町老人福祉センター
町民憩いの家

　　　　　　　　　　同左

(1) 敬老年金
【対象者】
町内に引き続き１年以上居住し、9
月1日現在で年齢70歳以上の者
【支給額】
70歳～79歳　2,000円
80歳～89歳　5,000円
90歳～94歳　8,000円
95歳～99歳　15,000円
100歳以上　100,000円

(2)敬老祝金
100歳の誕生日に祝金100,000円
を贈る。

(3) 長寿祝事業
８８歳以上の高齢者全員に記念品
及び祝い菓子を贈呈する。また、
式典を開催し出席者を料理でもて
なす。

(4)敬老バス乗車賃助成金交付事
業
町内に住所を有する７０歳以上の
高齢者が、バス乗車回数券の購
入に要した額の2分の1を年間
4,000円を限度に支給する。

【事業の目的】
　要支援・要介護者の推計を行い介護
保険料設定を行うとともに、要介護状
態にならないための対策を含めすべ
ての高齢者に対する保健福祉サービ
ス施策の体系化を図る。
【現計画】
平成１５年３月策定。
計画期間は平成１５年度～平成１９年
度である。ただし、介護保険料の見直
しのため合併後の平成１７年度中に第
３期介護保険事業計画を策定予定の
ため同時期に策定。
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５．
高齢者の生き
がいと健康づ
くり事業

事業形態は、内之浦町
の例により実施する。
事業内容等について
は、新町において調整
する。

６．
老人保護措
置事業

現行のとおり新町に引
き継ぐ。

７．
在宅介護支
援センター

現行のとおり新町に引
き継ぐ。

補助事業により、老人クラブに委
託し、下記の事業を実施
(1)ゲートボール大会
(2)スポーツ大会
(3)グランドゴルフ大会

【補助事業】
体制整備・普及・啓発等事業補助
対象
　国1/2　県1/4　町1/4

町単独で下記の事業を実施

(1)いきいきシルバーゲートボール
大会及びグランドゴルフ大会
(2)いきいきシルバースポーツ大会
(3)いきいきシルバー囲碁大会
(4)長寿者ナンコ大会
(5)合同金婚式

【概要】
身体上又は精神上の障害のため
日常生活に支障があり、かつ経済
的に困窮している65歳以上の方が
施設入所して生活する。

【費用徴収基準】
・ 本人は前年の所得状況に応じて
階層別に負担額を決定。
・ 扶養義務者は前年の所得税額
により負担額を決定

【経費負担割合】
国1/2　県1/4　町1/4

　　　　　　　同左

【内容】

                同左

【設置数】
　地域型在宅介護支援センター
　　　　２ヵ所
　基幹型在宅介護支援センター
　　　　なし
【補助事業】
在宅介護支援センター補助対象及
び介護予防事業補助対象
　国1/2　県1/4　町1/4

＊関連事業

　　　　　　　　同左

【内容】
在宅の要援護高齢者、若しくは要
援護となるおそれのある高齢者又
はその家族に対し、在宅介護等に
関する総合的な相談に応じ、ニー
ズに対応した各種の保健、福祉、
介護サービス等が総合的に受けら
れるように、関係行政機関、サー
ビス事業者等との連絡調整を実施
する。
【設置数】
　地域型在宅介護支援センター
　　　１ヵ所
　基幹型在宅介護支援センター
　　　なし
【補助事業】
在宅介護支援センター補助対象及
び在宅介護支援事業補助対象
　国1/2　県1/4　町1/4

＊関連事業
【実態調査事業】
　地域の要援護高齢者等の心身
の状況又はその家族等の状況等
の実態を把握する。
【介護予防プラン作成事業】
　要介護状態になる危険因子の高
い者に対して、適切な介護予防
サービス等を利用できるように支
援する。

協議項目
現　　　況

具体的調整内容
高山町内之浦町
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８．
福祉手当

現行のとおり新町に引
き継ぐ。ただし、支給要
件等については、合併
までに調整する。

９．
日常生活用
具給付等事
業

高山町の例により統合
する。

１０．
地域ケア推進
事業

高山町の例により統合
する。

１１．
家庭介護用
品の支給

高山町の例により統合
する。

具体的調整内容
高山町内之浦町

【事業内容】
高齢者の処遇について、検討す
る。介護保険制度連絡調整会議
作業部会にて実施。

一人暮らし高齢者等に対して、福
祉電話を貸与することにより、日常
生活の便宜を図り、その福祉の増
進に資する。

＊町単独事業

一人暮らし高齢者等に対して、日
常生活用具を給付又は貸与するこ
とにより、日常生活の便宜を図り、
その福祉の増進に資する。
給付用具：　電磁調理器、火災警
報器、自動消火器、
貸与用具：　老人用電話
【補助事業】
日常生活用具給付等事業
　国1/2　県1/4　町1/4

【目的】
寝たきり、痴呆老人等介護する者
に、町民福祉手当を支給すること
により福祉の増進を図る。
【支給要件】
本町に1年以上住所を有し、６ヶ月
以上引き続き、寝たきり、痴呆老
人や重度心身障害児（者）を、常
時介護している者に対して支給。

【支給制限】
施設又は病院若しくは診療所、老
人保健法に規定する老人保健施
設に、継続して３月を超えて入院
し、又は入所にするに至ったとき。
【申請】
　毎年1回
【支給額】
　年60、000円

協議項目
現　　　況

未実施

重度の在宅高齢者を介護している
家族に対して、介護用品を支給
し、在宅介護における家族の精神
的及び経済的負担を軽減する。
【支給対象用品】
紙おむつ、尿取りパッド
使い捨て手袋、清拭材
【支給額】　年間６万円
(6回に分けて支給)
【補助事業】
家族介護支援事業補助対象
　国1/2　県1/4　町1/4

【事業の内容】
　高齢者が、住み慣れた地域で暮
らせるよう保健、福祉、介護等が
連携し、効果的なサービス、地域
ケアの総合的調整等のために、地
域ケア会議を開催する。
【事務局】
役場保健福祉課

【目的】
　　　　　　　　　同左

【支給要件】
本町に１年以上住所を有し、在宅
の寝たきり高齢者や重度身体障
害者（児）等を６ヶ月以上継続し
て、常時介護している者に対して
支給。
【支給制限】
施設入所、入院、又はショートステ
イを10日以上利用したとき。

【申請】
　毎年1回
　（半年に1回は調査票も提出）
【支給額】
　同左
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１２．
生活指導型
ショートステイ

高山町の例により統合
する。

１３．
配食サービス
事業

高山町の例により統合
するが、実施形態につ
いては、合併までに調
整する。

１４．
家族介護者
ヘルパー受講
支援事業

内之浦町の例により一
元化統合する。

１５．
成年後見制
度利用支援
事業

内之浦町の例により統
合する。

家族介護の経験者が訪問介護員
の養成研修を受講する場合、教材
費・交通費・昼食代等を除く費用の
一部について３万円を上限に助成
金を交付する。
【補助事業】
家族介護支援事業補助対象
　国1/2　県1/4　町1/4

未実施

成年後見制度の利用促進のため
に、広報・啓発、制度の利用にか
かる経費を助成する等、成年後見
制度の利用に対する支援を行う。
経費助成対象者は、介護保険
サービス又は障害者福祉サービス
を利用、又は利用しようとする身寄
りのない重度の痴呆性高齢者、知
的障害者で、助成を受けなければ
成年後見制度の利用が困難な
者。
【補助事業】
体制整備・普及・啓発等事業補助
対象
国1/2　県1/4　町1/4

未実施

未実施

社会適応が困難な介護保険の対
象とならない高齢者に対し、老人
福祉施設を活用し、短期間の宿泊
による日常生活に対する指導及び
支援を行うことにより、要介護状態
への進行を予防する。
【利用料】
　1日当たり 　　381円（他に飲食物
費相当額）
【実施施設】
　国見園
【補助事業】
介護予防・生きがい活動支援事業
補助対象
国1/2　県1/4　町1/4

ひとり暮らし及び虚弱な高齢者や
心身障害者の属する世帯で日常
生活に支障のある者に対し、必要
に応じて配食を行うことにより、声
かけを兼ねて孤独感の解消と安否
の確認を行うことを目的とする。
【実施状況】
週１回木曜日の昼食のみ
【利用者負担】
　３００円
【補助】
町単独事業
【委託先】
　社会福祉協議会

在宅の虚弱な高齢者等の家庭で
日常生活を営むのに支障のある
者に対し、訪問により栄養のバラ
ンスのとれた食事を定期的に提供
するとともに、訪問の際に併せて
利用者の安否を確認する。
【実施状況】
月曜から土曜までの毎日、昼及び
夕食。
【利用者負担】
３００円
【補助】
介護予防・生きがい活動支援事業
補助対象
国1/2　県1/4　町1/4
【委託先】　町内業者

協議項目
現　　　況

具体的調整内容
高山町内之浦町
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１６．
住宅改修支
援事業（理由
書作成分）

現行のとおり新町に引
き継ぐ。

１７．
生きがい対応
型デイサービ
ス事業

現行のとおり新町に引
き継ぐ。

１８．
緊急通報体
制整備事業

現行のとおり新町に引
き継ぐ。

具体的調整内容
高山町内之浦町

協議項目
現　　　況

ひとり暮らし高齢者等が急病・災
害等の緊急時に迅速、かつ適切な
対応を図ることにより、安心して生
活ができるよう緊急通報装置を貸
与する。
【対象者】
概ね65歳以上の独居高齢者及び
その他町長が特に必要と認めた
者
【利用者負担】通話料のみ
【補助事業】
体制整備・普及・啓発等事業補助
対象
　国1/2　県1/4　町1/4

　　　　　　　　同左

介護支援専門員等が居宅介護・
支援住宅改修費の支給申請に係
る理由書作成時に1件当たり2、
000円を助成。
【補助事業】
体制整備・普及・啓発等事業補助
対象
国1/2　県1/4　町1/4

　　　　　　　　同左

家に閉じこもりがちな高齢者等に
対し、デイサービス事業を実施す
ることにより、高齢者の自立支援、
社会的孤立感の解消及び要介護
状態になることの予防を図ることを
目的とする。
（サービスの内容）
　給食サービス、入浴サービス、日
常動作訓練、趣味創作活動など
（利用者負担）
　1日あたり300円
（委託先）
　社会福祉法人銀河の里
【補助事業】
介護予防・生きがい活動支援事業
補助対象
国1/2　県1/4　町1/4

                 同左

（委託先）
・町社会福祉協議会
・ 花神荘
【補助事業】
介護予防・生きがい活動支援事業
補助対象
国1/2　県1/4　町1/4
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１９．
寝具乾燥消
毒サービス事
業

現行のとおり新町に引
き継ぐものとするが、
委託先については合
併までに調整する。

２０．
はり・きゅう
利用扶助

内之浦町の例により統
合する。
ただし、助成額につい
ては５００円とする。

２１．
軽度生活援
助事業

対象者については内
之浦町の例による。利
用者負担は、高山町の
例による。

高齢で寝具の衛生管理ができな
い独居者を対象に布団、毛布等の
寝具を洗濯乾燥消毒サ－ビスを行
う。
【対象者】
・ 寝具の衛生管理等が困難な概
ね65歳以上の単身世帯、高齢者
のみの構成世帯
・ 重度の身体障害のため臥床して
いる者
【利用者負担】　なし
【サ－ビス回数】  年2回
【委託先】
　民間会社
【補助事業】
生活支援事業補助対象
　国1/2　県1/4　町1/4

　

                 同左

【委託先】
　社会福祉協議会
【補助事業】
生活支援事業補助対象
　国1/2　県1/4　町1/4

高齢者の健康保持及び増進を図
るため、はり、きゅう、施術費の助
成を行う。
【概要】
（対象者）　65歳以上の者
（交付枚数）年間24枚
（適用範囲）　医療保険給付以外
（助成額）　1枚（1回）につき400円

＊ 一般会計・町単独事業

国民健康保険会計の健康づくり事
業で実施。

【概要】
（対象者）　国保被保険者
（交付枚数）年間５０回
（助成額）　1枚（1回）につき500円

具体的調整内容
高山町内之浦町

協議項目
現　　　況

在宅のひとり暮らし高齢者等が日
常生活を営むのに支障がある者
の属する家庭に対してホームヘル
パーを派遣し、対象者の日常生活
の世話を行う。
（1）生活に係る援助
（2）健康・栄養助言、関係機関との
連絡

【対象者】
（1）在宅での自立した生活を維持
するために必要な生活上の援助を
必要とする者。
（2）地域ケア会議で支援が必要で
あると判断された者。

【利用者負担】
1時間あたり８０円

在宅のひとり暮らし高齢者等の居
宅に人材を派遣して買い物等の軽
易な生活援助サービスを提供する
(1)外出時の援助
(2)食事・食材の確保
（買い物等）
(3)寝具類等の洗濯・日干し・クリー
ニングの洗濯物搬出入
(4)生活上の助言等

【対象者】
　自立認定の独居高齢者等。

【利用者負担】
　1時間あたり80円、1時間を超え
た場合は、30分ごとに40円を加
算。
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２３．
家族介護教
室

内之浦町の例により新
町に引き継ぐものとし、
実施形態については
合併までに調整する。

【委託先】
　社会福祉協議会

【補助】
生活支援事業補助対象
　国1/2　県1/4　町1/4

【委託先】
　社会福祉協議会

【補助】
生活支援事業補助対象
国1/2　県1/4　町1/4

地区住民に対し介護方法や介護
予防、介護者の健康づくりについ
ての知識・技術を習得させる。
【実施内容】
介護方法・栄養教室(介護食・介護
者の食事指導・栄養改善)・施設見
学等
【補助事業】
家族介護支援事業補助対象
　国1/2　県1/4　町1/4

未実施

具体的調整内容

２２．
外出支援
サービス事業

【目的】
在宅の外出困難な要援護高齢者
等に対し、移送用車両による外出
支援サービスを提供することによ
り、在宅福祉の増進に資すること
を目的とする。
【事業概要】
移送用車両（リフト付車両等）を用
いて、利用者を町内の医療機関又
は生きがい活動支援通所事業を
実施する施設や医療機関等へ送
迎する。
【対象者】
公共交通機関の利用や家族によ
る送迎が困難な者で、かつ次の各
号のいずれかに該当する者
（1）概ね65歳以上の高齢者であっ
て、一般の交通機関を利用するこ
とが困難な者
（2）概ね60歳以上の高齢者で下肢
が不自由な者
【委託先】
・生きがい対応型デイサービス実
施機関
・ 医療機関送迎サービスについて
は、社会福祉協議会に委託
【補助】
生活支援事業補助対象
国1/2　県1/4　町1/4

【目的】
生きがい対応型デイサービス事業
及び生活指導型ショートステイ事
業の利用者に対し、それぞれの事
業を実施する施設と利用者の居宅
との間を送迎することにより、在宅
高齢者の自立した生活を支援す
る。
【事業概要】
　移送用車両（リフト付車両等）を
用いて、利用者の居宅と町内の事
業を実施する施設間を送迎する。
【対象者】
　生きがい対応型デイサービス及
び生活指導型ショートステイ事業
を利用する高齢者で、一般の交通
機関を利用することが困難な者
【委託先】
・生きがい対応型デイサービス実
施機関
・ 生活指導型ショートステイ実施
機関
【補助】
生活支援事業補助対象
　国1/2　県1/4　町1/4

現行のとおり新町に引
き継ぐものとするが、
内容等については、合
併後調整する。

高山町内之浦町
協議項目

現　　　況
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２４．
介護予防事
業

現行のとおり新町に引
き継ぎ、実施内容につ
いては合併までに調整
する。

２５．
高齢者地域
支援体制整
備評価事業

内之浦町の例により新
町に引き継ぐものとし
実施形態については、
合併までに調整する。

26．
社会福祉大
会

高山町の例により新町
に引き継ぐが、対象年
齢及び事業内容・方法
については、合併まで
に調整する｡

具体的調整内容
高山町内之浦町

協議項目
現　　　況

【名称】
　　高齢者健康づくり福祉大会
【内容】
　　・講演会
　　・アトラクション
　　・各種表彰
　　・出前講座　等
【対象者】
　　　６５歳以上
【実施主体】
　　町（国保との共催）

【名称】
　　社会福祉大会
【内容】
　・講演会
　・アトラクション
　・各種表彰　等
【対象者】
　　７５歳以上
【実施主体】
　　社会福祉協議会

高齢者ができる限り要介護状態に
なることなく健康で生き生きとした
老後生活を送ることができるよう教
育活動を実施する。

【実施内容】
ＩＡＤＬ訓練事業（機能訓練Ｂ型）
地区別介護予防教室
転倒予防教室
食生活改善事業
保健福祉従事者研修会

【実施機関】
直営事業
【補助】
介護予防・生きがい活動事業補助
対象
国1/2　県1/4　町1/4

高齢者ができる限り要介護状態に
なることなく健康で生き生きとした
老後生活を送ることができるよう教
育活動を実施する。

【事業内容】
　町内7ヶ所の地区公民館におい
て、年間3回程度ずつ転倒骨折予
防教室を開催

【実施機関】
在宅介護支援センター
花神荘
老春苑
【補助】
介護予防事業補助対象
国1/2　県1/4　町1/4

地域における高齢者の支援体制
の整備を図ることを目的とし、ニー
ズ把握・研修・介護予防・生活支援
事業実施団体への指導助言、ネッ
トワーク形成、身近な相談体制の
確立等の事業を実施する。

【委託先】
　　社会福祉協議会

【具体的事業】
・心配ごと相談
・ボランティア研修指導
・ 近隣福祉ネットワーク指導

【補助】
体制整備・普及・啓発等事業補助
対象
国1/2　県1/4　町1/4

未実施
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県内先進地事例

協 議 会 名 内 容

日置 （その 1 ）

高齢者福祉事業の取り扱いについては、各町でのこれまでの取り組みを踏まえ、新市
においても事業の充実を図ることを原則として次のとおり調整する。
（1）老人保健福祉計画については、新市において策定する。
（2）敬老事業による敬老金および敬老記念品支給については、新市において継続して
実施する。ただし、事業内容等については新市において検討する。
（3）合同金婚式については、新市においては、当分の間実施し、事業内容については
検討する。
（4）米寿記念写真贈呈事業については、合併時までに社会福祉協議会と協議し調整す
る。
（5）福祉機器・用具の貸し出しについては、合併時までに社会福祉協議会との調整を図
る。

（6）軽度生活援助事業については、新市においても継続し、サービスの内容及び利用
回数は金峰町の例による。
（7）住宅改修支援事業については、新市に継続し、内容については検討する。
（8）配食サービスについては、新市においても継続する。また、委託先については、当
分の間は現体制で実施し、対象者の年齢を概ね65歳以上とし、利用者負担と休日につ
いては統一に努める。
（9）生きがい活動支援通所事業については、新市においても継続する。また、委託先に
ついては、当分の間は現体制で実施し、対象者の年齢を概ね65歳以上とし、利用回数
は週1回とする。
（10）通話式インターホン設置事業については、緊急通報システム事業に移行し、本事
業は廃止とする。
（11）寝たきり老人等理髪サービス事業については、県補助事業の訪問理美容サービス
事業に移行し、本事業は廃止とする。

（12）寝たきり老人等介護手当は、新市においても継続し、支給金額は1万円に統一し、
支給基準については合併時までに統一する。
（13）福祉バスについては、新市において、その有効活用を図る。
（14）高齢者ふれあいサロン事業については、新市においても実施することとし、実施主
体については合併時までに社会福祉協議会と調整をする。
（15）温泉利用補助については、新市において、65歳以上の者を対象とし、温泉利用の
助成の額は、年12回の温泉利用を基本とし、1回100円の入浴助成券を12枚交付する。
また、対象の施設は新市内にある新市と契約した温泉施設とする。
（16）日吉町立特別養護老人ホーム青松園及び在宅介護支援センターについては、新
市へ移行後も当分の間、現行どおりとし、随時調整する。

日置（その２ ）

１　高齢者タクシー運賃助成事業については、新市において、当分の間、継続することと
し、基準等内容については、合併時までに調整する。
２　老人はり・きゅう等受療券発行については、新市においても継続する。
　回数を年30回とし、施術１回につき800円とする。

川 薩 地 区

高齢者福祉事業については、国等の制度に基づいて実施している事業は、引き続き推
進するものとし、一つの団体のみ実施している事業については、従来の実績を考慮して
制度の目的が効果的に機能するように調整する。
　個別調整方針案については、次のとおりとする。
１、現行のまま新市へ引き継ぐ。
①老人保護措置事業　　②シルバー人材センター事業　　③在宅介護訪問指導　　④さ
ざらし会館管理運営事務

２、川内市の例により合併時までに調整し、新市と同時に施行する。
①老人クラブ活動補助　　　　　②地域ケア推進事業
３、入来町の例により合併時までに調整し、新市と同時に施行する。
①移送費助成事業
４、合併時に、新たに制度等を制定する。
①ホームヘルプサービス事業　　　②生きがいデイサービス事業　　　③ねたきり老人介
護手当支給事業　　④高齢者生活福祉センター運営委託事業　　　⑤高齢者福祉施設
管理　　　⑥敬老事業　　　⑦住宅改造費助成事業　　　⑧高齢者はり・きゆう・マッサー
ジ等施術料助成事業　　　⑨寝具類等洗濯乾燥消毒サービス事業、
５、新市に移行後、速やかに調整する。
①高齢者拠点及びサービス　　　②独居老人声かけ事業　　　③高齢者ふれあいサロン
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県内先進地事例

協 議 会 名 内 容

６、新市に移行後も当分の間現行のとおりとし、随時調整する。
①生きがい活動支援適所事業（事業運営）　　　②いきいき百歳の店運営事業　　　③配
食サービス　　　④老人健康教育事業　　　⑤緊急通報システム
７、廃止の方向で調整する。
①高齢者の生きがいと健康づくり推進事業　　　②金婚式　　　③独居老人給食サービ
ス事業　　　④福祉機器・用具の貸し出し

福祉関係事業のうち，国又は県が定めている制度については，その制度の要綱等に準
拠しながらサービスの充実に努める。
３．高齢者福祉事業
（１）長寿者褒章・敬老祝金については，合併時に鶴田町の例により統一する。
（２）住宅改造費助成事業，高齢者日常生活用具給付等事業，寝具類等洗濯乾燥消毒
サービス事業及び在宅福祉アドバイザー活動促進事業については，３町差異がないた
め現行のとおりとする。
（３）外出支援サービス事業及び生きがい活動支援通所事業については，現行のとおり
とする。
（４）軽度生活援助事業については，現行のとおりとする。
　　　ただし，利用者負担は，薩摩町の例により統一する。
（５）配食サービス事業，家庭介護用品支給事業及び緊急通報システムについては，合
併時に宮之城町の例により統一する。
　　　ただし，平成１６年度については，それぞれ旧町の例による。
（６）高齢者の生きがいと健康づくり推進事業，成年後見制度利用支援事業及び在宅介
護相談協力員については，宮之城町の例により新町において実施する。

（７）高齢者福祉計画については，合併後新町において新たに策定する。
（８）老人福祉バスについては，宮之城町の例により新町において実施する。
（９）ケアマネージメントリーダー活動支援事業については，合併後基幹型支援センター
内（社会福祉協議会）に設置する。
（10）在宅介護支援センターのうち基幹型支援センターについては合併時に統合する。
　　　また，地域型支援センターについては，現行のとおりとする。
（11）高齢者ふれあいサロン事業については，合併後新町において調整する。
（12）訪問理美容サービス事業，家族介護者交流事業，家族介護慰労事業，介護手当
支給事業，高齢者入浴券配布事業，温泉宅配サービス事業，はり・きゅうマッサージ施
術料助成事業，合同金婚祝賀会，高齢者安否確認事業，老人健康農園推進指導員，
高齢者工房村促進事業，生活支援サービス事業，３級ヘルパー講習会及び家族介護
教室については，合併時に廃止する。
（13）宮之城敬老園，宮之城町老人福祉センター及び鶴田町高齢者ふれあい館につい
ては，現行のとおり新町に引き継ぐものとする。

吉松町・栗野町

１．高齢者福祉計画については、新町において新たに策定する。
２．敬老の日記念品支給事業、敬愛祝金支給事業、敬老会助成事業、在宅福祉アドバ
イザー活動促進事業については、引き続き実施することとし、新町において新たに制度
等を制定する。
３．高齢者寝たきり介護手当支給、敬老の日高齢者訪問については、引き続き実施する
こととし、新町移行後、新たに制度等を制定する。
４．はり・きゅう等施術費助成事業、緊急通報体制等整備事業、介護予防事業、家族介
護用品支給事業、寝たきり障害者等紙おむつ支給事業については、栗野町の例により
調整する。
５．生活支援型ホームヘルプサービス事業、高齢者訪問給食サービス事業、生きがい
対応型デイサービス事業、一人金婚者の集い、生活支援移送サービス事業、生活指導
型ショートステイ事業、ホームヘルプサービス事業については、関係機関と協議し、合併
までに調整する。
６．高齢者日常生活用具給付事業、住宅改造費助成事業、住宅改修支援事業（理由書
助成分）、老人保護措置、在宅介護支援センター運営事業については、現行のとおり新
町に引き継ぐ。
７．弔慰金支給事務については、合併時に廃止する。

薩摩東部地区
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提案第 34 号【協定項目 43】  
 

 

児童福祉事業について 

 

 

 

 児童福祉事業について，次のとおり提案する。 

 

 

 

 １．次世代育成支援対策については、合併後再編する。 

 ２．ひとり親家庭医療費助成事業については、高山町の例による。 

 

 

 

 

 

  平成１６年７月８日提出 

 

 

肝 属 合 併 協 議 会           

会長  倉岡 哲哉 
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肝属合併協議会の調整内容 
協定項目 ４３．児童福祉事業 関係項目  

調整方針 
1.次世代育成支援対策については、合併後再編する。 
2.ひとり親家庭医療費助成事業については、高山町の例による。 

 
現       況 

協議項目 内之浦町 高山町 
具体的調整内容 

1.次世代育成支援
対策 

現在行動計画策定中 同左 各町において行動計画を

策定中であるため、合併

後新町において調整す

る。 
２ .ひとり親家庭
医療費助成事業 

【対象者】 
18 歳未満の児童を扶養
するひとり親家庭の父又

は母 ,及び児童と父母の
いない児童 
【所得制限】 
あり 
【財源内訳】 
県 1/2  町 1/2 
【助成額】 
自己負担額の全額 
◎平成 15年 3月 31日現
在の受給資格者数 
 母子    96人 
 父子    26人 
 父母無   1人 
 合計   123人 
 

【対象者】 
18 歳未満の児童を扶養す
るひとり親家庭の父または

母及び児童と父母のいない

児童 
【所得制限】 
なし 
【財源内訳】 
県 1/2  町 1/2 
【助成額】 
自己負担額の全額 
◎平成 15年 3月 31日現在
の受給資格者数 
 母子  344人 
 父子   45人 
 父母無  11人 
 合計  400人 
 

高山町の例による。 

 



県内先進地事例　

協 議 会 名 内 容

日 置

児童福祉事業の取扱いについては、各町でこれまでの取り組みを踏まえ、新市におい
ても事業の充実を図ることを原則として、次のとおり調整する。
(1)　子育て支援センター・児童ホームヘルプサービスについては、当面現行どおり新市
に引継ぎ、新市において子育て支援計画（エンゼルプラン）を策定し、事業の拡大に努
める。
(2)　児童館・放課後児童クラブについては、当面現行のとおり新市に引継ぎ、新市にお
いて事業の拡大に努める。
(3)　ひとり親家庭医療費助成事業（町単独事業）については、新市に引き継ぐ。

川 薩 地 区

1、出生祝金は、全市での実施は財政的に厳しいため、廃止の方向で調整する。
2、公立保育所・保育園運営事業は、地域によって保育園に偏りがあり、合併時に、新
たな制度等を制定する。
3、児童館は、合併時に、新たな制度等を制定する。
4、放課後児童クラブは、市町によって補助金の上乗せや委託に差異があり、早急な調
整は困難であるため、新市に移行後も当分の間現行のとおりとし、随時調整する。
5、保育協議会補助は、補助金の裁定根拠を明確にするため、新市に移行後、速やか
に調整する。
6、保育園人・退所事務は、保育料の基準が異なっており、新市に移行後も当分の間現
行のとおりとし、随時調整する。
7、乳幼児健康支援一時預かり事業は、現行のまま新市に引き継ぐ。
8、児童虐待防止協議会運営事業は、一市のみの実施であるが関係機関の見直しが
必要であり、新市に移行後、速やかに調整する。
9、チャイルドシート一部助成等事業は、貸与・一部助成など実施の方法が異なってお
り、合併時に、新たに制度等を制定する。
10、遺児及び父子手当給付事業は、補助金・対象者の基準が異なるため、合併時に新
たに制度等を制定する。
11、育児手当は、児童手当と類似しているため、合併時に、新たに制度等を制定する。
12、認可外保育施設運営補助金は、合併時に、川内市の例により調整する。
13、乳幼児医療費助成金は、合併時に、新たに制度等を制定する。

薩摩東部地区

福祉関係事業のうち，国又は県が定めている制度については，その制度の要綱等に
準拠しながらサービスの充実に努める。
１．児童福祉事業
（１）子育て支援事業については，宮之城町の例により新町において実施する。
（２）放課後児童対策事業及び特別保育事業については，現行のとおりとする。
（３）児童遊園地及び町立保育所（園）については，現行のとおり新町に引き継ぐものと
する。
（４）出生祝金については，合併時に廃止する。
　　　ただし，宮之城町において合併前に対象になった者は，旧町の制度か新町でのす
こやか子育て支援事業のいずれか高い額とする。
（５）育児手当については，合併時に廃止する。
（６）すこやか子育て支援事業として，合併時に次のように事業を創設する。
　　　満１８歳未満の児童を３人以上養育している世帯で，養育する児童の数が３人世
帯に月額5,000円，４人世帯に月額10,000円，５人世帯以上に月額15,000円を満６歳に
到達するまで支給する。

吉松町・栗野町

１．子育て支援計画については、新町において新たに策定する。
２．青少年問題協議会及び児童虐待防止委員会については、新町移行後、新たに設
置する。
３．各種児童福祉事業については、新町において引き続き実施することとし、２町で差
異のある
ものについては、新たに制度等を制定する。
４．子育て支援事業、延長保育、障害児保育については、当分の間、現行のとおりと
し、新町子
育て支援計画に基づき実施する。
５．保育料及び保育料の減免については、新町移行後、新たに制度等を制定する。

- 142 -



 

提案第 35 号【協定項目 47】  
 

 

文化振興事業について 

 

 

 

 文化振興事業について，次のとおり提案する。 

 

 

 

 １．文化祭は、新町において統一して開催することとし、実施方法等については、合

併後調整する。 

 ２．文化財保護審議会は、合併時に再編する。 

 ３．町指定文化財は、現行のとおり新町に引き継ぐ。 

 ４．歴史民俗資料館は、現行のとおり新町に引き継ぐ。 

 

 

 

 

 

  平成１６年７月８日提出 

 

 

肝 属 合 併 協 議 会           

会長  倉岡 哲哉 
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協定項目

調整方針

文化祭

文化財保護
審議会

【文化財保護審議会の設置】
①目的
　町内にある文化財につき、内之浦町
教育委員会の諮問に応じ、調査やその
保存及び活用などの重要事項を調査
審議し、これらの事項につき、教育委員
会に申し入れる。

②概要
　５名以内の任期３年の文化財保護審
議委員を任命し、委員会は、教育委員
会の諮問に応じて調査審議し、教育委
員会に建議する。

③報酬
　１名１回につき５，２００円

④審議会
　年間４回

【文化財審議会の設置】
①目的
　町内にある文化財につき、高山町教
育委員会の諮問に応じて文化財の保
存及び活用に関する重要事項につい
て調査審議し及びこれらの事項に関し
て教育委員会に建議する。

②定員任期
　定員５人以内任期３年

③報酬
　１名１回につき５，６００円

④審議会
　年間３回

文化財保護審議会
は、合併時に再編す
る。
・委員の定数について
は、７名以内とする。
・委員の任期は、３年と
する。

　

４７　文化振興事業

【事業目的】
生涯学習活動での成果を発表すること
で、学習者の更なる活動意欲の向上を
図るとともに、学習活動を町内外に向け
てアピールを目的とする。

【名称】
内之浦町文化祭

【主催】
内之浦町教育委員会
内之浦町文化協会

【開催】
毎年文化の日
※平成１４・１５年度は複合施設建設に
伴い中止

【内容】
・文化会館での活動の発表
・一般に募集した作品の発表
・子どもの作品、写生、書道等の発表
・保存会、青年団による伝統芸能の発
表

【事業目的】
日頃の芸術活動の成果を発表すること
で、学習者の更なる活動意欲の向上を
図るとともに、学習活動を町内外に向け
てアピールを目的とする。

【名称】
高山町総合文化祭

【主催】
高山町、高山町教育委員会、高山町文
化協会

【開催】
毎年１１月第１日曜日前後３日間

【内容】
・文化会館での芸能発表
・町体育館で子どもの作品、写生、書道
等の発表
・保存会、青年団による伝統芸能の発
表

新町において統一し
て開催することとし、実
施方法等については、
合併後調整する。

・開催については、主
催者で協議するものと
する。
・開催日、場所、時間
は合併後に調整する。

肝属合併協議会の調整内容

文化振興事業については、次のとおりとする。
１．文化祭は、新町において統一して開催することとし、実施方法等については、合併後調整
する。
２．文化財保護審議会は、合併時に再編する。
３．町指定文化財は、現行のとおり新町に引き継ぐ。
４．歴史民俗資料館は、現行のとおり新町に引き継ぐ。

協議項目
現　　　　　況

具体的調整内容
内之浦町 高山町
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町指定文化
財

歴史民俗資
料館

な　　し

【名称】
　高山町立歴史民俗資料館

【設置の趣旨】
　高山町は，国指定の塚崎古墳群をは
じめ，建物・城跡等，先人が築いた文
化や遺跡が数多くある。
　町内から出土した多くの考古資料や
歴史・民俗資料など，これら文化財の
散逸・破壊・紛失を防ぎ郷土の文化遺
産として大切に保存展示し，地域住民
の学習に役立たせるとともに，文化遺
産として大切に保存展示し，地域住民
の学習に役立たせるとともに，文化財
保護，愛護活動の拠点としての役割を
果すべく，塚崎古墳群の一角に建設さ
れた。

【設置概要】
　①所在地　　　高山町野崎1936番地
　②電　話　　　(0994)65-0170
  ③休館日
　　(1)１月２日から１月４日まで及び１２
月２８日から１２月３１日まで
　　(2)毎週月曜日
　　(3)展示物整理日
　④入場料
　　　大人１００円　小人５０円

【展示内容】
　考古資料、歴史資料、民俗資料

現行のとおり新町に引
き継ぐ。

協議項目
現　　　　　況

具体的調整内容
内之浦町 高山町

【内之浦町指定文化財の指定】
①概要
　内之浦町の歴史、文化を知る上で貴
重な文化的財産を指定することにより、
保護の対象とする。
②対象者
　文化財の所有者・団体等
③実施期間
　申請・指定事由の発生した時点に限
り
④説明板の施設
　指定文化財が史跡、名勝、天然記念
物であるときは、教育委員会において
定める標識（説明板）を施設する。

【町指定文化財】
　・南方小田の小田楠他３０件

【国指定文化財】
　・津代半島のソテツ自生地
　・船間のヘゴ自生北限地帯
　・佐多町境の稲尾岳

【高山町指定文化財の指定】
①概要
　高山町の歴史、文化を知る上で貴重
な文化的財産を指定することにより、保
護の対象とする。
②対象者
　文化財の所有者・団体等
③実施期間
　申請・指定事由の発生した時点に限
り
④説明板の施設
　指定文化財の管理に必要な標識、説
明板等を教育委員会は設置するものと
する。

【町指定文化財】
　・高山総絵図他１９件

【国指定文化財】
　・高山城跡
　・塚崎古墳群
　・塚崎のクス
　・二階堂家住宅

【県指定文化財】
　・野崎の田の神（２体）
　・本町の八月踊り
　・四十九所神社の流鏑馬

町指定文化財につい
ては、従来からの経
緯・公共性・公平性に
配慮しながら、現行の
とおり新町に引き継
ぐ。
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関 係 法 令 (抜粋) 

●文化財保護法 （昭和２５年法律第２１４号） 

（文化財の定義） 

第２条 この法律で「文化財」とは、次に掲げるものをいう。 

（１）建造物、絵画、彫刻、工芸品、書跡、典籍、古文書その他の有形の文化的所産で我が国にとっ

て歴史上又は芸術上価値の高いもの（これらのものと一体をなしてその価値を形成している土地その

他の物件を含む。）並びに考古資料及びその他の学術上価値の高い歴史資料（以下「有形文化財」

という。） 

（２）演劇、音楽、工芸技術その他の無形の文化的所産で我が国にとって歴史上又は芸術上価値の

高いもの（以下「無形文化財」という。） 

（３）衣食住、生業、信仰、年中行事等に関する風俗慣習、民俗芸能及びこれらに用いられる衣服、

器具、家屋その他の物件で我が国民の生活の推移の理解のため欠くことのできないもの（以下

「民俗文化財」という。） 

（４）貝塚、古墳、都城跡、城跡、旧宅その他の遺跡で我が国にとって歴史上又は学術上価値の高い

もの、庭園、橋梁、峡谷、海浜、山岳その他の名勝地で我が国にとって芸術上又は観賞上価値の高

いもの並びに動物（生息地、繁殖地及び渡来地を含む。）、植物（自生地をむ。）及び地質鉱物（特異

な自然の現象の生じている土地を含む。）で我が国にとって学術上価値の高いもの（以下「記念物」と

いう。） 

（５）周囲の環境と一体をなして歴史的風致を形成している伝統的な建造物群で価値の高いもの（以

下「伝統的建造物群」という。） 

２及び３ 略 

 

（政府及び地方公共団体の任務） 

第３条 政府及び地方公共団体は、文化財が我が国の歴史、文化等の正しい理解のため欠くことので

きないものであり、且つ、将来の文化の向上発展の基礎をなすものであることを認識し、その保存が適

切に行われるように、周到の注意をもってこの法律の趣旨の徹底に努めなければならない。 

 

（地方公共団体の事務） 

第９８条 地方公共団体は、文化財の管理、修理、復旧、公開その他その保存及び活用に要する経

費につき補助することができる。 

２ 地方公共団体は、条例の定めるところにより、重要文化財、重要無形文化財、重要有形民俗文化

財、重要無形民俗文化財及び史跡名勝天然記念物以外の文化財で当該地方公共団体の区域内

に存するもののうち重要なものを指定して、その保存及び活用のため必要な措置を講ずることができ

る。 
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先 進 事 例 

●浦和市・大宮市・与野市合併協議会（さいたま市） 

文化振興事業について、同一又は類似する事業は統合・再編するものとする。 

地域の特色ある文化事業については、現行のとおりとする。 

文化振興事業については、現行のとおり新市に引き継ぐ。 

 

●飛騨４町村合併協議会（飛騨市） 

１．国・県・町村指定の文化財は、新市に引き継ぐ。 

２．入館料については、現行のとおり新市に引き継ぎ、新市において調整する。 

３．文化財修理補助金については、古川町の事例により新市に引き継ぐ。ただし、町村指定文化財修

理の補助率については、新市移行までに調整する。 

 

●佐野市・田沼町・葛生町合併協議会（佐野市） 

１．文化祭については、合併後、統一するよう働きかける。 

２．芸術文化活動大会参加費補助金については、合併時に佐野市の制度を適用する。 

３．文化協会については、合併後、統一するよう働きかける。 

４．伝統文化財育成事業については、合併後、佐野市の制度に統一する。なお、団体への助成につ

いては、１市２町の実績を踏まえて当面現行どおりとする。 

文化財指定については、現行どおりとする。 

田中正造旧宅一般公開支援事業については、現行どおり実施する。 

５．展示施設については、現行どおりとする。 

６．佐野市郷土博物館協議会及び葛生町立吉澤記念美術館運営協議会については､当面現行どお

りとする。 

 

●高松町・七塚町・宇ノ気町合併協議会（かほく市） 

１．文化祭の開催については、各町の現状を踏まえ新市において実施方法等を調整する。 

２．町指定文化財については、新市に引き継ぎ、補助制度については、新市において調整する。 

３．文化財の保管については、基本的に現行のとおりとするが、新市において１箇所に集約・展示でき

る場所を検討する。 

４．博物館等の管理運営については、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。 
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提案第 36 号【協定項目 48】  
 

 

社会教育事業について 

 

 

 

 社会教育事業について，次のとおり提案する。 

 

 

 

 １．活動成果の発表会等は、新町において調整する。 

 ２．成人式は、新町において統一して開催することとし、実施方法等については、合

併後調整する。 

 ３．体育協会は、合併時に統合する。 

 ４．各種スポーツ大会は、合併後に統合する。 

 ５．勤労青少年ホームは、現行のとおり新町に引き継ぐ。 

 

 

 

 

 

  平成１６年７月８日提出 

 

 

肝 属 合 併 協 議 会           

会長  倉岡 哲哉 
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協定項目

調整方針

活動成果の発
表会等

成人式

体育協会

公民館講座及びサークル活動に
おける作品の発表機会として、文
化祭・生涯学習大会を開催してい
る。

・文化祭開催日
毎年文化の日(11月)に開催
※平成１４・１５年度は複合施設建
設に伴い中止

・いきいき・のびのび内之浦フェス
タ
２月第１日曜日を中心に開催
　第１部　生涯学習大会
　第２部　読書活動推進大会
　第３部　生涯学習発表大会
　第４部　講演会

公民館講座及びサークル活動に
おける作品の発表機会として、生
涯学習大会を開催している。

・文化祭開催日
　１１月の最初の日曜日
　　・芸能発表の祭典・展示部門発
表
　　・小・中学校音楽発表会
　　・展示部門発表
　　・音楽の夕べ
　　・展示部門発表
　　・展示部門発表

・高山町生涯学習大会

活動成果の発表会等
は、新まちにおいて調
整する。

・発表の機会
　新町の生涯学習大会
  新町の文化祭等

・発表の場
  会場設定等は合併後
に新町において検討
調整する。

【概要】
年度内に満２０歳を迎える町民・町
出身者を対象として、新成人を祝う
式典を開催する。

【実施日及び会場】
１月５日　場所：内之浦中学校
※平成１４・１５年度は複合施設建
設に伴い暫定的に内中柔剣道場
で実施

成人式は、新町におい
て統一して開催するこ
ととし、実施方法等に
ついては、合併後調整
する。

・時期、場所、時間は
合併後に調整する

【概要】
年度内に満２０歳を迎える町民・町
出身者を対象として、新成人を祝う
式典を開催する。

【実施日及び会場】
１月５日　高山町文化センターホー
ル

社会教育事業については、以下のとおりとする。
１．活動成果の発表会等は、新まちにおいて調整する。
２．成人式は、新町において統一して開催することとし、実施方法等については、合併
後調整する。
３．体育協会は、合併時に統合する。
４．各種スポーツ大会は、合併後に統合する。
５．勤労青少年ホームは、現行のとおり新町に引き継ぐ。

肝属合併協議会の調整内容
４８　社会教育事業

協議項目
内之浦町 高山町

現　　　　　況
具体的調整内容

合併時に統合する。【体育協会】
①目的
　健全なスポーツを振興し、町民の
体位の向上とスポーツを振興し、町
民の生活文化の向上をめざす。
②概要
　１３の連盟、岸良支部、スポーツ
少年団によって構成されている。
③役員
　会長、副会長、常任理事、理事、
監事、書記、会計
④任期
　２年

【体育協会事務局事務】
①会議
　総会、常任理事会、理事会
②地区体育協会関係
　肝属地区体申込
③会計関係
　体育協会事務会計及び補助金
請求等

【体育協会】
①目的
　町民の競技力向上やスポーツの
振興をめざす。
②概要
　７校区（地区）体協、１３の専門
部、スポーツ少年団、婦人会組織
によって構成されている。
③役員
　会長、副会長、理事（各会長）、
監事
④任期
　１期２年（１７年度役員改選）

【体育協会事務局事務】
①会議
　理事会、総会
②地区体育協会関係
　肝属地区体申込、地区体予選会
の開催
③会計関係
　体育協会事務会計及び補助金
請求等

- 149 -



各種スポーツ
大会

勤労青少年
ホーム

 な　  し

【目的】
　福利厚生施設をもたない企業に
働く青少年に健全な余暇活動の場
を提供するため、教養講座を軸に
スポーツレクレーション事業を展開
し、活動による相互交流で、心身と
もに豊かな勤労青少年を育成する
ことを目的とする。

【施設】
　昭和56年４月１日設立
　ＲＣ造２階建て ２階部分
　床面積　655.50㎡
　高山町前田3697番地

【概要】
　開館は月曜から金曜日の午後１
時から９時で、利用料無料。
　職員数２名（パート）
　だれでも英会話 など12講座と で
かけてみよう など３サークルがあ
り、お花見交流会など年間13の事
業も実施される。
　利用者は男42、女106名の合計
148名。内訳は高山町65名、内之
浦町４名、鹿屋市16名などで、平
成15年度の利用者は4,007名。利
用者が自主的に 利用者の会 を組
織している。

現行のとおり新町に引
き継ぐ。

【事業の目的】
社会体育の振興のため、年間行わ
れている各種大会を振興会、ブロッ
ク対抗と競い、スポーツ人口の拡大
と住民の体力づくり、健康づくりを
推進する。

【内之浦町、町教育委員会、町公
民館主催行事】
　５月　町民親睦バレーボール大
会
　（振興会対抗）
　８月　町民親睦ソフトボール大会
　（振興会対抗）
１０月　町民体育祭

【事務目的】
町民の間にスポーツを普及し、そ
の振興アマチュア精神の高揚と体
力づくりを図り、健康で明るい生活
の向上を念願する。

【高山町体育協会主催】
　１月：町内一周駅伝大会
　５月：壮年ソフトボール大会
　　　 ：父親バレーボール大会
       ：ゲートボール大会
       ：軟式野球大会
  ６月：父親バレーボール大会
       ：集落対抗女子バレーボール
大会
  ８月：壮年ソフトボール大会
１０月：町民運動会
１１月：集落対抗男子バレーボール
大会
       ：グラウンドゴルフ大会
１２月：オリエンテーリング大会

合併後に統合する。

協議項目
内之浦町 高山町

現　　　　　況
具体的調整内容
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社会教育関係の取扱いに関する法令（条文等抜粋） 
 

●社会教育法（昭和２４年法律第２０７号） 

（社会教育の定義） 
第２条 この法律で「社会教育」とは、学校教育法（昭和22 年法律第26 号）に基き、学
校の教育課程として行われる教育活動を除き、主として青少年及び成人に対して行われる

組織的な教育活動（体育及びレクリエーションの活動を含む。）をいう。 

 
（国及び地方公共団体の任務） 
第３条 国及び地方公共団体は、この法律及び他の法令の定めるところにより、社会教育

の奨励に必要な施設の設置及び運営、集会の開催、資料の作製、頒布その他の方法により、

すべての国民があらゆる機会、あらゆる場所を利用して、自ら実際生活に即する文化的教

養を高め得るような環境を醸成するように努めなければならない。 
２ 国及び地方公共団体は、前項の任務を行うに当たっては、社会教育が学校教育及び家庭

教育との密接な関連性を有することにかんがみ、学校教育との連携の確保に努めるととも

に、家庭教育の向上に資することとなるよう必要な配慮をするものとする。 

 
（市町村の教育委員会の事務） 
第５条 市（特別区を含む。以下同じ。）町村の教育委員会は、社会教育に関し、当該地

方の必要に応じ、予算の範囲内において、次の事務を行う。 
1．社会教育に必要な援助を行うこと。 
2．社会教育委員の委嘱に関すること。 
3．公民館の設置及び管理に関すること。 
4．所管に属する図書館、博物館、青年の家その他社会教育に関する施設の設置及び管理に
関すること。 
5．所管に属する学校の行う社会教育のための講座の開設及びその奨励に関すること。 
6．講座の開設及び討論会、講習会、講演会、展示会その他の集会の開催並びにこれらの奨
励に関すること。 
7．家庭教育に関する学習の機会を提供するための講座の開設及び集会の開催並びにこれら
の奨励に関すること。 
8．職業教育及び産業に関する科学技術指導のための集会の開催及びその奨励に関すること。 
9．生活の科学化の指導のための集会の開催及びその奨励に関すること。 
10．運動会、競技会その他体育指導のための集会の開催及びその奨励に関すること。 
11．音楽、演劇、美術その他芸術の発表会等の開催及びその奨励に関すること。 
12．青少年に対しボランティア活動など社会奉仕体験活動、自然体験活動その他の体験活
動の機会を提供する事業の実施及びその奨励に関すること。 
13．一般公衆に対する社会教育資料の刊行配布に関すること。 
14．視聴覚教育、体育及びレクリエーションに必要な設備、器材及び資料の提供に関する
こと。 
15．情報の交換及び調査研究に関すること。 
16．その他第３条第１項の任務を達成するために必要な事務 
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県内の先進事例

協 議 会 名 内 容

日 置

社会教育事業については、原則として現行の事業を新市に引き継ぐとともに、施設
の効率的な活用と整備を図り、三層の公民館活動を柱に多様で総合的な学習機会
を提供する。
(1)　生涯学習の各学級・講座については現行のとおり新市に引き継ぎ、新市全域を
対象として充実を図る。
(2)　成人式・生涯学習推進大会・文化祭・運動会（体育祭）は、新市で統一して行う。
(3)　文化財は新市に引き継ぎ、適切な管理・保護に努める。

川 薩 地 区

1、社会教育
①生涯学習推進体制については、合併時に川内市の例により調整する。
②図書館・図書室については、現在の川内市立図書館を中央図書館とし、各町村ご
とに分館を設置する。その運営については、新市に移行後、随時調整する。
③成人式については、新市主催の成人式を川内市の例により実施する。また、各地
域の祝賀会等についても、実施主体等を調整の上、地域の実情により実施する。
3、スポーツ振興
①市町村民運動会については、合併後の実施の意向を調査の上、各地域ごとに調
整する。
②総合型地域スポーツクラブについては、新市に移行後も当分の間現行のとおりと
し、随時調整する。
③各種スポーツ大会等については、現行のまま新市に引き継ぐ。　ただし、実施主
体については見直し、新市に移行後、速やかに調整する。
4、教育振興施設
　　教育振興施設の維持運営管理業務については、許可申請手続や、減免基準の
統一等、合併時に新たに制度等を制定する。

薩 摩 東 部 地 区

（１）各種スポーツ大会については，体育協会・専門部との協議により，合併後１年を
目途に調整する。ただし，体育大会，駅伝大会については，合併時までに調整する。
（２）スポーツ教室及び講習会については，合併後新町において調整する。
（３）社会体育施設及び維持管理業務については，現行のとおり新町に引き継ぐもの
とし，管理運営については，合併時までに調整する。なお，管理体制（管理人の配置
体制）は，当分の間現行のとおりとする。

吉松町 ・栗野町

１．社会教育委員、文化財保護審議会、公民館運営審議会、体育指導委員につい
ては、合併後新たに設置する。
２．生涯学習大会、成人式、文化祭、ランニング大会については、新町で統一し開催
する。
３．図書館については、新町に移行後も当分の間現行のとおりとし、随時調整する。
また、図書館協議会については、合併後新たに設置する。
４．地区公民館については、現行のとおり新町に引き継ぎ、地区公民館役員につい
ては、新町に移行後、新たに制度等を制定する。
５．集会所建設（維持管理）については、新町に移行後、新たに制度等を制定する。
６．公民館運営管理業務については、新町に移行後も当分の間現行のとおりとし、
随時調整する。
７．公民館主催等事業開催業務については、現行のとおりとし、新町において調整
する。
８．各種スポーツ大会については、スポーツの振興を図るように、関係団体等の意見
を踏まえ、新町において検討し調整する。
９. スポーツ振興審議会については、合併時に廃止する。
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提案第 37 号【協定項目 50】  
 

 

その他事業について（その２：指定金融機関） 

 

 

 

 その他事業について（その２：指定金融機関），次のとおり提案する。 

 

 

 

  指定金融機関等は，合併時までに調整し，合併の日に指定する。 

 

 

 

 

 

  平成１６年７月８日提出 

 

 

肝 属 合 併 協 議 会           

会長  倉岡 哲哉 
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協定項目

調整方針

内之浦町 高山町

指定金融機
関等

　指定金融機関を指定していないが，
公金等の口座振替を行っているため，
以下の収納事務取扱金融機関及び収納
事務取扱郵便官署を設けている。

【収納事務取扱金融機関】
 ・株式会社　鹿児島銀行
   （平成14年4月1日から）
 ・鹿児島きもつき農業協同組合
   （平成14年4月1日から）
 ・鹿児島県信用組合
   （平成14年4月1日から）

【収納事務取扱郵便官署】
 ・内之浦郵便局
   （平成14年7月1日から）

【指定金融機関】
　高山町農業協同組合
   （平成14年8月1日から）
①公金取扱時間
　午前８時30分から午後５時15分（但
し収入役の要求があったときは，この
限りでない。）
②指定金融機関は，高山町役場内に派
出所を設置しなければならない。
③収納代理金融機関・収納代理郵便官
署
　収納代理金融機関及び収納代理郵便
官署の店舗のうち収納した公金を取り
まとめ，そして公金総括店への払込み
事務を行う。
 ・鹿児島銀行高山支店
 ・鹿児島相互信用金庫高山支店
 ・鹿児島県信用組合高山支店
 ・南日本銀行笠之原支店
 ・高山郵便局

合併時までに調
整し，合併の日
に指定する。

【指定の手続き】
 ・議会の議決を要する
 ・町と指定金融金融機関との契約
 ・町と収納代理金融機関との契約
 ・収納代理金融機関との手数料に関
する契約
 ・公金の出納事務の取扱いに関する
契約

肝属合併協議会の調整内容

指定金融機関等は，合併時までに調整し，合併の日に指定する。

協議項目
現　　　　　　　　　　況

具体的調整内容

50　その他事業（指定金融機関等）
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指定金融機関等の取扱いに関する法令 
 

●地方自治法（昭和22年法律第67号） 

（金融機関の指定） 

第235条 都道府県は、政令の定めるところにより、金融機関を指定して、都道府県の公

金の収納又は支払の事務を取り扱わせなければならない。 

２ 市町村は、政令の定めるところにより、金融機関を指定して、市町村の公金の収納又は

支払の事務を取り扱わせることができる。 

 

 

●地方自治法施行令（昭和22年政令第16号） 

（指定金融機関等） 

第168条 都道府県は、地方自治法第１項の規定により、議会の議決を経て、一の金融機

関（日本郵政公社を除く。次項及び第３項において同じ。）を指定して、当該都道府県の

公金の収納及び支払の事務を取り扱わせなければならない。 

２ 市町村は、地方自治法第２項の規定により、議会の議決を経て、一の金融機関を指定し

て、当該市町村の公金の収納及び支払の事務を取り扱わせることができる。 

３ 普通地方公共団体の長は、必要があると認めるときは、指定金融機関をして、その取り

扱う収納及び支払の事務の一部を、当該普通地方公共団体の長が指定する金融機関に取り

扱わせることができる。 

４ 普通地方公共団体の長は、必要があると認めるときは、指定金融機関をして、その取り

扱う収納の事務の一部を、当該普通地方公共団体の長が指定する金融機関に取り扱わせる

ことができる。 

５ 指定金融機関を指定していない市町村の長は、必要があると認めるときは、収入役をし

て、その取り扱う収納の事務の一部を、当該市町村の長が指定する金融機関に取り扱わせ

ることができる。 

６ 前２項の規定により収納の事務の一部を日本郵政公社に取り扱わせる場合においては、

郵便振替法第58条に規定する公金に関する郵便振替の方法により取り扱わせるものとする。 

７ 第１項又は第２項の金融機関を指定金融機関と、第３項の金融機関を指定代理金融機関

と、第４項の金融機関を収納代理金融機関と、第５項の金融機関を収納事務取扱金融機関

という。 

８ 普通地方公共団体の長は、指定代理金融機関又は収納代理金融機関を指定し、又はその

取消しをしようとするときは、あらかじめ、指定金融機関の意見を聴かなければならない。 

９ 普通地方公共団体の長は、指定金融機関、指定代理金融機関、収納代理金融機関又は収

納事務取扱金融機関を定め、又は変更したときは、これを告示しなければならない。 

 

（指定金融機関の責務） 

第168条の２ 指定金融機関は、指定代理金融機関及び収納代理金融機関の公金の収納又

は支払の事務を総括する。 

２ 指定金融機関は、公金の収納又は支払の事務（指定代理金融機関及び収納代理金融機関

において取り扱う事務を含む。）につき当該普通地方公共団体に対して責任を有する。 

３ 指定金融機関は、普通地方公共団体の長の定めるところにより担保を提供しなければな

らない。 
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（指定金融機関等における公金の取扱い） 

第168条の３ 指定金融機関、指定代理金融機関、収納代理金融機関及び収納事務取扱金

融機関は、納税通知書、納入通知書その他の納入に関する書類（当該書類に記載すべき事

項を記録した電磁的記録を含む。）に基づかなければ、公金の収納をすることができない。 

２ 指定金融機関及び指定代理金融機関は、出納長若しくは収入役の振り出した小切手又は

出納長若しくは収入役の通知に基づかなければ、公金の支払をすることができない。 

３ 指定金融機関、指定代理金融機関及び収納代理金融機関は、公金を収納したとき、又は

公金の払込みを受けたときは、これを当該普通地方公共団体の預金口座に受け入れなけれ

ばならない。この場合において、指定代理金融機関及び収納代理金融機関にあつては、出

納長又は収入役の定めるところにより、当該受け入れた公金を指定金融機関の当該普通地

方公共団体の預金口座に振り替えなければならない。 

４ 収納事務取扱金融機関は、公金を収納したとき、又は公金の払込みを受けたときは、こ

れを当該市町村の預金口座に受け入れなければならない。この場合において、収納事務取

扱金融機関は、収入役の定めるところにより、当該受け入れた公金を収入役の定める収納

事務取扱金融機関の当該市町村の預金口座に振り替えなければならない。 

 

 

 

 

先進地事例 
 

■日置合併協議会（協議済） 

指定金融機関については、現在３町が指定している２つの金融機関の中から、合併時までに統一す

るよう調整する。 

また、収納代理金融機関については、住民の利便性を考慮し、５町内にある金融機関を指定できる

よう合併時までに調整する。 

 

 

■川薩地区法定合併協議会（協議済） 

指定金融機関等については、９市町村の指定金融機関等の中から合併までに定める。 

 

 

■指宿地区４市町合併協議会（協議済） 

指定金融機関等は、合併時までに調整し、合併の日に指定する。 
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提案第 38 号【協定項目 50】  
 

 

その他事業について（その３：総合計画） 

 

 

 

 その他事業について（その３：総合計画），次のとおり提案する。 

 

 

 

  総合計画については，新しいまちづくり計画（新まち建設計画）に基づき，新町に

おいて策定する。 

 

 

 

 

 

  平成１６年７月８日提出 

 

 

肝 属 合 併 協 議 会           

会長  倉岡 哲哉 
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協定項目 関係項目

調整方針

肝属合併協議会の調整内容

50.その他事業（総合計画）

総合計画については，新しいまちづくり計画に基づき，新町において策定する。

協議項目
現　　　況

具体的調整内容
内之浦町 高山町

地方自治法
（地方公共団体の法人格及び事務）
第２条　1～３省略
４　市町村は、その事務を処理するに当たつては、議会の議決を経てその地域における総合的かつ
計画的な行政の運営を図るための基本構想を定め、これに即して行なうようにしなければならない。

　総合計画 第３次内之浦町総合計画

【計画期間】
　平成12年度～平成21年度

【テーマ】
　新しい時代の中で，いにしえ
の海洋文化を継承する生活リ
ゾートのまち内之浦町

【実施計画】
　平成12年度～平成16年度

【附属機関】
　内之浦町総合計画審議会
　町長の諮問に応じ，町総合計
画の策定に必要な調査及び審
議を行う。
　委員　25名で組織

第４次高山町総合計画

【計画期間】
　平成13年度～平成22年度

【テーマ】
　住んでいい町やすらぎの郷
高山

【実施計画】
　平成13年度～平成16年度

【附属機関】
　高山町総合計画審議会
　町長の諮問に応じ，町総合計
画の策定に必要な調査及び審
議を行う。
　委員　37名で組織

総合計画については，新
しいまちづくり計画に基
づき，新町において策定
する。

- 158 -



 

提案第 39 号【協定項目 11】  
 

 

新まち建設計画について（その２） 

 

 

 

 新まち建設計画について，別紙のとおり提案する。 

 

 

 

 

 

  平成１６年７月８日提出 

 

 

肝 属 合 併 協 議 会           

会長  倉岡 哲哉 
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４ その他  

 

 

   第８回肝属合併協議会は８月３日（水）午後２時から開催する。 

 

   場所は，内之浦町役場３階 大会議室を予定。 
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